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1.序 一 問題の所在 一
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4.「 言語権」 と集団的権利(2)一 リベラリズムの再解釈 一
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1.序 一 問題の所在 一

近代国家 は、単に国籍/市 民権の共有のみな らず、その歴史的偶然性を乗り

越えるために、しばしば言語や文化の共有 ・構築によっ亡同 じ国民としての運

命共同体を演出してきたが一 「ゲゼルシャフト」的な国民が同時に,「ゲマ

インシヤヌ製 である仰 ように一 その過程で黙 った論 を用いる住民

4)権 利や平等を填 ぐる問題 は・時 として対立をは,らむ政治的な問題になってき
　

た。今なお、「国語」や 「公用語」を何語にするのかということで紛糾 し七い
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る国家 もある。国家は、事実上あるいは法律上、何らかの特定の言語を 「国語」、

「公用語」として保有するが、一そのことが人権や市民権と拮抗することもあり、

訴訟で用いられる言語を刑事被告人が解さないまま死刑判決を下されたり、新

国家の樹立にともなって言語や民族間の勢力関係が入れ替わり、ある言語を取

得 していない従業員が解雇されたりする例もあった。「言語紛争」 という用語

も、単にそれが 「紛争」の比喩にとどまるのではなく、実際、ある言語の地位

や少数派の言語の差別待遇をめぐって民衆の不満が爆発して、武力衝突にいた

ることも.あった。

言語統合がある程度進んでい九と思われる国であっても、「方言」 と 「独立

言語」の違いは何かという'ことも、 きわめて歴史的 ・文脈的問題であるがゆえ

に、突き詰めていえば 「単一言語国家」も言語的に多様であるということにな

る1。場合によって、話者が絶滅 しかけた言語の復興運動 もある2。さらに、近

年、各国で移民の増加が言語問題を複雑にしている。

一定の社会内部における言語や文化が 「多様」であることはいいことだと認

めるにやぶさかではないが～裏返していうと、「多様」である分、新たな形で

権力関係や不平等が無限に再生産されていくことも否定できない。諸言語の

r多様性」、「複数性」が政治問題化 し、権利問題に発展していくことは、今や、

あらゆる場所において起 こり得ることである。

とりわけ、こうし#問 題に阜 くか ら関心を有 して きた社会言語学のみならず、

ポス ト冷戦時代の法理論や権利論、政治思想などが、それらの問題に触発され、

例えば従来め 「リベラリズム」や 「共同体主義」、「ラデイカルデモクラシー」

というた潮流が、それぞれr多 文化主義」やr多 言語主義」 といった問題に真

1関 連する研究 としては、安 田敏朗 『<国 語>と く方言>の あいだ』(人 文書院、

1999年)。

2こ のような現象を論 じた例として、木村護郎 「言語復興のイデオロギー的位置ブけ一

ケルノウ(コ ーンウォール)語 の場合」(r多言語社会研究会年報』・1号・多言語社会

研究会編、2003年)6
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正面 か ら挑 み始 め、 その成果 の一端 は 日本 に も随時紹 介 されて きた。

本稿 で は、民族 問題や移民 問題、少 数者 問題 において しば しば議論 され る言

語 的 な権 利 、 す な わ ち 「言 語 権 」1anguagerights,righttolanguage,

1inguisticrights,droitsdeslangues,droitsauxlangues一 英語 や 仏語 で

は用語 が まちま ちであ り一、以下 で述べ るよ うに広 く承認 され た用 語で は決 して
　 　 　 　 　 　

ない一 を主題にし、それを語る際に必然的にっきまとう思想的、理論的諸

問題を検討する(し たがって、.本稿では、民族的 ・言語的少数者に関連する実

定法規にっいて必要に応 じて触れることはあっても、それ自体を詳細に論 じる

ことはしない)◎、

「言語権」の問題は、単 に私的領域における言語的自由という域を抜け出て、

教育や公的領域における言語的平等や少数者の自治の問題に直面するがゆえに、

きわめて論争的である。なおかつ、 しばしば言語集団が 「ネーション」、「ナショ

ナリティ」に類推されることもあって、r自 決権」やr分 離 主義」 にいたるの

ではないか と主権国家に警戒されることもある。

「言語権」を論 じる際の思想的、理論的諸問題とは、色々な側面からのアプ

ローチが考えられるが、仮に規範的に 「言語権」が人権論として語られる場合、

どのような言説をとるのか、それを例えばロールズの 『正義論』のッールによっ

て語 らしめるとどうなるのかということが考えられる。本稿ではそのことを発

端としてみたが、もちろん、そうした問題提起は 「共同体主義」的な言語倫理

や、「多文化主義」的な集団的権利論等の視角からの反応を新たに呼び起 こす。

また、「言語権」という問題があえて取 り沙汰される背景には、民族や言語に

灘灘聯繋繍:孚雛繋灘錨
}

3「 批判 的社会理論」CriticalSoci&1Theoryと い う枠 は、 特 定 の流 派 や学 派 を意

味す るもので はない。かつてな らば、マルク ス主義 が 「階級」 とい う視点 か ら構 造 的

不平等 を 「暴露」す る、あ るいは 「イデオ ロギ ー批判 」を して いたわ1ナだ が、 現代 で
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との連関で 「言語的多様惟」を主張するようなアクティヴィズムはどのような

』論点を立てるのか
、少数言語を 「保護」 しようとする 「介入主義」は正当化さ

れうるのか、それともそれは往々にして部外者の 「おせっかい」なのか、諸言

語の勢力関係は経済的関係と切 り離すことはできないが、そのことをr市 場」

や 「通貨」 との関係で論 じるとどうなるのか、等々。

また、そもそも、かつての社会主義体制がなぜ、民族 ・言語問題を悪化させ、

最終的に体制そのものが崩壊 したのかという問題も重要である。「諸民族の自

決権」'を掲げていたソ連 などの社会主義体制は、ある意味で民族的 ・言語的少

数者の権利や平等について理論的、制度的に先鞭をっけていたが、同時のそれ

らが内包する諸矛盾の自浄作用の面でおぼつかなくなっていった。 この問題の

理論的総括やそれに伴う反省は、90年 代以降の諸理論 と密接 に関わ って くる。

おそらくこれらの諸議論は際限なく続き、収拾がっかなくなる。が、「言語

権」のような問題を取 り扱う場合、ひと通りの思想的、理論的状況を傭畷 して

おくのがよいと考えた。とりわけ本稿で扱う 「言語権」から派生する様々な言

説は、例えば リベラリズムがいうところの 「善に対する正の優越」という意味

での狭義の 「権利」の言説にとどまらないため一 後述する共同体主義的な

集団的目標の追及や 「言語エコロジー」など一 本稿の表題では、包括的に

「倫理的諸問題」という語を用いた。 もちろん、「倫理的」というても、いわゆ

る 「倫理」揮 かりを扱っているのではなく、前述 した言語的不平等の社会学的

分析 も欠かせない。これらの諸問題を扱うにあたって、いうまでもなく、関連

する問題に直接、間接的に発言 してきた様々な論者の見解や業績1こ多 くを負 っ

てお り、本稿 はそれ らの論者の見解や分析の紹介、諸見解の相互関係の分析を

は・ マルクス主 義 の系譜(グ ラムシ、 アルチュセール、 フラ ンクフル ト学派 な ど)を

摂取 しつつ も、様 々な社会学的 アプロー・チなどを混在 させて、r階 級 」 のみ な らず 、・

ジェンダ」や人種、 エスニジテ ィなどにまづわ る批判的社会分析 をな して い る諸 潮流

が、 しば しば 「批判的社会理論」 と呼 ばれ る ことか ら、 ここで はそのよ うに一括 した。

/
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も兼 ね てい る5

法学者の間では、言語のはらむ権力関係の問題は、表現の自由や言論の自由

との関わりで論 じられることが多かった(ヘ イ ト・スピーチ や差別語 の問題な

ど)。それ らが重要 な問題であり続 けていくことは疑いないが、 ここでは、言

語的表現の内容と関連する権力関係や不平等の問題ではなく、言語が多種多様

であることに起因する権力関係や不平等の問題を扱う。そのこどは、言語とい

うものが誰の所有物でもない意味で、一般的には、ある種の非排他的、非競合

的 「公共財」であると同時に、個々の言語はメンバーシップに密接に結びつく

がゆえの排他性をもっ 「クラブ財」のようなもの(後 述)で あるこξに関連す

るのか も しれ ない。

2.1人 権論 と 「言語権」 一 「社会的基本財」としての言語一

'異な
った言語住民間の利害調整の問題は、法的視点からいうと、客観的には

諸言語の公的地位の問題4と して、主観的には 「言語権」 の問題 として現れる

ことがある。とりわけ後者の 「言語権」という権利概念自体は、一般的にいっ

4国 によ っては憲法で 「公用語」 や 「国語」(国 家語)を 規 定 して い る場 合 が あ る。

とりわけスイスの ように複数 公用語 ・国語 とい う 「制 度」 を憲法 で規定 して い る場合、

言語 的権利 に関す る問題 は、 あたか も、いわゆ る 「制 度的保障」 のよ うに言 われ る こ

ともあるが、他方で スイス は近年 「言語 的 自由」 に関す る憲法規定 を付加 して い る。

アメ リカ合衆国の ように、厳 密にい うと連邦 レベルで 「公用語」が存在 しな い よ うな

国 であ って も、事実上、公用語 は英語 であ り、その上 で公的領域 におけ るス ペ イ ン語

の使用権 などが問題にな ることがあ る。 い うまで もな く合衆国憲法 には 「言語 権 」 な

る規定 は存在 しな いが、 時 と して第1修 正(言 論 の 自由)や 第14修 正,(法 の前の平等)

な どとの関連で、少数派 の言語 的権利 をめ ぐる問題 が裁判 にな る ことが あ る。 ア メ リ

カ法 との関係で は、 ジェイ ムズ ・ク ロー.フォー ドや サ ン ドラ ・デ ル ・ヴ ナ,レな どが

「言語権」LanguageRightsと い う言葉 を積極 的に用・い る。James.Crawfqrd,'4君

四αrω 娩D`ひersあ ッ.、(MultilingualMattersLtd,2000)./SandraDel

Valle,Lα η8ωα8e測8h言sα πd地 εLα ω`π 疏eUπ 漉dS観es(Multilingual

MattersL七d,2003).
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て、信教の自由のような意味で人権として古 くから意識され、議論されてきた

わけではない。例えばカナダのような複数言語運用国家においても、当初、英

語住民と仏語住民は、宗派別学校との関わりで、それぞれの母語5に 対す る権

利を有 し続 けて きたが、それはカナダを植民 した二大勢力の人民が慣習的、法

的に承認された権利として位置付けられていったのであり、あらゆる人が有 し

ている 「人権」 という問題設 定の下で承認 されて きたわ けで はなか っ

た6。欧州では～19世 紀以来、ベルギーやスイス、ハプスブルク=オ ース トリ

ァなどが、ある種 の 「言語権」についての制度と実践を持ち合わせていた7。

いずれにせよ、「普遍的人権」 という問題設定が積極的に語 られ始めたのは、.

たかだか、第二次大戦以降のことにすぎない。

信教の自由との比較でいうと、「政教分離」 と異なって、言語 と国家は 「分

離」 し難いことの孕む問題が、長年、等閑視されてきた。特定の国教をもたな

い世俗国家であっても、旧来の宗教に代わる世俗宗教ともいうべきナショナリ

ズムと 「国語」の形成 とが密接に連関 してきた。比較的最近になって、移民や

先住民問題をも視野に入れた多文化 ・多言語主義論などの興隆の中で、言語の

問題もまた人権論の射程に入ってきたと言える8。

r言語権」が人権論の射程に入 ってきたとはいえ、それがr言 語権」イコー

5最 近、「母語」 とい う言 い方 を好 まず 「第一言語」 とい う語 を用 い る人 もい るが、

ここで は慣例 に したが って～生 まれて最初 に身 に付 けた 「第一言語」の意味で 「母語」

という語 を用 い ることにす る。 ただ し、人 によ って は'「母語 」(第 一 言 語)が ひ とっ

とは限 らない。

6カ ナ ダ に お け る 「言 語 権 」 の 問 題 を 傭 畷 し た もの と し亡 は、C.Michael

MacMillan,銑ePrαc君`oeqプLα π8砿8eR`8hψs`π σαπαda(Universityof

Torontopress,1998),/鈴 木敏和 『言語権 の構造』(成 文堂、2000年)。

7言 語権 の歴史 的系譜 にっ いては、拙稿 「言語権 の系譜」『比較法学』(早 稲 田大学比

較法研究所、第32巻 第2号 、1999年)。

8・ 言語権 の諸学説 につ いて は、拙稿r言 語権 の理論 『・学説 検討 」(東 京 大学 社 会科学

研究所 ・デ ィスカ'ッシ ョンペ ーパ ー、J-102(未 公刊)～2001年)。 な お、-本稿 作成

にあて ってば～ この デ ィスカ ッシ ョン ・ペーぺ 一が基盤 にな ってい る◎
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ル人権と手放 しで広 く容認されているわけではないことには、いくっか理由が

考えられ、またそれに対する一定の異論も考えられる。

第一に、国民内部における言語の違いや民族的アイデンティティの違いは、

国民国家の統合性にとって、できれば避けたいという古典的通念がある。よS.

ミルも、「異なった諸民族によって形成されている国では、自由な諸制度 は、

ほとんど不可能である。同胞感情のない国民のあいだにあっては、ことにかれ

らが異なった言語を読み書きしているばあいには、代議制統治の運用に必腰 な、

統一された世論が存在しえない」とみなしていた9。国民国家 の政府 にと って

は、「言語権」を人権とみなすこと、あるいは 「言語権」そのものの要求を、

警戒する向きもある。またローカルな言語の復興運動などが存在する場合でも、

それが政府によって、国語や公用語もしくは隣接する外国語の 「方言」にすぎ

ないとして黙殺、さらには弾圧される例も、歴史上、事欠かなかった10。 ただ

し、一現代ではそ うした古典的な同化主義はますます批判されっっある。あるい

は、「文化的統合」と 「政治的統合」を区別 し、後者は前者を意味 しないとい

う多完主義的立場もある。とりわけポスト冷戦時代、国民統合を重視するにせ

よ、国際人権法などにも統制されっっ何らかの形で民族的 ・言語的少数者の権

利問題が人権問題として注目されていることは疑い得ない(こ の問題 は～ とり

わけ国民国家建設に着工 して間もない旧ソ連諸国において切実な問題でもある)。

9」,S.ミ ル(木 田洋訳)『 代議制統治論』(岩 波文庫、1997年)、376頁 。

10ア ルザス語が ドイツ語 の 「方言」 に過 ぎないので はないか とい う問題 な ど。 ウ ク ラ
・イナ語 やベ ラルーシ語 は

、 それぞれ現在、 ウクライナ、 ベ ラルー シの国家語 で毒 るが、

帝政 ロシア時代、帝国指導層 によ ってそれ らはロシア語 の方言 と して しか み な され て

いなや った。 ただ し、例 えば、A国 の周縁部 で話 され てい ることばが隣国Bの 支 配 的

言語 の 「方言」 にす ぎない とみな され る場合、 その周縁部 の住民 はB国 へ の帰 属 を望

むか もしれず》B国 もそれを要求す るか も しれない。 それはA国 に とって は望 ま しく

せ い。 そのた菊、、隣国Bの 影響 を減 するため、 その周縁部 の ことぼを新 たな独 立 言語

と して認知す る場合があ る5な ぜスイスが レ ト・ロマ ンス語 とい う少数 語 を ス イ スの

4番 目の国語 と して認 知 したか とい うと、 その地域 を ムッソ リー二のイ タ リアが 自 ら

の支配圏 とし亡要求 して きたか らである。
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第二に、多言語主義的な制度をもっ国であっても、歴史的1こ特定の領土犀居

住 して きた少数者や、最近やってきた移民などを含めて、あらゆる言語を同等

に保障している国家は、おそらくない以上、「言語権」を即座に人権 とするこ

とには疑義が伴うことがある(特 に複数言語 の保障は多大なコストの問題もか

らむ)。 その場合、「言語権」 は、 どちらかというと具体的な法制度の裏付けを

もった 「市民権」citizenship(「 国籍」 という意味 もあるが、 ここではしかる

べきメンバーに保障される権利の内実 という意味)の 問題 として再構成 され、

それがある程度保障される場合でも、歴史的に特定の領土に根ざしてきた少数

者と、後からやってきた移民とでは、「言語権」の保障様態は異な.って くるの

はやむをえないとみなされる11。ただ し、歴史的な少数者 と移民 との区別 も相

対的なものであり、「市犀権」の問題を論 じる際に、より公正な 「市民権」の

あり方を模索する意味でも、人権論を背景にした上での実践的課題の追求とい

う形をとるも多い。っまり 「市民権」論にとって、人権論が一種の統制的理念

として働 くことも見過 ごせない。

第三に、人権論が発達した現代において、人権のカタログを不用意に拡張す

ることが逆に 「権利のイ'ンフレ」 として批判 されることがある。そして 「言語

権」 とい う用 語 も、'しば しば新 奇 で聞 き慣 れ ない権利 の カ タログす、してみ な さ.

れ る場合 もある。国 際人権法学 者 の フェルナ ン ・ド・ヴ ァレンヌは、国連 の 自

由権 規約 や欧州人権条 約(お よび欧州 人権裁判 所 の判例)な どを題材 に した言

語 的権利 に関す るモ ノグ ラフを書 いて い るが、 その際彼 は、表現 の 自由や塗 の 一

下 の平等 か ら～ とりわ け少数者 の言語 的権利 を論証 して いる12。 ド ・ヴ ァ レン

11後 に 論 じる よ うに カ ナ ダの法 哲 学 者 ウ ィル ・キ ム リッカ な ど は 「マ ル チ カ ル チ ュ ラ

ル ・シ、テ ィズ ン シ ップ」 とい う視 角 か ら こ の 種 の 問 題 を 提 起 した こ と で知 られ る 。

Will:Kymilicka,ハ4嘘`cα 伽rαZα 鹿eπs配p(CralendonPress,Oxford,

1995).邦 訳 は、 ウ ィル ・キ ム リッカ(角 田猛 之 、 石 山文 彦 、 山崎 康 仕 ・監 訳)『 多 文

化 時 代 の市 民 権 』(晃 洋 書 房 、1998年)。

12Femandd.eVarennes,Lα π8μα8e,Mε 几o漉`eβ απdHμ ηταπR`8hホs
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ヌによると、「何人かの学者の主張とは反対に、言語権は権利り新 しいカテゴ

リーでも未熟な権利でもない。言語権は多 くの場合、表現の自由や非差別non.

discriminationと いう国際法で広 く認め られ確立 された基本的人権の具体的適

用である」という13。こうした視点 は大変重要であろう。.問題は、既存 の広 く

知 られた人権概念の枠組みの中では、往々にして少数者の言語の公的使用や発

展などは、それらの人権概念のカタログの土俵に乗 らずに、権利問題どして無

一視 ・軽視されてきた傾向があることである。 ド・ヴァレンヌの語法に依拠する

と、「基本的人権の具体的適用」・としてなされるべき 「言語権」が、十分に

「適用」されてこなかったということになろう。本稿でも、「言語権」という概

念を用いているにせよ、そうした権利概念の目新 しさを意識しているというよ

りも＼むしろ既存の人権概念に密接に関連する個人の言語使用の自由か ら、少

数者の自治にいたるまで、任意の言語の使用や発展に関連する権利行使の総体

を包括的に指す枠組みとして 「言語権」という概念を用いる。近年、例えば全

欧安保協力機構における人権関連の勧告書などで"LinguisticRights・ ・といっ

た用語が使用されていることなども、注目すべき傾向である14。

第四に、「言語権」というものが、 しばしば 「少数者の特別な権利」 あるい

は 「集団的権利」として把握される場合、人権一般と区別され、人権との緊張

関係が指摘されることもある。確かに、多数派には保障されていない特別な自

治などが少数者に保障されることもある。 しかし、それは少数者の 「特権」を

(MartinusNijhoffPublishers,1996).な お、 ド ・ヴァレンヌの学説 につ いては、

前掲8の 拙稿で論 じた。

13フ ェルナ ン ・ドゥ ・ヴァレンヌ(桂 木 隆夫訳)「 言語 的 人権 と ア ジアの民族 運 動」

(桂木隆夫 ・編著 『ことば と共生』三元社、2003年 、154頁)。

14例 えばOSCEの 民族的少数者高等弁務官 に よるオ スロ勧告(1998年)の タイ トルは、
"Linguis七icRightsof:NationalMinorities・,で ある

。 これ は、 いわ ゆる 「集 団

的権利」 を意味す るものではな くて、既存 の人権 との関 わ りで述 べ られて い る もので

あ る。 なお、 これ は民族 的少数者高等弁務官 の公式 サイ トで閲覧 で きる。http://ww

w.osce.org/hcnm/
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意 味す るとい うよ りも、多数 派 と少 数者 との関係 が そ もそ も非対 称的で あ るた

め、多数派 には当然 のよ うに享受 して い る事 柄 にっ いて、少数者 に もあ る仕方

で保障す るとい うことを意 味す る。 と りわ け 「言語 権」 にっ いて は、 その よ う

な構図 があて はま る。 もっと も、 そ の ことが一定 の地 域 において、権力関係 を

逆転 させ た り、他 の権利 との衝突 を引 き起 こ した りす る問題 にっ いて は、十分

に考 慮す る必 要 があ る。

第五 に、 すで に指 摘 した よ うに、 少数者 に対す る従 来 の国民 国家の同化政策

が批判 に さ らされて い る中で人権 と して の 「言語権」 が語 られて いる潮流 があ

るにせ よ、 そ の ことは大小様 々な民族 的集 団 の固有性 の問題 と密接 に結 びっ い

て いて、集 団的 「差 異」 の強調や追 求が底無 しにな るこ とに対 す る批判 も出宅

くる。現代 め 「多文 化主義」 や 「多言 語主義 」 もこの種 の問題 を抱えて い る。

'言 語 およびそれ に付 随す るアイデ ンテ ィテ ィは
、微小 な差異 をめ ぐって細分化

され、 マイケル ・イ グナテ ィエ フが フ ロイ トの精 神 分析 学 を援用 して 言 った

「微差 の ナル シシズム」 に行 き着 くこと もあ る。 っ ま りく 「二人種 間の違 いが実

際 には小 さけれ ば小 さい ほど、 その差 は想像 のなかで不気味 に増幅 されてい く」

,と い う問題 で あ る15。 これ らの問題 は、現在 、最 もアクチ ュアルな問題であ り、

「言語権 」 の諸 問題 にっ いて も、 この種 の葛藤 を とらえ る必要 が あ る。 あ る言

語 の尊厳 を守 ろ うとす る場 合、近 隣 の言語 か らの語彙 の浸透 を警戒 す るな ど、

まさに 「外 国語 に汚 染 されて いない」 言語 の 「浄化」 を主張 す る者 す らい るで

あろ う。 「言語権 」 の要望 は、 ロ シアの民芸品 マ ト、リョー シカ の比 喩 に な らっ

て い うと、様 々な規 模 の(エ ス ノ)ナ シ ョナ リズ ムが入 れ子状 に重層 す るとい

う意味 で 「マ トリョー シカ ・ナ シ ョナ リズ ム」 とな って現れ ること もあ る。現

,代 の 「多文化主義」や 「冬言語主義」のパラダイムは・近代国民甲家崇理論的

にく脱構築>し ても、現実 には無数 のナショナリティヘの細胞分裂を加速化さ

15マ イケル ・イグナ ティエフ 『民族 はなぜ殺 し合 うのか』河出書 房新社、1996年 、33

頁。
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せ、新たなネーションのく再構築>と いう悪循環 になる危 うさを秘めている。

これは、現に旧ソ連や旧ユーゴスラヴィアで起 きたことである。「多文化主義」

や 「多言語主義」は、メタレベルにおいては異種混交の諸文化、諸言語の 「共

存」や 「寛容」を目指すであろうが、個々の文化や言語の中に生きる当事者に

とっては、対内的には固有性や差異の維持のための結束、対外的には他者の排

撃となって現れることもあり、ナチスのホロコース トと異なって、現 代の移民

排斥や 「民族浄化」Fは、 ある程度 「多文化主義的」な世界観や 「差異のポリティ

クス」、「相違への権利」が広まっている時点で起きていることにも注意する必

要がある。

これらの問題は、いずれも論争的な問題であり、即座に答えを導 き出せるよ

うな問題ではない。いずれにせよ、「言語権」は、それが実際に保障される局

面 こおいては、当該国家における言語法制に帰着せざるを得ないのだが、だか

らといって 「言語権⊥の問題を、もっぱら各国の実定法や客観的制度の反射と

いうことにゆだねてよいわけではない。主権国家における言語政策、言語計画

は、国益やナショナ リズムにからむことによって恣意的になりやすい。

したがって、さしあたり、まず人権論 としての 「言語権」論が可能だとした

らその根拠や理論的ツールは何かということを考えてみることも無意味ではな

い◎,

.ある問題が人権問題 に結びついてい く背景には、何 らかの歴史的文脈、政治

的文脈があるはずである。信教の自由という人権が近代 ヨーロッパにおいて出

てきたのも、単に信仰や良心が人間の精神的生活、人格の統合性や尊厳の根本

をなすか らとい った抽 象的命題 が あ らか じめ用意 さわ てい たか らで はな く・・ や

はり宗教戦争や主権国家形成という歴史的 ・政治的文脈においてである。そう

した宗教戦争や、信仰の強要、異端の弾圧を経て、始めて信仰や良心が人格の

統合性や尊厳の根本をなすといった倫理が生まれてきたと言える。また 「社会

権」も階級闘争を経て出てきたものである。、
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さらに現代的な問題、例えば 「環境権」の問題に即 して言えばどうであろう

か。きれいな空気や水は人間に不可欠であろうとも、それを権利の対象とみな

すことはr天 然資源の所有権をめ ぐる争 いなどの問題を除けば一一かつて

はなかった。 しかし現在、良好な環境と人間の尊厳との密接な結びっきが意識

され、未来世代などを念頭においた 「環境倫理学」なども出てきた。

言語問題に関しても、特に近代以降、特定の言語の強制や少数言語の衰退、

少数言語住民の差別や社会的不平等、言語紛争などを経るこどによって、個人

や共同体にとっての母語の尊厳や固有性といった倫理が生まれてきた。仮に国

家が少数言語を積極的に抑圧 しない場合でも、特定の公用語のみが国家によっ

て保護されている場合(あ るいは単一 の 「国語」が支配的である場合)が 、教

育や職業上 の機会 において少数言語を用いる者は不利になる。

言語が多種多様であることから、そのことが対立や紛争に結びっきやすいと

言われることもあるが、対立や紛争の要因が、諸々の言語の差異それ自体に宿

命的に内在 しているとは言えない。「諸民族の火薬庫」と呼ばれる 「バルカン」

においても、諸民族が宿命的に争っ宅きたのではなく、近代西欧で発生 したナ

ショナリズムや主権的国民国家形成が、帝国の解体を経て 「民族自決」と,いうF

理念 となって流入 して くることによって、言語 ・民族 ・領土の結びっきと、そ

こから発生する民族 ・言語対立が引き起 こされた。

このように、言語対立や言語紛争といったものは近代以降に出てきた問題で

ある。それは、ごく一部のエリー トが読み書きできた時代と異なって、教育や

メディアに対する人々のアクセスが増加 し、ナショナリズムが大衆動員の手段

にもなり、「権利」や 「平等」という観念が発達 していく現代社会においてあ

り得る問題である。

言語の違いは、'それが外在的な判断 によって劣 った差異の印とみなされ、ま

たそうであるがゆえに同化の対象となる場合一 この場合、「差異化」と 「同

化」はメビウスの輪の両面ような関係にある 少数者にとっては 「スティ
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グマ」 や 「レッテノリ ともなるであ ろ う・ しカ・し他方 で言語 の違 い は・r自 尊」

の拠 り所 ともな る。

現 代社会 にお ける違法 な差 別 の指標 の代表 的 な もの と して 「人種」や 「性別」

が ある。 それ らとと もに、 「言語」 も列挙 され る ことがあ る(国 連 の世 界 人権

宣言 、 自由権規約等 を参照)。 しか し、「言 語 を指 標 と した差別 の禁止」、 「言語

によ らない法 の下 の平 等」 とい うことは、 解釈 が一様 で はな く、 あたか も、市 、

民 を平等 に処遇す るこ とは、市 民 に同一 の言語 で処遇 す る ことによ って、 ひい

て は言語 的少数者 が多数 者 に同化 す ることによ って果 た され るかの よ うにみ な

され ること もあ る。 すなわ ちそれ は、言語 的少数者 を 「ゲ ッ トー」 の中 に とど

めておいて はな らない とい う、 あ る種 の善 意 の平等 主義 的発想である。,しか し、

それ は、 あたか も黒人 が 白人 の よ うにな って、女性 が男性 のよ うになれば差別

や不平等 の解消 にっ なが る とい う見方 と似 て いな くもない。

ロール ズが 「自尊」self-respectを 「最 も重要 な基 本 財 」 と位 置付 け て い る

ことは、 ここで は重要 な意 味 を持 ち得 る16。 ロール ズにお ける 「正義 」 の一 般

概念 に は、・「すべての社 会 的価値 一 自由、機会 、所得、 富 お よび自尊 の基礎

とな るもの 一 は、 それ らの価値 の一 部 あ るいは全 部 の不 平 等 な分 配 が 万 人

の利益 にな らな い限 り、平 等 に分配 され るべ きで あ る」 とい う見地 が あ る17。

・一ルズがそこで挙げている諸価値はr社 会的基本財」 ともされて いる。r社

会的基本財」 は物質的なものやメタレベルの価値など多様なものを含むが、

「社会的基本財」のひとっとしては一 ロールズは直接言及 していな～・が

{言 語 も挙げることがで きる18。

山般に人間にとって言語が不可欠 ということについては
、ロールズの議論を

16」 ・hnRαwls,A恥 ・rツ ・ジ 」翻cθ(RevisedEditi・n,Belknap'・f

lRarvardUniversityPress
,1999),p.386.

171配d.,P.54.

18W.キ ム リ ッカ は、 ロ ー ル ズ の 批 判 的 読 解 を 通 じて 「文 化 の メ ンバ}シ ッ プ」

cμ伽rαZmθ 肌 加rs配 ρ も ま た 基 本 財 で は な い か と 問 題 提 起 し て い る 。Wil1
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引 き合 い に出す まで もな く自明で 自然 にみえ るが、 ここで重 要 なの は、 各人 に
1

とってのr自 尊の基礎 となる」基本財 としての言語である。.・一ルズがr自 尊」

を、あえてr最 も重要な基本財」 として位置付ける際、『正義論』が書かれた

時代背景からして、人種差別の克服や公民権運動が念頭にあったと思われる。.,

そこでは、アフリカ系市民などが～常に 「自尊」を害され～機会の平等を否定

されてきたからである。

ロー一ルズが挙げている諸々の 「社会的基本財」は、歴史を超えて基本財とし

ての性質が内在 しているわけではない。それらは近代の社会関係の中で、「社

会的基本財⊥ として表出されてきたといえる。言語に関していうと、中世のヨー

ロッパで、ラテ『ン語が、読み書きできる人のリンガ ・フランカであった時代に、

個々の地域のことばが 「自尊の基礎となる基本財」であったとはいえない。近

代のネーション・ビルディングにわいて、一方で国語が形成され、他方で少数

言語の自己主張が出てくる中で、言語問題は一っの争点になり、諸言語はr自

尊 の基礎 となる基本財」 として、権利の対象としての価値を帯びていった。

.ところで 「自尊の基礎 となる基本財」としての言語が 「平等に分配」される

ということは、どう.いうことであろうか。機会や富が平等に分配される、.ある

いは最 も不利な者を利するためにそれ らが不平等に分配されるということなら

ば比較的想像はつきやすいが、人間にとって生得的な意味合いがある言語(こ

の場合、母語 ・第一言語)が 「分配」 されるというのは、一見 したところ奇異

に思える。 しかし言語とは私的である以前に社会的なものであるじこの場合、

言語の分配とは、母語教育、当該言語の社会的、公的流通のあり方を意味する

とみてよいだろう。つまり'言語(母 語)へ のアクセスを可能にする社会的条件

の整備が言語的公正にっながる。

少数言語住民が、より支配的な多数者の言語を選好 し、乗り換えていくこと

:Kymlicka,1,め εr誠s肌,Oomη 四 π吻,α π4ω 伽re(ClarendonPress・Oxford,

1989),p.166.・
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が、本人とっての福利を増加させるという一般的な見方も成 り立ち得るかもし

れないが一 現実にはそのようにして社会における諸言語間の権力関係を背

景にした言語の乗 り換えがなされる一 それは他者からみた場合の外在的な

選好をすべりこませている意味で、自己決定の主体性に反する。あえていうと、

ロールズの仮説的世界の 「原初状態」では、言語シフトは起こらない。

近現代社会における 「自尊の基礎となる基本財」 としての言語、諸言語の

「平等な分配」、それによって可能になる各人の言語的自己決定権という仮説は、

人権としての 「言語権」を基礎付けると言えるづそのことは、言語の 「多様性」

そのものに価値を見出すからだというよりも、むしろ諸個人の平等な尊厳と配

慮ということに基盤を置く。・その結果として 「多言語主義」のあり方などが提

、起される。したがって、 ここで明らかにしておかなければならないことは、'人

権 としてのr言 語権」論 は、動植物の保護 のように言語およびその多様性の保

護を至上命題とするわけではなく、あくまでも言語間の権力関係に起因する諸

個人の不平等や尊厳を問題にする必要がある。

むろん、自由民主主義的な政治文化が、そのようにして 「言語権」を重視 し

てきたわけではない。W.キ ムリッカが言 うよ うに、「西洋の政治的伝統は、こ

のような諸問題に対して驚くほど沈黙を守ってきた」のであり、「西洋のほと

んどの政治理論家は、同胞市民が1っ の血統、言 語および文化 を有するポリス

を理念型として用いてきた」19。仮 に一定のr多 元性」 を重視す る自由民主主
　 　 　 の

義の理論が言語の同一性を積極的に称揚 しない場合でも、 そこで念頭にある

「多元性」は、国家が押しつけるべきでない信仰や思想 ・信条にみ られる私的
　 　 　 　

善の多元性 であ るため、公 的領 域 にお ける言 語の同一性 は、消極的 な前提 にな っ

て いるか、 も しくは問題 と して表 出 されて こなか った と言 え る。V,ヴ ァ ン ・

ダイ.ケが、公刊 されて間 もなか った ロール ズの 『正義論』 に対 して{「 この著

書 には言語 の違 いに対す るひ と ことの言及 も見 当た らな い」 として い るΦ は、

19Supra,note11,b.2.邦 訳 、2頁 。'
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愚直 にみえっっ も、 ここで はそれ な りの重 要性 を持 つ であ ろ う20。 しか し上 述

した よ うに、一ロピル ズが言語 につ いて言及 していな くとも、 そ こか ら人権 と し

ての言語権 の基礎付 けを導 き出 す4と もで き る。 それ は、民族 紛争 な どが激 発

す る近年 の文 脈 にお いて、 自尊 や人格 の統 合性 とい った倫理 と言 語(母 語)の

・保持 とが決 して切 り離 し得 る もので はない とい うことが{か って より'も意識 さ

れて きたか らで あ る。

3.「 言語権」と集団的権利・(1)一 「共同体主義」 とその批判 一

人権 と しての 「言語権」 にっ いて{ロ}ル ズの 『正義論 』 の ッールを応用 す

ることは可能 で あるにせ よ、 それ を もって終 わ りにす るわ けに もいかな い。北

米流 の ジ ャー ゴ ンで い うと ころの 「リベ ラル」 と 「共 同体主 義者(コ ミュニ タ

リア ン〉」 の論 争 が、 当地 を中心 に1980年 代以 降、繰 り広 げ られ、1日・本 に も積

極 的 に紹 介 されて きたが、 そ う した論争 が言語 問題 に も及 んで い った。

C.テ イラーは、、ロール ズと並 んで りベ ラリ ズ ムの一 翼 を担 うR.ド ゥオ ・一キ

ンの以下 のよ うな テーゼ に反論 して い る。

(リベ ラルな社会 とは)、政治的決定が、何 らかの善 き生の特定の観念、

あるいは何が生に価値を付与するかということから可能な限り独立してなさ

れなければいけない社会ぞある◎ある社会の市民は、善の観念にっいて異な

る以上、ある善の観念を他に優越させると市民を平等な者として扱っていな

21
い こ と に な る◎

20VemonVa孕Dyke,Justice ,asFaimess:FoでGroups?,Amεr`eα π・

Po砒`oαZSc∫eπceRθ ひ∫eω,Vo1.69(1975),p.607.

21CharlesTaylor,Hege1'sAmbiguousLegacyfor単qdemLiberalism,
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テイ ラーは、 ドゥオーキ ン型 の りベ ラ リズ ムの把握 を 「望 ま しくな い」 し、

臼「不可能」 で もある して い る
。 ティ ラーは 自由主義 の伝統 を否 定 して い るの で

はないが、 ドヴオーキ ン型 の リ搾 ラ リズムに対 して、 ヘ ーゲルの読解 を通 じて

「市民 的人道主義」 の伝統(も うひ とっ の 自由主義)を 重視 す る。 テイ ラー に

ょればr人 道的社会」 とは、善 き生 に関す る共通 の理解 に立脚 した社会であ り、

それな くして は社会 の 自由が危 険 にさ らされ るで あろ う、 とい うことである22。

「善」 に対 して 「権利」 の優越 を説 く ドゥオ ーキ ン型 の りベ ラ リズ ムに対 して、

公 的次元 におけ る共通 の歴史、特 定 の条件 や制度 的形態 へ のコ ミッ トを重視 し、

へ・rゲルの 「人倫」Sittlichkeitを キー ・フ ンセ プ トに、 カ ン ト的 な倫 理 学 の

系譜 を引 く りペ ラ リズムを批判 す る。

ここで重要 な ことは、 テイ ラー の 「共 同体主義 」 が、 カ ナダ におけ るケベ ッ

ク州の言語問題 への彼 自身 の コ ミッ トと連 関 して いる ことで あ る。

テイ ラーは、 「劣等 ない しは不名誉 な表象 を他 の人 に投 げ か け るこ と」 あ る

いは 「承認 の拒否」 に抑 圧 の一形 態 を見 出 していて23、 それ は ロール ズが重 視

す る 「自尊」 の位 置付 けと似 てい る。 しか し、 ロールズ(お よび ドゥオーキ ン)

と異 な って い るの は・ ティ ラーが・隼 団的 アィデ ンテ ィテ イの見 地か ら語 り・

社会 の何 らか の 「集 団的 目標」 の公的追求 を許容 して い る点 であ る。 テイ ラー

は 臼「ケベ ックにお けるフ ランス語 文化 の存 続 と繁栄 が善 で ある ことは、.自明の

ことなので あ る」 と し、 その ことが、特定 の善 に中立 的 であ るべ きとす る りベ

ラルな社会 のモデル(手 続 き主義共 和国)に 抵触 して い るこ とを積極 的 に認 め

る24◎

DfucillaCome11,MichelRosenfeld,DavidGrayCarlson,π ε9εZα πd

Lθ8αZT1泥orッ(Routledge,1991),p兜66.

22乃 ∫d.,P.70.

23CharlesTayloreta1.,ハ4αIZ6`側 乙鶴rαZ`sm(PrincetonUniversityPress,'

1994),p,36.チ ャ ー ル ズ ・テ イ ラー他(佐 々木 毅 、 辻 康 夫 、 向 山 恭 一 訳)『 マ ル チ カ

ル チ ュ ラ リズ ム』(岩 波書 店 、1996年)、52頁 。 以 下 、 引用 に際 して は 同邦 訳 書 を 参 照

した。
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フラ ンス語 を選 ぶか も知 れ ない人 々の ためにそれ を利用可 能 に してお く、

とい うことのみが重 要 なので はな いので ある。 〔確 か に〕・過去20年 間 にわ た

る連邦 の二言 語主義 に もとづ く措 置 のい くっ か は、 このよ うな 目的 を持 つ も

の と思 われ るか も知 れ ない。 しか しさ らに次 の点 もまた重要 なので ある。 す

なわ ち、将来 この場 所 に、 フ ランス語 使用 の機会 を利 用 したい と望 む人 々の

共 同体が存在 す るよ うにす る、 とい うことで あ る。 存続 を 目指 した政策 は、

た とえ ば、将 来 の世代 が フラ ンス語系 と して のアイデ ンテ ィテ ィを持 ち続 け

るよ うに、 その共 同体 の構成 員 を積極 的 に作 り出そ うとす る。 これ らの政策

は決 して、単 に、す で に存在 す る人 々へ の便 宜 を提供 す る もの と見 な され る

ことはで きない。25

このようなテイラーの言明によって、前述 した人権としての 「言語権」の基

礎付けに新たな論争構図が持ちこまれることになろう。つまり、ある言語を、

それを選択する人々のために 「利用可能にしておく」ことと、現在のみならず

将来の世代を射程に入れて当該言語の 「共同体の構成員を積極的に作り出そう

とする」こととは異なるということである。ちょうど、現在の自分が良好な環

境の下でくらしたいと要求することと、未来世代あために良好な環境をゆずり

わたそうとするこ.とが異 なって くるように。

ある言語を・それを選択する人々のために利用可能にしておくということは、

(自尊の基礎 となる)「社会的基本財」 としての言語の 「平等な分配」といった

図式でも説明がっく。それは人権としての 「言語権」を基礎付けるものである。

その際、言語は 「社会的基本財」であっても、それ自体は、特定の善の構想を

人々に要求するわけではない(も とより、 ある言語共同体の中には色々な思想

24乃 ∫d.,p.58.邦 訳 、79-80頁 。

25乃 昭.,P.58.59.邦 訳 、80頁 。
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信 条 の持 ち主 がい るので、言語 共 同体 とは、例 え ばアー ミッシュのよ うな意味

で 「共 同体」 なので はない)。

しかしテイラーは、自らが支持しているケベックにおけるフランス語の 「共

同体の構成員を積極的に作 り出そうとすること」に特定の善の構想を見出し、
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 　 　

あ る善 が共同で追求 され るべ き性 質 の もので あ るな らば、 それ は公的 な政 策 の

問題 とな る、 と してい る。 そ して 「我 々の祖先 の文化 に忠 実 であ り続 け る こと

に価値 を置 く人 々 と、 自己発展 とい う個人 的 な 目標 の名 の もとに ここか ら逃れ

ることを欲す るか も知 れな い人 々 との間 で、 中立 的立 場 は と らな い」 と して、

リベ ラ リズムにおける、諸善 に対 す るr中 立 幽 の要 求 と挟 を分 って い る26。

テイ ラーの見 解 は、、む ろん、 カナ ダにおけるかつての フランス語住民がた ξつ

て きた差別 的境遇 とい う具体 的文脈 において理 解 す る必要 が あ るが、裏 返 して

言 えば、文脈 しだ いでは、 そ うした言 語 倫 理 の追 求 のr方 法 が あ り得 る し、

「人倫」 にか な ってい るとい うことで あ ろ う。 その よ うな 目標 は、 人 権 と して

の'「言 語 権 」 の 射 程 に入 り う る で あ ろ うか。 あ る い は 「集 団 的 権 利 」

collectiverights,grouprightsと い った視 座 が必要 にな るであ ろ うか27。

26乃`d。,p.58-59.邦 訳、80-81頁 。

27こ こでい う 「集 団的権利」 とは、何 らかの集 団が、 それ 自体 ど して法 的人格 を有 す

ることを必ず しも意 味 しない。「集 団的権利」 は"81roμ ρわ αsεdr屠 舛s'1・ヶ言 、、換 え

て もよいか もしれないが、何 らかの集団 的指標 あ るいは集 団的目標 を考慮 に入 れ た権

利実現様式 とも言 え る。連邦制 を採用 し、州な どの単位 が 自治権 を有 してい る場 合 で

あ って も、その ことは必ず しも 「A州 の住民 が集 団的権利 を も.ってい る」 とは言 わ な
い。 しか しケベ ック州 のよ うな場合、 ケベ ック州 のフ ランス語住民 が{そ れ 自体 と し

て法的人格を もっているわけではないにせ よ、州 の権限 において州 のフ ラ ンス語共 同

、体 の維持 と発展 を優先 させて いる際、「フ ランス語住民」 の 「集 団 的権利 」 とい う視

点 を設定す ることは無根拠 とも言え ない。 ただ し、 この ことの内実 にっいて は、 後 続

のキム リッカの議論 を参照 の こと。 なお、「集団的権利」 をめ ぐる諸議論 にっ いて は、

以下 を参照。IanShapiro乳WillKymlickaetal.,耽h漉o`砂 α几dσroωpR∫8hお

(N6w『Yor琴UniversityPressプ1997)./DavidIngram,Groμ ρR`gん 孟sン

Rεco几o`Z`η,8Eσ μαZ疲yα πdI)4が εreπoe(Uni秘ersityPressof:Kansas,

2000)./」uliaStanplet・n,eta1.,Gr・ μρR`8ん εs'Pe脚 θ伽e'鋤 ・e1900

(ThoemmesPress,1995).
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一方 で
、人 権思想 は、近年、諸 々の差異 を考慮 した 「集団 的権 利」論 や 「第

三世代 の権利 」 な どを包摂 して い く傾 向 もあ るが、 他方 で(狭 義 の)人 権 の発

想 と、特 定 の共 同体 の 「集団 的権利 」 を相 容 れない とみなす傾 向 も根強 い。 当

の テイ ラー は、言語 の存続 に関 して は、特 に 「集 団的権利」 とい った言説 を用

いて い るわ けで はな く、 む しろ 「集 団 的 目標 」collectivegoa1と い う語 を 用

いて い る。

言語共 同体 の維持 や発展 を、 はた して特定 の 「善」 の構想 と してみ な し得 る

か ど うかにっ いて は議論 の余地 が あ るが、論 点 を整理 して み ると、 テイ ラー 自

身 は言語共 同体 の積極 的維持 や発 展 とい った特定 の 「善 」goodが 「共 同 で」

incommon追 求 され る ことを積 極的 に位 置付 けて いる。 そ う した意 味 で、 一

般的 に、共 同善commongoods一 あ るい はcommunalgoodsと 言 って もよ

か ろ う一 とい うものがr権 利」 の射程 に入 るか どうかが問題 にな ろ う。r共

同善 」 とい う もの は、経 済学 でい うところの 「公共財」 的 な意味 で解 釈 され る

場合、 それ 自体 がr共 同体 主義」 的 とい うわ けで はな く、む しろ特定 の財 の非

排他性 ・非競合性 ゆえ に、 いか な る個人 もそ の享受 を否 定 されない とい う意味
　 　 　

合 いで用 い られ、 そのため の公共政 策が重視 され る。 それ に対 して 』r共同善」
　 　

の重視 は、 当該 共 同体 の繁 栄 のため にメ ンバ ーの結束 によ って可能 にな るよ う

な何 か を指す とみ な して よいで あ ろ う。

リベ ラ リズ ムにおいて は、権利 あ言 説 を必要 以上 に拡 張 させない傾向にあ る。

その ことは、権利 の制 限 にっ なが るとい うので はな くて、 ドゥオーキ ン型 の リ

ベ ラ リズ ムにみ られ るよ うに、「権利」 とは 「切 り札 としての」権 利で もあ り、

それ は多数者 の決定 に よ?て も くっがえ され る ことのな い個人 の権利 とい うこ

とで もあ る。 そ の場合、 「集 団的権利」 とい う論 点が設定可 能 だ と して も、 比

重 は～ その 「集 団 的権利」 によ って何 らかの影響 峯被 る個人 の権利 に置かれ る

ことになろ う。 「共 同善」 の追 及 は、 メ ンバ ーの 自発性 や献 身 によ って可 能 に

な る とい うよ りも、実 際 には実定 法 に基 づ いた何 らか の公的政策 の方 向付 けに
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依拠せざるを得ないので、「集団的権利」による集団的目標 の追求(共 同善の

追及)が 個人の権利 と緊張関係にあるということは、ある意味でもっともであ

る。しかし他方で、少数者の言語集団にみ られるように、「共同善」の 追及 と、

メンバーの個人の自律や機会平等とが相補的関係にあるという側面もある。

自由民主主義社会においても 「集団的権利」 という論点が設庫可能 というこ

との証左としては、しばしば 「法人の権利」が挙げられる。ただし 「法人の権

利」は、無制限に認められるわけではないし、法人格の取得にも様々なハー ド

ル、手続きがあり、権利行使の範囲にも限りがある。「法人の権利」 には資本

制社会の円滑的機能という目的もあるが、倫理的見地からはr法 人の権利」の

→人歩きに対する警戒心や歯止めもある28。

『民族の .「集団的権利」 も、実際の制度 の次元では手放 しに認められるこどは

あり得ない。ただし、民族のr集 団的権利」のあり方 といって も多様であり、

それは必ずしも個人をさしおいて民族的大儀を排他的に優先するものではない

ので、その内実を議論することによって、いくつかのジレンマを抱えっっも正

義や公正さとの関わりで、人権に反するわけではない。

人権としての 「言語権」の理論的仮説は、個人の 「自尊」と 「自己決定」に

根拠を置くにせよ、言語の維持、存続は、実際には何 らかの言語共同体の存在

を背景にしているため、「言語権」の主体をもっぱら個人 とするだけでは不十

分といった見解が、まず考えられる。例えば 『消えゆく言語たち』の著者、n

ネ トルとS.ロ メイ ンは次のように言 っている。

言語 が実在 す る と言 え るとす れば、 そg所 在 は使用 す る人 間 の精神 と見 な

けれ ばな らな い。 しか し、 別 の意味 で は、言 語 は行為 で あ って、人 と人 を結

ぶ コ ミュニケ ーシ ョンの体 系で あ る。 いかな る言語 も自律的な実体ではない。

28r人 権」論の視点か らーr法人の権利」を批判 したのは、他 な らぬ憲法学者の樋 口陽
一である◎
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話 し、そして伝達する共同体が存在するところに実在 しうるにすぎない。人

間の共同体は、生存可能な環境と生活を営む手段があるところにのみ実在 し

うる。共同体が栄えなければ、その言語は危機に陥る。その話者を失えば、

言語 は死 訟ので ある。29

このような言明は、確かに言語の存続に関する事実を言い当てている。「共
-
同体が栄えなければ、その言語 は危機に陥る」というのは、特に不利な言語、

さらには 「危機に輝した言語」であればあるほど、切実な問題である。したがっ

て、連邦制のあり方や実定法における権利主体の問題にいたる次元ではともか

ぐとして、道徳的権利論の次元で 「言語権」の主体は個人であると同時に集団、

共同体であると想定することには、一定の倫理的根拠がある。人権論と'しての

「言語権」論 も、そうした側面を度外視 してはならないであろう。

実際、1996年 にバルセロナで採択 された国際ペンクラブなどのNGOに よる

「世界言語権宣言」では、「言語権」が個人的権利で毒ると同時に、集団的権利

でもあるという原則に立脚 しており、すべての 「言語共同体」(地 域 にお いて

歴史的に成立 した言語共同体)、 「言語集団」(移 民、難 民、国外追放者、離散

共同体など)が 権利の主体 とみなされている。そしてすべての言語は ・「集団的

自己同一性の表現であり、・かっ現実を知覚 し記述する独自の方法の表現である

がゆえに、社会のなかではたすその機能すべてについて、十分な発展を可能に

する条件を享受できなければならない」とし、言語権の根拠が集団との関わり

で示されている30。

「世界言語権宣言」 に関 して、ケル ト系少数言語の研究家の原聖が次のよう

29ダ ニエネ トル、 スザ ンヌ ・ロメイ ン(島 村宣男訳)『 消 えゆ く言 語 た ち』(新 曜社 、

2001年)、7頁 。

30『 「世界言語権宣言」の邦訳 は、言語権研究会編 『ことばへの権利』(三 元社、1999年)

の資料 を参照。
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に述 べて いる ことは興 味深 い。

… それは、個 人 の権利 と してあ る基本 的人権 を、集 団 の権利 と して も

位 置付 ける とい うことです。言語 について考 えて み るとそのよ うな考 え方 は

非常 に重 要 な ことです。 なぜか とい うと、言語 とい うものは、,エスペ ラ ン ト

の人 た ちを前 に こう言 うことはまず いか もしれ ませ んが、人造 的な言語 は別

と して、 必ず あ る特定 の地域 な い しは出身 の地域 を持 って います。 出身 の地

域 と特 にい うの は、現代 社会 にお いて はあ る言 語 の話者 が その言語 の もと も

.との地 域 とは別 な ところに住 んで い るとい うこと もあ るか らですが、 その よ

うな人 たちが、 自分 の出身地 を離 れて いて も、 そ の出身地 の言語 に愛着 を感

じて いる ことがあ る。 この場合 の言語 を用 い る権 利 とい うの は、個 人 的 な も

ので あ りなが ら、伺 時 に集 団的 な もので あ る。臼この場合 に集 団 とい うの は、

もと もとの地域 を離 れて い る人 々 を含 め た集 団の ことで、集 団的権 利 とはそ

うい う人 たちを含 めて互 いが交信 す る権 利 とい うことに な ります。 そ うい う

こと もあ りえ る、 そ うい うことも権利 と して捉 えて い こ う、 とい うのが言語

権 の考 え方です。 これに権利 と して は非 常 に新 しい ことで はないか、'とわた

しは思 って います31。

個人の 「自尊」を重視する場合も、何 らかの集団的なアイデンティティや属

性が背景になっていることが多 く・ この場合・個人と集甲は相補的な関係にあ

る。人権としての信教の自由を論 じる場合でも、それは専 ら 「孤立した個人」.

のみを念頭に置いているだけではなく、何 らかの信仰共同体との結びっきを念

頭に置いているすとが多く、そのことは人権概念に矛盾しない。言論の自由も、

似たような志向をもっ人々が団体や結社をもち、それを通 じて言論を発してい

31同 前、27-28頁g
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ることも多い。人権論が何らかの共同体や集団と個人との結びっきを重視した

からといって、そのことは、「集団主義」ということにはならないし、実際に

特定の共同体が制度の次元で法的権利の主体になるべきということを必ずしも

意味 しない。個人主義的な見地から権利を語る際、それはなぜ 「個人主義的」
　 　 　 　 　 の

かというと、多数者の圧力か ら個人を守るということであって、諸個人の結び
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

っきや連帯を何 ら否定 しているわけではないのである。

問題は、特定の言語共同体の存続と発展を目指す`集 団的目標 に貫 かれ

た一 公的政策 の局面で、何 らかの権利の衝突が生 じて くることであろう。

それは一定の領土において、言語共同体の発展を目指すための方策が、特定の

言語の優越的支配となって現れやすいからでもある。

テイラーの言 う集団的目標に関していうと、具体的には、ケベック州の言語

法(フ ランス語憲章)が 、英語学校への通学を、歴史的に居住していた英語系

住民の子弟に限定 したり、一定の従業員数を擁する企業にフランス語による運

営を命 じたり、・フランス語以外の商業広告を規制 したことに現れたため、英語

系住民との間で対立が生 じた。 したがって、ケベック州の仏語系社会の側から

の 「言語権」の解釈 と、英語系社会の側からの 「言語権」の解釈が異なったの

　　

である 。

テイラーは、カナダにおける英語系社会にロ乙ルズや ドゥオーキンにみられ

る 「手続き主義的」なリベラリズムの浸透を見出し、そうでない 「独特な社会」

としてのケベックの地位がカナダ連邦におい亡承認されることを望んだ。その

際、集団的目標に懐疑的な 「手続き主義的」なリ・ベラリズムのモデルは、文化

的差異の除去を目指しているわけではないが、差異に対して非好意的であり、

「独特な社会」の構成員が本当に切望 しているものを取り込むことができない

32・ これについて は、前 掲注6の 文献 の他、「共同体主義」 に コ ミッ トした論 者 に よ る

ケベ ック 仏語 住民 の 「言語 権 」 論 につ いて は・PierrA・Coulombe,Lα π8砿8e

R`8配s♂ πFrε π漉Cα παdα(P6terLang,1995)を 参 照。
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,33酢

とテイラーはいっ 。

またテイラーは、生命、自由、適法手続き、自由な言論、宗教の自由などを

・ 「基本的かっ重大な諸権利」と呼び、それらは社会の構成員すべてに与え られ

るべきで、侵害されてはならない諸権利としている34。しか し、その ことと、

例えば個々人が自らの選んだ言語の商業看板を用いることとを区別している。

これは一種の 「二重基準」と言い得るべきものかもしれない。そ して～「手続

き主義的」なモデルによる 「画}的 処遇」(例 えば任意 の言語 による商業広告

の自由)と 、文化的存続の重要性(例 え ば公益上 の理由によるフランス語広告

の義務性)を すすんで比較衡量 し、後者 に沿った公的政策を、テイラーは支持

する35。

テイラー流の 「集団的目標」の追求は、どのような立場の集団にあてはまる

のであろうか。あくまでも一主権国家における領土的な基盤をもった歴史的な

少数者に関してなのであろうか。そこでは他の移民など、特定の領土的基盤を

もたない、さらなる少数者の言語などが相対的に軽視されることもあり得る。 一

また、'テイラー流の 「集団的 目標」 の追及が、主権国家単位での 「国語」保護

という 「集団的目標」あ追及に拡張されることもあり得る36。例えば フランス

本国におけるフランス語保護志向は、英語の影響力や語彙の浸透に対抗すると

いう意味合いにおいてはケベックと似ているが、カナダにおけるフランス語と

違って、フランスではフラシス語は少数派ではない。伝統的な共和主義的フラ

ンス語中心主義はもとより、グローバル社会あるいはEUを 念頭においたフラ

ンス語保護志向は、国内の地域語や少数言語への権利との緊張関係が生 じ得る

(も っともケタ ックにおいても先住民の言語や移民の言語 との対抗関係が生 じ

33Supra,note23,p.60-61.邦 訳、82-83頁 。

341b`4.,p.59.邦 訳、81頁 ◎

35乃 ∫4.,p.61.邦 訳、84頁 。

36い わ ゆる 「国語保護法制」 の問題 につ いて は、拙稿 「言語問題 の法化 と国 語 保護 法

制」(『社会体 制 と法』第4号 、2003年 、「社会体制 と法」研究改編)を 参 照。
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る)。 また、 アメ リカ合衆 国で は、 「イ ング リッシ ュ ・オ ン リー」 を主張 す る潮

流 があ る。 これ はメキ シコ系、 中国系移民 な どの増加 に伴 って、・複数言 語 サー

ビスや異 な った言語 の看板 な どを好 ま しく思 わな い保守 派側 か らの 「過剰防衛」

的反応といえなくもない。アメリカ合衆国憲法は特定の公用語をも孝なかった

が、「イ ング リッシュ ・オ ン リー」 は、英 語 のみ を 「公 用語」 にす るため の、

ある種 の 「集 団的 目標」 の追 求 であ るρ も しテイ ラー流 の 「集 団的 目標」 の追

求 に懐疑 的な リベ ラルは、合衆 国 にお け る 「イ ング リッシュ ・オ ン リー」 の潮

流 に断固 と して反対 しなけれ ばな るまい。 旧 ソ連 か ら独立 した諸 国 は、強 弱の

差 はあれ何 らか の形 で テイ ラーが擁護 して い るよ うな公益上 の理曲 によ る地元

の言語 保護政策 を とって い る(ソ 連 時代 に 「民 族間交流 語」 とされた ロシア語

の侵食 を受 けたか らであ る)。 例 え ばバ ル ト三国 のそ れぞれ の都 心 部 に は ロ シ

ア語系住 民が一 定 の比率 で居住 して い るが、街 の標識、 看板、広告 な どか らロ

シア語 は、 ほぼ追 放 されて い る。 その ことは、 それ まで の歴史的経緯 に照 ら し

て(公 益 上)や むを得 な い とされ る一方、 しば しば 「人権侵 害」 と指摘 され る

こともあ る。

もっと も、 テイ ラーが述 べて い るよ うな方 策 が、 いか な る集 団 においてな ら

ば正当化可能 か否 かを議論 す るの は、 あま り意味 が ないか も しれ ない。 なぜな

ら～彼 はあ くまで もケベ ックの辿 って きた歴 史的磁 場 の下 でその よ うに発言 し

てい るのぞあ り、 それを モデル化 して、他国 の一定 の集 団 に もあて はめよ うと

して いるよ うにはみえな いか らで あ る。 ただ し、 その こ とは、 テイ ラーの議論

をめ ぐる論争 を阻 む もので はな く、現 にテイ ラーが肯定 的 にみな して いるよ う

な言語政 策 は、他 国 で も とられて い る。

」.ハーバ ーマス は、 テ イ ラーに反論 しっっ、次 の よ うに言 って いる。

権利の理論は民主的立奉国家の市民が彼 うの一般的な法秩序Φなかで善に

っいての構想を主張すること、彼らがすでに共有 している、あるいは政治的
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議論 によ って同意 す るよ うにな った構 想 を主 張す ることを決 して禁止 してい

'ないか らで あ る
。 しか しなが ら、 それ は彼 らが国家 の内部 にお いてあ る生 の

・形 式を他 の諸形式 を犠 牲 に して特権化 す ることは禁止 して いる37。

ハ ーバ ーマスは、 まず公用語 の選択 や公立学校 のカ リキュ ラムの選択 な どか

ら、「国家 の政治 的決 定 には一定 の倫理 的体系 が浸 透 して いて、 そ こか ら軽視 さ

れた少数派 と鈍感 な多数 派文化 との闘争 が引 き起 こされ る とみな してい る。 し

か し諸 民族 の共存 に際 して、 「個人 の人格用 に仕立 て られ た権 利 の理論 に過 度

の負担 をか け るよ うな集 団 的権利 によ って保護 され る必 要 はな い」、丁種 の保護

に関す るエ コロジー的なパ ー スペ クテ ィブは文 化 には転 用 されえ ない」 と判 断

して いる。 その根拠 と してハ ーバ ーマ スによって挙 げ られているのは、 メシバ ー

の自由、文化 の反 省性、文化 が 自 らを批判 的な検討 に委 ね るヒ と、後 の世代 に

選択肢 を残 す こと、 などであ る。 そ してハ ーバrマ ス は、特 定 のアイデ ンテ ィ

テ ィを もつ集 団の 「倫理 的統 合」 と、 あ らゆ る市民 を等 し く包摂す る抽 象 的な

「政治統合 」 とは、切 り離 され な くて はな らず、 「政治統 令」 は出身文化 の生 の

形式 を放棄 させ る ことを意 味 しない と主 張 す る38。

このよ うなハ ーバ ーマスの理 解 は、 テイ ラーのみな らずM.ウ ォル ツ ァーの

自由主義 の理解 に対 す る反論 と もな って い る。 ウ ォル ツ ァー はく 自由主 義1>

とく 自由主義 ■>を 分 け、<自 由主義1>は 文化 的、 宗教 的 な企 て、集 合 的 目

標 を もたない中立 な国家 であ り、.個人 の権利 と自由を最強度 に支持 す る もので

あり、<自 由主 義II>は 、市 民 の基 本的権利 が守 られて い る限 りにお いて特 定

の民族 や文化 の繁栄 を国家 が支持 す る もので ある とい う。 ウォル ッ ァーに よる
し

と、 テイ ラーはく 自由主義II>を 選 択 して いるのだ とい う39。 しか し 「共 同 体

37Supra,note23,p.128.邦 訳 、181頁 。

381b昭.,p.126.135.邦 訳178-190頁 。

39乃`d,,p.99.邦 訳 、145-147頁 。
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主義」的に理解されたく自由主義■>の みが文化的な生 の形式や集団的アイデ

ンテ ィテ ィを顧 慮す るのだ とい う見地 にハ ーバ ーマ スは反論 し、手 続 き主義 的

に理解された権利中理論は決して文化的な差異を無視するものではな吟として

い る40。 とな る と、ハ ーバ ーマ スは、 ウォル ツ ァー流 のく 自由主義1>と く 自

由主 義 ■>の よ うな区分 の仕方 自体 に疑 問 を もって いる と言 え る。

ただ、言語 の問題 に関 して は、ハ ーバ ーマスが テイ ラーの擁護 してい るモ デ

ルを批判 して し、・るの はわか るにせ よ、 それ以上 の ことは、 あまり定かではない。

ハ ーバ ー マスは、 「スイ スや アメ リカ合衆 国 のよ うな多 文化 主 義 社 会 を みれ ば 一

わか るよ うに{立 憲的原理 を生 み 出す源で あ る政治文化 は、 すべ ての市民 が共

通言語 な い しは共 通 の民族 的文化 的出 自を も って いな ければ基礎付 け られ ない

とい うわ けで はな い」 とい う 「政治 的統合」、 「立憲 的愛 国心」 の例 を出 して い

る41。 これ は もっともであ る。 しか し、 スイ ス とアメ リカとで は、言 語 と政 治

・的統 合の関係 は相当異 な る。 またハ ーバ ー マスが 「民主 的 シテ ィズ ンシ ッ'プ」

のモ デル と して あげ るフ ランスの共 和主義 的 シテ ィズ ンシップにお いて は 「エ

トノ欠」 で はな くて 「デモス」 が理 念 であ る ことはわか るが、他方 で フ ランス

は言 語 に関 して きわめて同化主義 的、 エ スノセ.ントリックであ り続 けて きた。

さ らに、ハ ーバ ーマ スはEUに おけ る 「多言語主義 ⊥ にっ いて肯定的 に語 るが、

その場合、彼 は 「国民文 化」 を単 位 に考 えて いて、 それ以外 の少数 派 の問題 に

つ いて は、 あ ま り定 かで はない42。

こ うしだ こ とか ら、 リベ ラルな政治文 化 を承認 した上 での何 らか の少数者集

401b`紘,p.112.邦 訳{162頁 。

41JUrgenHaberma$,CitizenshipandNationalIdentity,Bartvan

Steenbergen(ed.),TんeCoη,d観oπoゾ α 漉 εη,sんゆ(SAGEPublication,

1994).ま た これ に関連 した ハ ーバ ー マ ス の 議 論 に つ い て は、 」旋ege孕Habermas,

丁舵 血c伽 ε`oπoゾ 此 θ0地er(MITPress,1999)を 参 照。

42」 廿regenEabermas,WhyEuropeneedsaconstitution,1VeωL瞬Re漉 ω,

11/2001.
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団 の権利 の具体 的内容 につ いて は、 ウ ィル ・キム リッカの よ うな議論 を参 照す

る しか ないであ ろ う43。

なお、次 で論 じるキム リッカは、r立 憲 的 ナ シ ョナ リズム」、r公 民 的 ナ シ ョ

ナ リズム」 を、 「エ スニ ック ・ナ シ ョナ リズ ム」 と区別 す る論 法 を批 判 して い

る。す なわち、前者 は国民 の メ ンバ ー シ ップにつ いて文化 に依拠 しな いのだ、

と捉え る論法 を誤 りで あ ると してい る。移民 も新 しい社会 の言語 や歴 史 を学 ば

なけれ ばな らず、「立憲 的 ナ シ ョナ リズム」、「公 民的 ナ シ ョナ リズ ム」 を 「エ

スニ ック ・ナ シ ョナ リズム」 か ら区別 す るものは、 「国民 の アイ デ ンテ ィテ ィ

に文化的要素 が存在 しない とい うことで はな くて、 人種 ない し肌 の色 に関 わ り

な く、 だれ もが共通 の文化 に統合 され る ことが可能 だ とい う事実 にあ る」 か ら

で ある44。 こう した視点 は、 ハ ーバ ーマスの理論 にお1ナる 「政治統合 」 と 「倫

理統合」 を区別 す る方法、 あるい は 「デモ ス」 と 「エ トノ.ス」 を区別す る方 法

が 一 モデル と して は理解 で きるが 一 場 合 によ って不十 分で あ るこ とを示

唆 して い る。

4.「 言 語権」 と集 団的権利(2)一 リベラ リズムの再解釈 一

キム リッカ は、「集 団的権利」collectiverightsの 用語 法 が雑 多 な要 素 を含

んで いて(労 働組 合や会社、 ク ラス アク シ ョンな ど)、 曖昧 で あ り、 な おか っ

「集団 的権利 」が 「集 団主 義」 的で あ るとい う誤解 を払拭 しっ っ、 リベ ラ リズ

43従 来 の 「リベ ラル」vs.「 共 同体論」 とい う二項対立 を批判 す る立場 か ら、 キ ム リッ

ガの議論 の意義 を論 じた もの と して、 飯 田文 雄 「多 文化 社会 に おけ る リベ ラ リズム

(一)」(『神戸法学雑誌』、第49巻 第1号 、1999年 』、 「同(二)」(『 神戸法学雑誌 』～ 第
-51巻 第4号

、2002年)、 「同(三)」(『 神戸法学雑誌』、第52巻 第1号 、2002年)。

44Supra,note11.p.24.邦 訳～34頁 。 また キム リッカの多文化市民 権 の研 究 にっ い'

て は、石山文彦 「多文化主義理論の法哲 学的意義 に関す る一考察一 ウィル ・キムリッ

カを中心 と して 一 」(一)～(六)(『 国家学会雑誌』113巻 ・114巻 ・115巻 、2000

年～2002年)を 参照。
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ムの立 場 か ら もエ スニ ック集 団 、 民 族 集 団 に関 して 「集 団 別 権 利 」group

differentiatedrightsが 正 当化可 能で あ る ことを論 じる45(「 集 団別 」 とい う

用語 も誤解 を招 きやす いが、 これ はあ らゆ る個 々 の集 団が固有 の権利 を持 って

い る とい う相 対主義 的見地 の ことで はな くて、領土 的基盤 を もっ歴史 的な民族

的少 数者 や先 住民、移 民 な ど、 メ ンバ ー シップの度 合 に応 じて、.一般的 な 自由

や基 本権 と両立 す る形 で の、 当該 集団 に属 す る個 人 に保障 ざれ る諸 々 の権利 の

総体 とみ てよ いだ ろ う)。 キ ム リッカが 「集 団別権利」 と して 想定 して い るの

は、領 域的 自治、拒否権 、中央政 府 に対 す る特別代 表 の保証、土地権 、言語権

な どで ある。

キ ム リッカが 「民族 的 アィデ ンテ ィテ ィ」 あ るい は 「民族 への帰属意 識」 を

擁護 す るのは、 彼 が 「共 同体主義 ⊥的 だか らで はな く、逆 にそれを批判 す る意

味 にお いて であ る。 とい うの も、言 語 に媒介 され るようなある程度の規模 をもっ

た文化 を キム リッカは 「社 会構成 的文化」46societalcultureと 呼んで いて、 そ

れ を守 ろ うとす ることをテ イ ラーの よ うに特 定 の 「善」 を共同 で追求 す るこ と

とはみな して いな いか らで あ る。 「社 会 構 成 的 文 化」 内部 にお け る諸 個 人 の

「善」,は多様 で あ り、色 々 な信条 の持 ち主 が い るため に、民 族 的 ア イデ ンテ ィ

テ ィは諸価値 の共有 を必要 と しない。 従 って、 「社会 構成的 文化 」 の メ ンバ ー

の総体 につ いて は、 キ ム リッカにおいて は、(主 権 国家を保有 していな くて も)

世俗 化 された 「ネー ジ ョン」,と い う自由主 義 的な読 み こみが あるのだ ろ う47。

45Supra,note11,Chapter3.邦 訳、 第三章。

46キ ム リッ、カによると、「社会構成的文化」 は、「公的領域 と私的領域 の双方 を包 含 す
る人間 の活動 のすべての範 囲 一 そ こには、社会生活、教育 、 宗教 、 余 暇、 経 済生

活が含 まれるrに わ た って、諸 々の有意味な生 き方 をそ の成 員 に提 供す る文化 で

ある。 この文化 は、 それ ぞれが]定 の地域 にまとまって存在 す る傾 向にあ り、 そ して

共有 され た言語 に基づ く'傾向 にある。」 と定義 されてい る。乃`d.,p.76.邦 訳、113頁 。

47キ ム リッカは、「『共同体』と い う言葉が、共通 の信念群や価値観、 あ る.いは少 な く

と も連帯感 によ って 結合 した人々 の集団 を意味す るな らば、 エスニ ック集団 や民族 集

団 は 『共同体』で はない」 とい う。乃昭.,p.206.邦 訳、307頁 。



多言語社会における倫理的諸問題 45

もっと も、,キム リッカは、 自由主義理論1こおいて繰 り返 されて きたr国 家 の中

立 性」 の理想 に疑 問を投 げか ける。 その根拠 は、・多数派 の メ ンバ ーが直面 しな

い不利益 に民族 的少数者 のメ ンバ ーが直面 して いる とい うこと～少数者 の言語

を公式 に承認 す ることを『「国家 とエスニ シテ ィの分離」 に違反 す る とい う理 由

だ けで拒杏す ることはで きない とい うこと、国 家が公式 の宗教 を持 たな い こと

は可能で あ って も、 公教育 や公共 サー ビスにお ける言語使 用 にお いて は任意 の

文 化を部分的 に は制 度化せ ざ るを得 ない こ と、 な どである48。さらに、 もしロー

ル ズや ドゥオーキ ンが擁護 してい る見解 に立 てば、民族 的少数者 の ための 「集

団別権 利」 は必要 にな り、 自由主義 者 はそ うした 「集団別 権利」 を受 け入 れ る

ことがで き るし、受 け入れ るべ きだ と して いる49。.このよ うに、 キ ム リッカ は

「共 同体主義」 の文脈で少数言語 を擁護 して い るので はな くて 、 自由主 義 理論

の発展 お よび部分 的修正 の路線 の上 で そ う して い る。

キ ム リッカは、民族 的少数 者 の メ ンバ ーが 自己の文化 、言語 へ の アクセスを

重視 す るの は、「自分の文化 への アクセ スとい う ものを、 善 に関 す る個 々 人 の

比較 的特定 され た考 え方 が どのよ うな もので あろ うと も人 々が共通 に欲 してい

るもの と して取 り扱 うべ き」 だか らで あ り、 「自分 の文化 を離 れ る こ とは、 た

しかに可能 で はあるけれ ども、 それ は、 自分 に相 応 の資格 があ る ものを放 棄す

ることだ と見 なす のが最 も適切 」 だか らで あ るとい う50。 また 「も しあ る文 化

が」般 に敬意 を払 われ ていな いとす るな らば、 それ に属 す る者 の尊 厳 と自尊 心

もまた脅 か され る ことにな るだ ろ う」 と指 摘 して いる こと も重要 で あ る51。 こ

れ らの ことか らもキム リッカが 文化 の メ ンバー シ ップを重 視 す るのは、必 ず し

も 「共通善」志 向 とヤ・う共 同体 主義的 な文 脈 で はない ことが わか る。

481わ 献,pp.110-111.邦 訳 、166-167頁 。

49乃`d.,p.126.邦 訳 、189頁 。

50乃 ∫d.,P.86.邦 訳 、128頁 。

511配d.,p.89.邦 訳 、134頁 。
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r集 団別権 利」 の あ り方 につ いて は、『集 団 のメ ンバ ーの基本 的、市民 的 ・政

治 的 自由を制 限す るこ とに よ って結 束 を維持 してい こ うとす る 「対 内的制約」

intemalrestrictionに キ ム リッカ は反対 で、他方 、 集 団 を外 蔀 あ主 流 社 会 の

決 定 によ る衝 撃 か ら保護 す るための 「対 外 的 防 御 」extemalprotectionは 集

団間 の公平 を実現 す るため に必要 で、 自由主 義者 もそれ を是認 し得 るし、 そ う

すべ きであ る とす る。r対 外 的防御」 とメ ンバ ーの個人 的権 利 との間 に は必 然

的 な矛盾 はな く、 それ に よる措 置 はメ ンバ ーの 自由 と両立 す るのみな らず、 そ

ワ 　

の'自由を促 進 しさえす るか もしれ ない とい っ 。

キム リッカが 「対 外 的防御 」 の一 っ のあ り方 と して挙 げて いるのが 「自治権」

で あ る。 それ は 「よ り小 さな政 治単 位 に権 限 を委 譲す ることによ り、教育、 移

民、F資源 開発、言語 、家族 法 な ど、民族 的少数者 の文化 にと って特 に重要 な決

定 において、 彼 らが多数派 に票差 で敗 れ る ことが決 してな いよ うにす る」 もの

で あ る53。'ちなみ にキ ム リッカの い うr民 族 的少数 者」NationalMinorityと,

は主 に領 土的基盤 を もった歴史 的少数者 で あ り、 新 し くや って きた 「移 民⊥ と

は区 別 され てい る。

従 って、 キ ム リッカの い う言 語 の 「自治権」 にっ いて は、 それが 「対 外的防

御」1と徹 し宅い るか ど うか は と もか く、 主 に連 邦制 を採 用 し、 なおかっ その こ

とが民族 ・言語 問題 の法制 に関連す る国 において広範 にみ られ る(ス ペ イ ンの

カ タル ーニ ャやバ ス ク、 スイ スの諸 カ ン トン、 ベ ルヂーの諸言語地域 圏、 カナ

ダの ケベ ラク、 ・シアの連邦 を構成 す る共和 国、 イ ン ドの諸州、.中国の民族 自

治 区等 々)。 そ う した 自治単 位 にお け る言語 法制 を通 じて、 よ り大 きな支 配 的

言語 に対 して、 自治 単位 を構成 す る主 要 な民族 、言語集 団 の母語 への アクセス

を可 能 にす る ことは、程度 の差 はあれ、」種 の 「対外 的防御」 であ る。

た だ し、 自治単位 を構成 す る主要 な民族 が、他 の言語 の浸透 力を よ り強力 に

52乃`d.,pp.35-38.邦 訳 、50-55頁 。

53乃`d.,pp.37-38.邦 訳 、54頁 。
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規制 しようとする場合もあり得る。
ラ

キムリッカは 「対外的防御」と 「対内的制約」・を区別したが、両者が連関し

得ることもあり得るし、彼 も 「必ずしも容易に線引きできるわけではない」と

している54。そのような例 として挙 げられているのは、先住民族の土地権であ

る。すなわち、外部の権力から先住民族を守る場合(対 外的防御)、 保 留地を

設定 し共同所有によって共同体全体の同意がなければ土地を譲渡できなくし・

土地の買い上げや収用を防止する方法があるが、メンバーにとって担保 として

利用できる譲渡可能な財産が減るため、資金を借り入れる能力が低下するとい

う。キムリッカによると、これは基本的な市民的6政 治的権利 の侵害 にはあた

らないものの、個々の成員の自由に対する重大な制約である。っまり 「対外的

な防御」から発しても副産物として一種の 「対内的制約」がうまれる。ただし、

その場合でも、「対外的防御」と 「対内的制約」を区別せずにもっぱら 「集団

別権利」を 「集団を個人の上位におい七いる」として批判する論法は間違いで

あるとキムリ,ッカは説 く55。

言語に関 して も、支配的言語の浸透力を防止して自治単位の言語へのアクセ

スを実質的にする場合、テイラーが支持 していたような公的政策は、メンバー

の自由の制約や自治単位で少数者となる他の言語住民の自由の制約を招 くこと

にもなろう(仮 に基本的な市民的 ・政治的権利の侵害はなされていないとみな

されても)。メンバーの自由の 「制約」 については、共同体主義的な視点では、

多 くの選択肢を有 した個人の 「自由の制約」というネガティブな語法ではみな

されず、むしろ 「状況内におかれた自由」(テ イ ラー)な のか もしれないが、

リベラ リズムにおいては 「制約」とみなされる可能性がある。また、その 「制

約」は～自治単位において少数者になった者に≧っては、重大な問題でもあっ

て、 しばしば何 らかの言語法規定が憲法で一般的に承認された個人の権利に違

541b`d.,p.42.邦 訳 、60頁 。

551扉d.,pp,43-44.邦 訳 、61-62頁 。
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反するとして憲法裁判に持ちこまれるゆえんである。

現に、キムリッカは、『ケベッ.ク州の言語法の主要 な根拠が・ カナダおよび北

米における多数派の英語系住民の経済的 ・政治的圧力に対 して、フラシス語住

民の平等な機会を保障することにある一 すなわち 「対外的防御」一 とし、

十分な成果をあげてきたとしつつも、商業広告の表示言語め制限も行い、フラ

ンス語系住民が自発的に英語を選択することを妨げているなど、「対内的制約」

に関わる側面がいくつかふくまれているとみなしている。また州内の英語系住

民が自らの言語を使用する自由を不必要に制約 しているため、部分的には過度

に制約的な 「対外的防御」であるとも言っている56。

ただし、そのようにみなす ことによってキムリッカは、テイラーのような見

解と反対の結論に達 しているのではなくて、「集団別権利」 の抱えるジレママ

にっいて、やはり比較衡量をしている。すなわち少数者の 「集団別権利」・は、

主流社会に属する者に制限を課すことになるかもしれないが、少数者のメンバー

以外に要求する犠牲は、「集団別権利」のようなものがない場合に少数者のメ

ンバーが直面するはずの犠牲に比べれば、はるかに小さいとみなしている57。

さらに、 ・一ルズや ドゥオーキ ンのような自由主義的平等理論において転 自

らの選択の結果でない不平等を是正することの重要性が強調されるから、その

ような理論の枠内においても 「対外的防御」が正当化されるとキムリッカはみ

　　
なしている ◎

この 「自らの選択の結果でない不平等」 という視点は重要であろう。という

のも人間は後天的にいくっも言語を取得することは可能であるにせよ、特定の

言語文化環境に生まれて 「母語」(第 一言語)を 身につけることは本人 の選択

や 責任の問題ではない。そのことによって被る不利益や格差については、正義

56乃`d.,p.205。 邦 訳 、305-306頁 。

57、1b`d.,p.109.邦 訳 、164頁 。

58乃`d.,p.109.邦 訳 、165頁 。
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にかなった補偉を必要とする・現に・ ロールズはそうした人々の社会的ポジショ

ンの偶然性から 「格差原理」を導き出してきた。・

そうなると、人権としての 「言語権」の理論的仮説は、文化のメンバーシッ

プを考慮に入れた 「集団別権利」のあり方を包摂 していくものでなぐてはなら

ない◎

むろん、見方によっては、すでに触れたようにそもそも人権 と少数者の 「集

団別権利」 というものは別種のものではないかいう疑問も生 じる。その際、人

権は万人に同等に付与されているものだが少数者の権利はそうではないという

論法が考えられる。 しかし、そもそも 「信仰の自由」あるいは 「思想 ・信条の

自由」のような人権も、実質的には、多数者の決定によって くつがえされるこ

とのないという意味で、ある種の少数者の権利を意味 していた。それは、多数

者にはそうした権利がないという意味ではなくて、少数者が常に権利の侵害に

さらされやすいという意味においてのことである。また、「集団別権利」 は基

本的自由や政治的権利を軽視するものではないし、それは少数者の 「特権」 と
　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

いうよりも、多数者が当然享受 していることを少数者には十分に認められてこ
　 　 　 　

なか った とい う点が重要 で あろ う。 言語権 に関 して は、特 にその よ うな ことが

あてはま る。

キム リッカ 自身 は、人権 と、彼 自身 が積極 的 に位 置づ け る'r集 団別 権利」 と

を全 く対立す る もの として と らえて い るわ けで はな く、「人 権 が本 質 的 に"個

人主 義的"で あ るわ けではな く、集 団的生活 を度外視 す る もので はな い」 と し

て いるが59、 人権 を どち らか とい うと個 人 の市 民 的、政 治 的権利 という トラ ン

スナシ ョナルな ス タンダー ドと して と らえて い る。 そ の うえでぐ次 の よ うに言

う◎

59WillKymlicka,Po襯osVθmαc認 αr(Oxford,2001),p.82.



50 神戸法学年報 第19号(2003)

人権の諸原則は、私的領域における少数言語の使用を国家が抑圧 しようと

するいかなる試みも防止することができるし、少数言語を用いる私立学校に

対する寛容を必要とさえする。 しかし、人権の諸原則は、政府において自ら

の言語を用いる権利について何も告げていない。少数者の権利を含む最近の

国際規約の解釈によれば、初等 レベルでの母語教育あ公的設営は、一定の条

件下で 「人権」とみなされ得る。ドしかし、これは論争途上にある。さらにい

えば、現代経済におけるあらゆる業務が、多数派言語でなざれる高い教育 レ

ベルを必要 とするのであれば、初等 レベルでの母語教育だけでは明 らかに不

十分である。そもそも{多 数派言語 による高等 レベルの教育の必要性1よ 少

数者の親が、子 に少数言語 による初等教育を受けさせる気をなくさせる60。

広 く知 られている既存の人権概念を少数言語問題にあてはめた場合、そこか
　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ら公的領域や教育における母語使用権、母語教育権を理論的に導き出すことは
　 　 の 　 　 　 　 　 　 り 　 　 　 　 　

可能ではある。しかしキムリッカは、経験的、実証的な意味での既存の人権

(国際法や各国の人権関連の法制や判例)が 少数言語問題 に萌るい材料 を与え

ているわけではないため、少数者の 「集団別権利」 というアプb一 チの仕方を

とるのである。 その際でも1～キム リッカが重ねて言 う 「個人の人権に少数者の

権利を補完する」という方法は、 ともすると人権と少数者の権利を何か別種の

ものとしてとらえることを意味す弓かのようにとらえられてしまうこともあり

得るが、宿命的に別種のものであることを意味するわけではない。

先の引用でキムリッカが触れている 「少数者の権利を含む最近の国際規約」

というのは、おそらく欧州審議会で1990年 代 に採択 された 「民族 的少数者保

護枠組規約」もしくは 「地域語または少数語に関する欧州憲章」のことであろ

う。いずれも、ポス ト冷戦時代の欧州における民族問題を意識 しっっ、第二次

60乃`d.,p.78.
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大戦後の国際人権の流れに沿うかたちで、民族的 ・言語的少数者の権利にっい

て触れたものである。しかし、この問題に関する参加国のコンセンサスが難 し

いこともあって、それらの規約や憲章では、あらゆる公的領域における少数言
ド

語使用権が手放 しで人権と規定されているわけではない。強いていえば、私的

領域における民族的 ・言語的少数者の自由を政府は抑圧 してはならないという

ことに主眼が置かれている。この方が、既存の人権、自由の枠組に入りやすい。

「民族的少数者保護枠組条約」はプログラム規定的であり、「地域語または少数

語に関する欧州憲章」は選択条項式のため、批准国は強度な言語権を保障せず

ともすむようになっている61。極端 なケースでは、 フランスのように、 同憲章

が特定言語集団に権利を認めているという理由で批准に至 らない場合 もある62。

実際、それが文字通 り 「共同体」 に権能を付与するものではなくても、国家の

.人権政策 は、場合によって民族的 ・言語的少数者の権利と.いう問題設定 自体を

警戒することもある。

キムリッカは、国際法に少数者の権利に関する詳細なリストを付け加えるよ

うに提案 しているのではなく(確 かにこれ はコンセ ンサスが困難であろう)、・

それぞれの国の中で、その状況に見合 う形で少数者の権利を付加 していくべき

ことを提唱 している63。そういう意味では、キム リッカの中では(そ れぞれの

国の中での)「 シティズ ンンップ」 という枠が適合的なのである。

61「 民族的少数者保護枠組規約」や 「地域語または少数語 に関する欧州憲章」 の分析

にっいては、桂木隆夫(編 著)『 ことばと共生』(三元社、2003年)の 第一章1の桂木論

文を参照σ

62こ の問題については、以下の諸論考を参照。三浦信孝、糟谷啓介(編)『 言語帝国

主義 とは何か』(藤原書店、2000年)所 収のサ レム ・シャケール(佐 野直子訳)「 欧州

地域語少数語憲章は憲法違反か」/糠 塚康江 「地域 ・少数民族言語に関す るヨーロッ

パ憲章とフランス憲法」(『関東学院法学』第10巻 第2号 、2000年)/長 谷川秀樹 「現

代フランスにおける言語問題1地 域語と欧州少数地域語憲章をめぐって」(『立命館国

際研究』第12巻 第3号 、2000年)/三 浦信孝(編)r普 遍性か差異か』(藤 原書店、

2001年)所 収の三浦論文 「共和国の言語、フランスの諸言語」

63Supra,note59,pp.73-74.
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5.「 言語権」 と集団の階層性一 歴史的少数者と移民一

キム リッカの 「マル チカルチ ュ ラス ・シテ ィズ ンシップ」 の構想 は、 い くつ

か の実践 的 な提言 が含 まれ て いる意味 で、理論 と実 際 に国家 で採用 され る言語

法制や言語計 画 ・政策 との橋渡 しをす る ものであ る とみ な して よい5ま た、 キ

ム リッカ は、 直前 で述 べ たよ うに普遍 的人権論 とい うよ りも 「シテ ィズ ンシッ

プ」 の側面 か ら論 じていて、特定 の少数者 の メ ンバ ー シップの度 合 に、 ある種

の階層性 を持 ち こん でい る。 そ こか ら歴史 的少数者 にっ いて は、領土 に結 びっ

いた 「自治」 が可能 だが、移民 に関 して は別 の見方 を して い るげ

キ ム リッカが 「言語 権」 の 争 点 と して い る こ と は、 そ の権 利 が 集 団 的

collectiveか 否 か1とい う問 題 よ り も、 な ぜ そ れ §々一 部 の集 団 に の みgroup一

ノ

specific与 え られ、移民 集団 には同種 の 「言語権」 が与 え られな い のか とい う

問題 で あ る64。 キム リッカ の理論 で は、移民 に対 して は、歴 史的 な民 族 的少 数

者 の 「自治権」 で はな くて 「エス ニ ック文 化 権 」polyethnicrightsが 割 りあ

て られ、 それは 「市場 で は十分 に維 持 で きな いか も しれ ない特殊 な宗教 的 ・文

化 的慣習 や、既 存 の法律 によ って不 利 な立場 に置 かれて いる宗教 的 ・文化 的慣

習 を保護す るた めの制度」 とされて い る65。「エ ス ニ ック文 化 権」 も対 外 的 防

御 のため の 「集 団別権利」 の類型 に位 置付 け られ ていて、言 語 に関 して い うと

「移 民 の言語 によ る教育課 程」 とい うものが キ ム リッカに よ って挙 げ られて い

る。 しか し、 キ ム リッカ はr一 般 的 には、民族的少数者 は社会構成的文化を持 っ

てい るが移民集 団 は持 っていな い」 とみ な して いる。 ただ し、そ れ は 「一般 的

に」 であ って、 キ1ムリッカ は、随所 で、 そ う した区分 に必然性 はない ことや、

「民 族的少数者 の中に も、 社会構成 的文化 を成 り立 たせ る社 会 統 合 と制 度 化 さ

64Supra,note11,pp.45-46.邦 訳 、65頁 。『

65乃 ∫d.,p.38.邦 訳 、54頁 。
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れた生活を喪失 してしまったものがあるのではないだろうか」としている牲

もとより、民族的少数者(か って集団的に入植 して確固たる存在となったり、

征服されたりした土着の民族を含む)≧ 家族や個人単位でや って くる移民を区

別する見方は、かねてからあった。キムリッカも、そうした区別を重視 して移

民の渡来の 「自発性」(自 己選択)を 強調す るM.ウ ォル ッ ァーやN.グ レイ

ザーの議論を引き合いにだ している67。移民の渡来の 「自発性」 を強調する視

点においては、例えばアメリカ合衆国において移民が英語を拒む根拠はなく、

少数者が 「言語権」を主張する根拠は薄弱ということになる。

キムリッカは、民族的少数者と移民を区別する視点については彼らと共有し

ている。しかし他方でウォルツァーやグレィザーが民族的少数者に関 しても・・

政府 の 「好意 的無視」benignneglectが 適切 で あ るとみ な し、 統合 や安定 の見

・地 を優先 させてい る ことに対 して
、 キ ム リッカ は批 判 的で もあ る。 そ して、 キ

ム リッカ は、民族 的少数者 と移 民 との区別 を一 応受容 した上 で、 それ らの集団

のメ ンバ ーの文 化的 ・言語 的差異 に関 す る権 利 を、、よ り重 視 し、 正義忙 か な っ

たもの とみなすので あ る。

ウォル ツ ァーや グ レイザーが アメ リカ的な 自由主義を反映 していて、キム リッ

カが々ナ ダ的な(差 異 を重視 した)自 由主 義 を反映 して いるとい って しまえば、

それまでであ るが、 まず キ ム リッカ は、移民 で ある ことを根拠 にr言 語 権」 を
　ロ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　

否定 してい るわ けで はない。 しか し、 キ ム リッカにおいて は 「社会構成的文化」

とヤ、うものがキ ー ・コンセ プ トにな って いて、 その基盤 に応 じて 「言語 権」 の
　 　 　 　 　 　 　 　

強度が区分されることになる。

キムリッカの区分に依拠すると民族的少数者の＼「自治権」は、「言語権」の

視点からいうと、州などの自治的領土において、当該言語が以下のような領域

で保障され得ることを意味する。すなわち、立法、司法、行政機関の実務言語

66乃`d.,P.100401.邦 訳 、151-152頁 。

67乃`d.,pp.62-68。.邦 訳 、90-100頁 。
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となること(そ して市民 に対 してその言語で応対がなされること)、場合によっ

て高等教育 にいたるまで当該言語による教育が保障されること、テレビ・ラジー

オ放送網における当該言語枠の拡大、自治的領土内にある企業の広告や商品説

明書などの当該言語による作成の義務化もしくは奨励、当該言語による、ある

い信当該言語に翻訳された出版、映像の奨励などが考えられる。

他方、移民などにあてはまる 「エスニヅク文化権」は、「言語権」の視点か

らいうと、移民の子弟の母語教育(二 言語教育の枠 内における)、 あるいは

「承祖語」教育カ リキュラムの実施が～まず考えられる。 また公営の図書館に

おける出身国の新聞や雑誌、書物などの設置、自治体の多言語サービスなども

あ り得る。ただし、ーそれらの場合、教育レベルや社会的地位の上昇を望もうと

すればするほど、メインス トリームの言語へのシフトが要求されることになろ

う。

この ように民族的少数者のr自 治権」.に よって可能 になるr言 語権」 と、移

民 と 「言語権」で規模に違いがあるのは、まず、しかるべき条件の下では民族

的少数者が一定の自治的領土を通じて立法権を行使 し得るからでもある。次に

民族的少数者は都市および農村に広がる一定の人口を抱えていることがあり、

キムリッカのいう 「社会構成的文化」を維持 したり復興 したりすることが可能

だからである。

しかし移民の場合、議会へのロビー活動などを除 くと、民族的少数者のよう

「な形での地域的自治を通 じた立法権を実質的に行使することは困難である
。ま

た移民は都市においてコミュニティを形成することがあっても、都市と農村に

またがった領域的基盤をもっていない。そして公権力からメディア、企業との

関係で 「言語権」を広範囲に確保することが困難 となる。そのことは、移民に

とって、母語の維持よりも移住先の支配的言語の取得に主眼が置かれていくこ

との事実上の根拠でもある。

ただし、先述 したように、まず民族的少数者といっても 「社会構成的文化」
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の度合において違いがある。「社会構成的文化」との関わりで言語 自治を通 じ

て強度の 「言語権」を実行できる民族的少数者は～世界中の民族的少数集団の

中で氷山の一角にすぎなし、。こうした問題について、キムリッカぱ次のように

言っている◎

.集団の置かれた状況によっては、民族の権利を放棄することは最も賢明な

方向であるかもしれない。だから、集団別権利の仕組みはどれも、この選択

肢を利用可能にしておかなければならない。民族的少数者は、自らを独自の

社会として保持する権利を有するけれども、そうする義務はもちろんない。

とはいえ私は、統合されるか否かに関する決定は、少数者の成員自身がおこ

なわなければならないと確信 している。社会構成的文化があまりにも衰えた

からその持続が保証できないのかどうか、また、いっそうなったと言えるめ

　
かは、 その集 団 の外部 にい る人 々が決 め るべ き ことで はないので ある 。

また、移民 にっ いて も、 そ の移住先 や同胞 の規模 に よ って 「エスニ ック文化

権」 の一部 す ら享受 で きな い こともあ ろ う し、反対 に クル ド人 の よ うに、 出身

国 で 「言語権 」が抑圧 されて きたか らこそ、 移住先 の ヨー ロ ッパで独 自の放送

網 な どを有 して い るケー ス もあ る。 したが,って、民族 的少数者 と移民 との区別

は、相対 的 な ものであ る。 長 い 目でみ れば、移民 も民族的少数 者 と変 わ らな く
一
な ること もあ る。例 えば、 旧 ソ連 で は、帝 政 ロシア時代 に入 植 して きた ドイ ツ

人の 自治共和国 が ボル ガ地方 に建設 された こともあ った(た だ しスター リ ン時

代に解 体 させ られた)。 同様 に、 旧 ソ連 で は、土 着 の民族 の中 で も、.ナ チ ス ・

ドイッ軍 に協力 した とい う嫌疑 で一時期 中央 ア ジアや シベ リアに追放 され、離

散 した民族 もい る。

681b∫d.,P.100.邦 訳 、151-152頁 。
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移民を集団的に定住させ、彼らに一定の権限を与えることで、彼 らを事実

上、民族的少数者と変わらないものにすることはできるし、それと全 く同 じ

ように、民族的少数者を引き裂いて分散させることで、自らの文化から離れ

た移民との区別をっかなくすることもできる。 … 私は、民族的少数者と

エスニック集団との違いを強調するからといって、これらのすべての難解な

事例の解決を目指 しているわけではない。私は、すべての事例にあてはまる

魔法の公式が何か存在するとは思っていない。 … 自由主義の観点からは、

重要なのは、人間の活動の全範囲にわたって有意味な選択肢を提供する社会

　
構 成的文化 に対 して人 々が ア クセ スで きるとい うことで あ る 。

このよ うな キム リッカの言 明 は、 い くっか の問 いや議 論 を残 しっっ も、民族
　

的 ・言語的少数者に関するリベラリズムの見地からの暫定的な到達点を示 して,

いると思われ る。 もっとも、「社会構成的文化」の存続可能性を指標に据えた

キムリッカの理論は、実際は、いくっかの多民族 ・多言語国家においてすでに

制度として実現済みのこと(連 邦制下での多言語主義など)を 合理的に説明 し

た、あるいはモデル化 し、政治思想的 ・法哲学的根拠を与えたという側面 もあ

り、キムリッカの提示する枠組みは理祖主義的というよりも、むしろ非常に現 ・

実的である。r社 会構成的文化」の意味合いか らわかるように、 キムリッカの

議論は、移民や先住民に注意を向けっっも、前述したように、近代的 「ネーショ

ン」をモデルの中心に考えていて、世俗化されたリイラルなナショナリズムを、

できる限り少数者集団にも享受できるようにするものである。ナショナリズム

は、自然と湧き上がってきたものではなく、近代の諸制度(領 域的国家、法、

標準語化等々)に よって構築 されてきたもの であるだけに、それらを構築する
'
権利 を少数者集団あ度合に応 じて保障しようとすることがキムリッカの理論の

69乃`d,p.101.邦 訳 、152-153頁 。
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要であり、現代的な 「民族自決」の、ひとっの代案である(こ の場合の 「民族

自決」 とは必ず しも 「分離主義」を意味するわけではない)。

その際、キム リッカが 「言語権」を重視するのは、お そらく宗教や慣習の同

一性ではなく、言語が近代の世俗的ナショナ リズムにおける最大のセメント役

を務めるからであろう。ネーンヨンのセメシト役としての言語 という発想は、

決して19世 紀中 ・東欧のロマン主義的ナショナリズムの発想に固有のことで

はなく、むしろりベラルな政体を実現させる際の暗黙の前提であった(先 に引

'
、 用 した 」.S,ミルの言明にみ られたように)◎

言語 は、決 して透明で、事物を客観的に描 き出すような媒体ではない意味に

おいて、それを用いる特定集団の認識構造をある程度規定するもので もある

(例えば言語によって色彩や感覚の分節の仕方が異なるなど)。'しか し、だか ら

といって任意の言語の共有は、それを用いる人々に特定の価値観に彩 られた善

の様式を導 くものでもない。 したがって、キムリッカが 「言語権」を重視する

のは、言語の維持に積極的にr共 同体」 の善を見出すか らということではなく、

むしろ、言語的不公正を是正 していくことが、少数者を含む個人の表現の自由、

言論の自由、機会の平等などを促進するという見地か らである。

少数言語の維持や保護に関 しては、それを 「共同善」め追求のようにとらえ

るよりも、やはり集団内部の多様性を考慮 した 「社会構成的文化」の維持の問

題どしてとらえる方が現代社会に適合しているだろう。その際、・「国家の中立

性」 の要求 と言語 との関 わ りにつ いて は、い くっ かの論 点 が浮か び上 が る70。

まず、 リベラルな政体においても特定の言語が、事実上あるいは法律上、公用

語や国語として用いられているため{そ もそ もr国 家の中立性」 とい うのは、
'
みせかけ、欺職であるという見地が考えられる(例 えばアメ リカ合衆国では英

70言 語政策と 「国家の中立性」 との関係にっいては、石山文彦 「言語政策 と国家の中

立性」(井上達夫 ・嶋津格 ・松浦好治編 『法の臨界皿 法実践への提言』・東京大学出

版会、1999年)が 示唆に富む。
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語が優越 的 に用 い られて い るた めア メ リカ合衆 国 は文化 的 に 「中立 的」 で ある

ことはで きな い、 とい うよ うに)。 しか し、 他方 で、国家 が特 定 の言 語 を優 先

的 に用 いて い ることは、必 ず しも特定 の 「善 」や思想 ・信 条 の保護 を意 味 しな

いので、 国家 は 「中立的」 で あ ることは可能 で あ るとい う見地 もあ り得 る(ア

メ リカ合衆 国 で英 語 が優越 的 に用 い られ ていて も、 その ことは人 々 に特定 の生

き方 を命 じるもので はない、 とい うよ うに)。

それ につ いて は、以下 の よ うに言 うことが で きるで あろ う。す なわ ち、特定

Φ言語 が国家 によ って優越 的 に用 い られて い ることが必ず しも特定 の 「善」 の

強要 を意 味 しな くとも、 そ の ことは言語 的不公正 を もた らし得 る・ とい うこと

であ る。 この場 合、国 家が人 々あ'「善」 に対 して 「中立的」 か否 か よ りも、 国
　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　

家が言語的により公正であるかどうかが問われるだろう。仮に国家が 「中立的」

であっても、そのことは言語的な公正さを何 ら意味しないからである。

6.社 会主義と民族言語問題一 少数者の 「軽視」それとも 「重視」?一

かつて 「民族 自決権」や諸民族平等化政策を掲げていた社会主義体制が民族 ・

言語問題を改善するというよりも悪化させていったのはなぜだろうか。キムリッ

カは、『マルチカルチュラル ・シティズンシップ』の中で、「社会主義の伝統に

おける少数者の権利」という論点に触れているので、それを手がかりして以下

で論 じようと思 う。

キムリッカは、社会主義者が共同体や友愛を重視 しっつも、伝統的に少数者

の権利に対 して反感を抱いてきたとし、その背景として人間を構成する社会単

位の規模の拡大という社会進化論的発想、およびエンゲルスのいわゆる 「歴史

なき民族」論を挙げている71。これは、資本主義 に共同体を破壊 していくポテ

71Supra,note11,p.69.70.邦 訳 、102-103頁 。
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ンシ ャルを見 出 し、 な おか っ19世 紀半 ばの ヨー ロ ッペ にお ける勢 力 関係 か ら、

中小 の スラブ諸民族 お よびその言 語 の命 運 を フラ ンスの ブル トン人やベスク人、

イギ リスの ス コッ トラ ン ド人 や ウェール ズ人、 アイル ラ ン ド人 に重 ね合 わせ、・

大民族 の国民 国家形成 のみ を歴史 の進歩 と とらえた エ ンゲ ルスの発想 や、場合

によ ってカ ウツキ』な どの認識 に もあて はまるであ ろ う72。 ただ しキ ム リ ッカ

は、 これ らの ことを、社会主 義者特有 の ことで はな く、 」.S.ミ ル の認 識 に も

見 出 してい る。 確か に、少数 民族 やそ の言 語 の 自然 淘汰 と い う見 方 は、 ね 世

紀西欧 の社会主義 と自由主義 に共通 した もので あ った とい って よい。

そ うした歴史上 の問題 と比較 して キ ム リッカ は、現 在で は多 くの社 会主義者

が 「スモール ・イ ズ ・ビューテ ィフル」 的 な考 え を とり、 脱集権 化、分 権化 な

どを求 めて い る傾 向 に注 目 して いる73。 これ は、 現代 の社 会主義 的な 運 動 が、

かっての レーニ ン主義 的課 題 で はな く、環 境 問題 や フェ ミ.ニズム、少数者問題、

住民参加 など に個別化、 ロー一カル化 してい く潮流 を念頭 に置 いてのことだろう。

ヰ 春 リ,ッカ は、脱集権化 が必ず しもエス ニ ック集 団 や民族 的少数者 ¢)二一ズ

を満 たす とは限 らず、連 邦 か ら州 への権限 の委 譲 が、 逆 に先 住民 の利 益 を害 し

た例 な どを挙 げ、 脱集権化 が民族 的少 数者 の 二一ズを満 たす のは、 それ が当該

集団 の 自己統治能 力を増加 させ る場合 だ け で あ る とい う。 分 権 化 が 少 数者 の

「集 団別 権利 」 の実現 を意 味 しな いとい うこ と自体 は、 も っともな指摘 で ある。

問題 は、 その ことと社 会主義 との関連 で あ る。

r般 的に言えば、脱集権化を支持する社会主義者はく民族集団か ら出され

72 ..カウッキーの言語論 につ いて は、相 田愼一r言 語 と して の民 族 』(御 茶 ン、水書 房 、
2002年)。 なお、相 田による と、「民族問題把握 において も、 カ ウッキー は多 くの 場合

「エ ンゲルス主義者」で あった けれ ど も、決 して教条的 な 「エ ンゲル ス主 義者 」 で は

なか った。彼 は、 エ ンゲル スの 「歴 史な き民族」論を継承す る ことな く、 民族=「 言

一語共同体」説 の立場か らrす べての民族 の民族 自決権 を与え るべ きである」 とす る主

張を展 開 したので ある。」(同 書、,145頁)、

73Supra,note11,P・70-7L邦 訳・104-105頁 。
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るこれ らの要求を受け入れてはこなかった。実際、彼らはこれまで、民族的

少数者に政治的地位を与えることについて、かつて集権化を支持した者と同/

じ く、 消 極 的 だ った の で あ る74。

こ こに は社 会主義思想 、運動、実 践 の一 定 の側面 が言 い当て られて い る。 し

か し、歴 史上 の問題 と して も、 キ ム リヅカの中に は、例 えば カール ・レンナー

や オ ッ トー ・バ ウアー とい った重要 なオ ース トリア ・マル クス主義者 の構想が、

す っぽ り抜 け落 ちてい るよ うであ る75◎ レンナーやバ ウアー らがハ プ・ス ブル ク

帝 国で直面 したのは、 「階級」 の問題 よ りも民 族 ・言語 問題 が深刻 で あ る とい

うことで あ った。,しか も民族 的指標 によ って領土 的境界線 を引 くことは きわめ

て困難で あ り、 そ ごか ら彼 らが構想 し、東 欧 か らロ シアの諸民族 運動、 また民

族問題 に直面 した社会主 義政党 か ら自由主 義政党 に も影響 を与 え た 「民族 的文

化 自治」 は、母語教育 の よ うな言 語 自治 に関 しズ 「属 人 原則 」 を も重 視 した

(一種 の団体 自治)76。 これ は、言 語 や文化 の事項 につ いて、'国家 あ るい は領域

単位 の政府 で はな く、公 法団体 と して組織 された各民族 の 自治 にまかせ るとい

う構想 であ る(た だ し、 ソ連 で は理論上 否定 された)。 キ ム リッカの理論で は、

民族 的少数 者 の権利 の あ り方 は、 どち らか とい うと 「属地原則 ゴ に立脚 して い

74乃 昭.,p.71.邦 訳 、105頁 。'

75.〇 七toBauer,DieNationalitatenfrageunddieSozialdemokratie,

、慨 ε漉 αμs8αbe,Bd.1,1975.邦 訳 、 オ ッ トー ・バ ウア ー(丸 山 敬 一 ・他 訳)『 民 族 問

題 と社 会 民 主 主 義 』(2001年 、 御 茶 ノ水書 房)。 関連 研 究 と して は、 上 条 勇 『民 族 と民

族 問題 の社 会思 想 史:オ ッ トー ・バ ウア ー 民 族 理 論 の 再 評 価 』(梓 出版 社 、1994年)

/矢 田 俊 隆 『ハ プ ス ブル ク帝 国 史 研 究 』(岩 波 書 店 、1977年/UriRa'anan,Maria

Mesner,KeithArmesand:KateMaftin,S`α オeα πdIVα 孟∫oπ1加mωZ君 ε.e診hπ`c

800`e砂(ManchesterUniversityPress,1991).

キ ム リッカ の 著作 『マ ル チ カ ル チ ュ ラル ・,シテ ィズ ン シ ップ』 の 中で オ ッ トー ・バ

ウ ア ーの 名 は、 注 の 文献 参 照 の 際 に一 度 登場 して くるの み で(第4章 の 注24)、 内 実

につ い て は触 れ られ て い な い。 、

76M.N.Guboglo,1V厩s`o几 αZ'πo一為ωZ'施rπ ッeω 診oπo禰 面oガed加e航 α,Tom1-

3,Moskva,1995.
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る ため、 ほ とん ど捨象 されて いるのか もしれな い。 あ るいは 「民族的文化 自治」

のよ うな形態 が、 属地 的 な 自治 と違 って、欧米 国民国家 において明確 な形 で現

れて いな㌧,、がゆえ に捨 象 されて いるのか も しれな い。 しか し 「民族的文化 自治」

は現代 の多民族 ・多言 語国家 にお いて部 分 的に原 理 と して取 り込 まれ て きたの

で(ベ ル ギー、 ロシア、 エス トニァな ど)、 決 して項末 な思 想 史 上 の エ ピ ソー

ドの問題 と して通 りす ぎる ことはで きな いであ ろ う。

次 に、 キム リッカ は、社 会主義 の伝統 におけ る民族 的少数 者 の権利 へ の消極

性 とい う問題 について、次 のよ うに指摘 して い る。

この 消極性 を もた らして い る理 由の一 づ は、社会 主義者 が、文化 の差異 に

っいて、文化 的アイデ ンテ ィテ ≧は社会主 義実現 の ための致 治闘争 を促進す

るのか、 それ とも妨 げ るのか とい った こと しか 問わず、狭 い政治的見 地 か ら

1しか考 え ない傾 向にあ るとい うことで あ る。 そ して、 たいて いの社会 主義者

は、 エスニ ック ・アィデ ンテ ィテ ィや民族 的 アイ デ ンテ ィテ ィが、政 治上 の

障害物 で ある と思 い こんで きた77。

文化 の差異 や アイデ ンテ ィテ ィが、 社会主義 の伝統 にお いて は 「政治 闘争」

あ るい は 「政治的見地」 か らはか られ る とい うキム リッカの批判 的分析 は、次

に、rし か し実 際 には、社会主義者 は、文 化的 アイデ ジテ ィテ ィに訴 え る こ と

が権力 の掌握 または維持 に役 に立っ ときに しば しばそれを行 って きた」 とい う

分析 に推移 す る78。 この場合、 キム リッカの念頭 にあ るの は、 い うま で もな く

・崩壊 した ソヴ ィェ ト社会主義 体制で あ る。 ソ連 の民族言語 政策 にっ いて、 キ ム

リッカ は、 「文化 的ア イデ ンテ ィテ ィの価値 にっ いての理 論 的基 礎 が全 く欠 け

ていた」、「多様 性 を包容 しよ うとす る社 会主義者 の試 み は、多 くの場合 にその

・7フSupra
,note11,p.71.邦 訳 、105頁 。/

78乃 ∫dL,p.72.邦 訳 、106頁 。
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場 限 りの もので あ り、結局 は首 尾一貫 しない もの とな って しま った」、 「民族 的

ア イデ ンテ ィテ ィとは、単 に、共産主 義革命 の内容 で満 たす ζとので きる空 っ

ぽの器 にす ぎないので あ る」、 「(スター リンの"形 式 は民族 的 に、 内容 は社 会

主 義的 に"、 とい う教 義 に体現 され る)戦 略 は、社 会主義 の実 現 を促 進 す る と

い う点 で も、少数者 の文化 を尊重 す る とい う点 で も、 失敗 に終 わ った」 とい う

分析 を示 して い る79。 これ は、一見 した ところ ソ連 が解 体 した ことを整 合 的 に

説明しているかのようである。

キムリッカは、「社会構成的文化」に世俗的ナショナリズムに立脚 した自治

の基盤を見出しているが、当のソヴィエ ト社会主義が民族政策の分野で担った

課題は、まさに民族ごとに 「社会構成的文化」を創出し80一 民族語学校設

立、その言語の地域的公用語化、民族語出版物、文章語の創出、少数民族の幹

部登用など一 多くの民族がその地で 「多数派」になるように国家体や領域

的な自治形成体を樹立することである。 このことは、「マルクス主義では民族

、的利益が経済や階級の論理に従属させられている」という自由主義者がよく用

いる言説にむしろ反するものである。

また、ソヴィ'エト政治史の塩川伸明 も指摘 しているように、ソ連では一種の
　 　 　 　 　 　 　 　 ロ

ア フ ァー マ テ ィ ブ ・ア ク シ ョ ンな どが と られ る と同 時 に、 「そ の こ,と 自体 が 新

　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　

たな矛盾を生み出した」あるいは 「そもそも格差是正的政策をとろうとする際
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　

.に っ きま と う内在 的 な矛盾」 が あ った とい う、 あ る種 の普遍的 問題 の方 が む し

ろ重 要 だ ろ う81。

この ことは特 に言 語 の問題 にっ いて言 え る。社 会言語 学で い う 「言 語計画⊥

1anguageplamin言 は、 ソ連 にお いて1920年 代 以 降 、 諸 民 族 の母 語 の権 利保

79乃 昭.,p.72.邦 訳、106頁 。

80た だ し、 この 場合 の 「社会構成的文化」 とは、 キム リ ッカあ語 法 で い うと、 「反 自

由主義的」な社会構成的文化 である と言 える。

81塩 川伸明 『現存 した社会主義』(勤 草書房、1999年)、240-241頁 。
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樟 に 関 わ る 「現 地 化 政 策 」Korenizatsiiaやr言 語 建 設 」Iazykovoe

stroite1'stvoと い』う形 で遂行 された。 例 えば、・ウ・クライナ共 和国 で は、帝政 時

,代以来 ロシア語化 されていた都市 にお け るソヴ ィエ ト諸 機 関や学校 において も、

・「民族 自決権」 の名 の下 で 「ウク ライナ語 化」 が一 時期 目指 され、 ロシ ア語 を

用 いる従業員 や職 員 の ウクラィ ナ語取 得 が要請 されて いた82。 しか し、 組 織 的

、な抵抗 にあ った と も言 われ る。 急進 的 な 「ウク ライナ語 化」 か ら穏健 な 白 シア

語 ・ウクライ ナ語 の二 言語主義 に シフ下 して い くと、今 度 はそれが民族主 義者

に とって事実上 「ロシア化」 へ の シフ トのよ うにみ な され る。 ウク ライ ナ語 は

帝政時代 に 「小 ロシア語」 と呼 ばれ て、 ツ ァー リズムの下 で はロシア語 の 「方

言上 とみ な されて いて、 ベ ラル ー シ語 や ロ シア語 と親近性 が あ る。 ロシア語 と

ウク ライナ語 の中間 のよ うな言語 を話 して い る人 もい る。 ロ シア語 と ウクライ

ナ 語 の親近性 を強調 し過 ぎると、 ぐれ は事実上 「ロ シア化」 のイ デオ ロギ ーに

な って しま う場合 もあ り、反対 に、そ の違～・を強調 しよ うとす るとス ター リン

時代 にはrブ ル ジ ョア ・ナ シ ョナ リズ ム」 として批 判 され る。 これ らの例 は、

社会主義特有 の イデオロギー上 の問題 がか らんで くる と同時 に、民族 間 の格差

是正や実質 的平等政策 を とろ うとす る際1と遭遇 す る様 々な困難 さを示唆 して い

る〇

一また
、 い くっかの民族 共和国 や 自治共和 国で、 ロシア語系住民の流入 によ り、

地 元の民 族 の比率 が低減 した。 そ して、 ロシア語 が 「民族 間交流語」 とい う中

立 的装 いを伴 ってヘゲ モニーを増 して い くな どの新 た な矛盾 が形 成 され 、 「社

会構成 的文化」 の享受 の度合 は民族 ごとに異 な ってい た。 ペ レス トロイカ 以降、

ソヴ ィエ ト社会主義 が創 出 した多民 族連邦 制や、 その下で の言 語 の細分 化 に対

応 した民 族的 アイデ ンテ ィテ ィを土 俵 と して、対立 や紛争 が激化 してい った。

ペ レス トロイカ時代 に、 各民族共和 国 で 「言 語法」 の採 択 が相 次 いだが、 これ1

82、 この問題 にっ いて は、中井和 夫 『ソヴィエ ト民族政策史:ウ ク ライナ1917-1945』

(御茶 ノ水書房、1988年)を 参照。
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は形骸化していた民族的平等に際して、新たに立法によって、キムリッカのい

う 「対外的防御」を言語に関 して設定 したものである。

一方では、ソヴィエ ト社会主義はローカルなナショナリズムを 「抑圧」 した

ともいわれるが、他方でソヴィエト社会主義において、多民族性や民族的平等

が常に理論および公式路線として強調され、ソヴィエ トの諸民族の言語的多様

性が賞賛され、身分証明書に民族籍があったり、国勢調査で常1こ民族比率や母

語保持率が統計化されていたりしたため、「民族」が、ある意味で物象化 され

続けていた。そして、そのことが民族対立の構図の一因になったとも言える。

・晩期ソ連の民族問題は、 ソヴィエト連邦制の下で民族というファクターが 「軽

視」されていたから起きたというのみならず、それがある意味でr制 度化」さ

れていた ことによって生 じているという両義的な見地から計られなげればなる

1まい
。

したが って、 問題 は、 社会主 義(こ の場合、 ソヴィエ ト社会主義体 制)に お

ける民族的少数者の差異やアイデンティティの考庫が・単に戦略的役割以外の

枠 を出な い もので あ った とい うことや、 理論 的基 礎 を欠 いて いた とい うこ とよ

1り も
、言 語 や民族 の差異 を細分 化 して きた諸制 度や、 その ことをめ ぐる壮 大 な

理論(N.マ ルの言語 学理論 や それ に対 する ス ター リンの介入 、後 の ソ ヴ 才エ

ト民族 学 の 「エ トノス」 理論 な ど)が 、 当初、予 想 して い なか ったよ うな問題

を後 に作 り出 して い った とい うことで はないだ ろ うか。 もちろん、 それ らの諸

理論 が首 尾一貫 してい るわけで はない。 もとよ り、思想 や理論 の次元 に限定 し

亡考 えて も、社 会主義(あ るいはマル クス主義)も .リベ ラ リズム も、 民族 的少

数者 に関す る何か首尾一 貫 した理論 を有 してい るわけで はない。

キ ム リッカ は、「社会主義 の伝統 にお ける少数者 の権利」 に関 して、、理 論 ・

思想、 運動、 体制 とい う複合 的 な側面 か らと らえて い る。 しか しキ ム リッカは

い くっか の理論 、事例 か ら 「以上 の よ ケに、様 々 な理 由か ら、社会主義 の伝統

は一 般 には少数 者 の権 利 にっ いて反対 して きた のであ る」 とい う単純 な結論 を
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導きたがるようである。

もっとも、キムリッカが少数者の権利問題における社会主義とりベラリズム

の位置付けの際に、両者に共通 した問題として 「国民国家」の問題を引き合い

に出していることは正当であると思われる。つまり、往々にして、一方で社会

主義が民族的少数者の権利に冷淡であるとされる場合、社会主義が国境を超え

る労働者階級の団結を優先させる 「国際主義」であるからとみなされ、他方で

りベラリズムが民族的少数者の権利に冷淡であるとされる場合、 リベラリズム

があまりにも 「抽象的個人主義」であるからとみなされることにっいて、いず

れも説明として役に立たないとキムリッカは言 う83。キム リッカによると大部

分 の社会主義者は、多 くの自由主義者と同様、国民国家のモデルで考えてきた

のであり～集団別権利に反対する理由を 「国際主義」から説明 したり、「抽象

的個人主義」から説明したりすると、真の状況が隠されて.しま うという。

このこ≧は、20世 紀の両陣営 に関 して重要 な,側面 をっいてい るで あろ う。

リベ ラルな社会も・支配的尽 「社会構成的文化」を基盤とする国民国家の内部

で存在 し、そうした社会は必ずしも文化や言語の多元性に対 してリベラルでは

なかった。ソ連のような 「多民族連邦国家」 もまた、事実上の単一国家の下で

'特定の民族的 ・言語的ヘゲモニーを優越させた国民国家化の傾向を強めていっ

た。東欧では、第二次世界大戦後の社会主義政権が、むしろ 「国民化」を遂行

し、少数民族 ・言語問題は、大戦間期にくらべると封印されていた(ブ ルガ リ

アの トルコ系住民の問題やΣルーマニアのハ ンガリー系住民・その他東欧諸国

のドイッ系住民問題など)。第三世界におい七は社会主義 がナショナ リズムを

形成、鼓舞した。ウォーラーステインが、ウィルソン的な民族自決のオルタナ

ティブも、レーニン的な民族自決のオルタナティブも、20世 紀 において、 同

様 に 「国民的」な発展という課題に帰着 レていったということを論 じている

83Supra,note11,p.73.邦 訳 、109頁 。
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o

が84、 民族 的 ・言語 的少数者 の境遇 にっ いて は、体制 の違 いが決定 的 とい うよ

りも、「国民 国家」 とい うモデルお よび システ ムに孕む問題 で あ った。
ぺ

ただ.し、 ソヴィエ.ト社会主義体制 において 「人権」が公認されていなかった

という事実は民族問題に影をおとしていた。一方でパターナリスティックな諸

民族平等化政策が何らかの形で行われていたにせよ、諸民族の活動の自由、結

社の自由はきわめて制限されていたからである。その意味でも、先述 した 「民

族的文化自治」がペレス トロイカ以降のソ連やその後あ独立諸国で復興したこ

とは、それが民族 ・言語問題改善の万能薬ではないにせよ、まず、それが単一

国家や連邦制85の枠では十分実現できないような民族的 ・言語的少数者の権利

保障という意味で、次に、個人の自発的なアイデンティフィケーションによる

市民社会における民族的自由すいう意味で・一重要な問題を提起 している。

さらに興味深い問題は、巨大な多民族国家である中国の行方である。中国も

旧ソ連と同様に、その社会主義的イデオロギーゆえに 「人権」は公認されてい

ない。その代わり・憲法で保障された 「公民の権利」として・各民族が自己の

言語および文字を使用かっ発展させる権利を有する。この問題について、法哲

学者の桂木隆夫は、「中国の少数民族の 『言語権』の基本的根拠 となっている

社会主義イデオロギーないし社会主義初期段階論と西洋法的な言語権の考え方

との関係をどのように考えるか」、「『言語権』は将来においてどのような新た

な根拠に基づいて保護されうるのか、それは西洋的な言語権の考え方なのか、

あるいは西洋的な言語権の考え方でも社会主義イデオロギーでもない何か別の

考え方なのか。またそのような新 しい考え方を果たして中国内部に求めること

84イ マニュエル ・ウォー ラーステイ ン 『ア フター6リ ベ ラリズム』(藤 原書店、2000年)。

85例 えば、現代 ロシァの連邦制 には非 ロシナ系諸民族 の名称 を関 した共和 国(タ タル

ス タン、バ シコル トス タンなど)や 先住民 な どが居住す る自治管区 とい った連邦 構 成

主体 があるが、現地で 当該民族が多数派 をな してい るとは限 らず、言 語 的 には ロ シア

語 が事実上優位で あ る場合 が多 い。
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がで きるのか」 とい う問 いを発 して いる86。

人権 を 「虚 偽」 とみな し、権力 による 「実 質 的保 障」 の論 理 を立 て てい た社

会主義国 の権利 論 は、確 か に民族 的少 数者 の アフ ァーマテ ィブ ・ア ク シ ョンや

諸々の物質的手段の保障に連合的であると同時に、対国家的権利の視点炉弱ま

一り
、政策も、その時々の路線など権力の裁量に拠りやすいことは旧ソ連も経験

してきたことである。また理念(イ デオロギー)と 現実 との乖離 ということも、

しばしば取り沙汰される。ただし、中国が 「民主化」 し、立憲主義や人権原理

をとりいれた場合、桂木も指摘 しているように、そのことが即、少数者の権利 .

尊重を意味す るとは限 らない87。

社会主義イデオロギーと西洋法の観念は、ある種の連続面もある。それは単

線的な連続ではないが、。人権批判や 「実質的保障」 といった論理は、非西洋法

圏のソ連や中国だから出てきたというよりも、元々、市民革命の帰結に幻滅 し

た19世 紀の西洋の社会主義者や、「形而上学」や 「観念論」を批判する実証主

義者の間で流行っていた議論でもある。

なお、ソ連解体後の・シアにおけるr言 語権」の位置付 けについ七 は、人権

的な側面と、旧ソ連に由来するような 「実質的保障」の側面とが混在している。

っまり辱、教育言語の選択権や個人の民族的アイデンティ.ティの表明の自由など

を人権 としてとらえる側面 と、なおかっ、国家が一定の母語教育を保障 し少数

言語爾保護を実施するという側面である88。中国が、 もし人権原理 を とめ入れ

86桂 木隆夫(編 著)rこ とばと共生』(三 元社、2003年)、145頁 。なお桂木の問題提起

は、同書所収の金光旭r中 国における少数民族言語使用に対する法的保障」 に対 する

応答になっている。

87同 前、.146頁によると、「仮に将来、共産党政権が崩壊 してそれに代わって漢民族主

体の民主主義的な政権が樹立された場合」 に関 して、桂木は 「その民主的政府が、多

数決原理の名の下に多数派である漢 民族の利益を主張 して、多大なる財政 的負担 を伴

う少数民族の保護政策を廃する可能性がないとはいえない。」と指摘 している。

88た だし、そのような原理原則がとり入れ られることと、それがどの程度、実効 的に

保障されるかどうかは、別問題である。旧ゾ連諸国の憲法において も、建前上 は民族
』的少数者の 「言語権」 は尊重されているが

、同化の圧力も強い。
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ていく場合、結局、そうした路線に落ち着 くのではなかろうか。ただし、中国

が 「民主化」 した場合、いくっかの国に分裂する可能性 も排除 しきれない。中

国は、.ソ連のように形式的には 「主権」という冠が付いていた民族共和国によ

る連邦制という形態をとっていないものの、いくっかの自治区が分離独立を希

望するか、もしくは漢民族の間でも内紛が起 こるかもしれない。旧ソ連や中国

は、それ以前の 「帝国」の領域を継承してきたからでもあり、'それを国民国家

的な立憲民主主義に立脚 して統治することはきわめて困難だからであるる

7.批 判的社会理論 と言語問題の分析一 「文化資本」としての言語一

理 論 の次元 で いえば、社 会主義 や マル クス主 義、批判 的社 会理論 の系譜 か ら

発展 して きた分析 の ッール は言語 問題 を分析 す る際 に有益 で あ る。 キム リッカ

が指摘 していた よ うな、社 会主義 が文化 の差異 や アイデ ンテ ィテ ィについて、

「狭 い政治 的見地 か らしか考 えな い傾 向が ある」 と い う側面 にっいては、「狭 い」

か否 か は ともか くと して も、 文化 や民 族 の アイデ ンテ ィテ ィが もともと政 治的

な もので あ ることにか わ りはない。

ナ シ ョナ リズム研 究、文化 研究 にお いて は、 多 くの場合、B. 、ア ンダー ソ ン

の 『想像 の共 同体』 が頻繁 に引用、参 照 され る89。 「ネー シ ョ ン」、が国 語 形成

89ベ ネデ ィク ト・ア ンダーソ ン(白 石隆 ・白石 さや訳)『 想像 の共 同体』(リ ブロポ ー

ト、1987年)。 「想像 の共同体」 とい うキ ャッチ フ レーズは、 しば しばネーシ ョン=幻

想 の共同体 という ような イメ ージを喚起 す るが、 アンダー ソン自身 は、人 々,が知 的訓'

練 によって ナシ ョナ リズムの 「幻想」 か ら脱却 す ることがで きるなどとは安易 に考 え

て はいなか うたようであ る・ とい うの も・ ア ンダーソンは・ ナ ショナ リズムが 「もと
もと存在 して いな いところに国民を発明す ることだ」 とい うE.ゲ ルナーの議論 にっ い

て次 のよ う言 って いるか らで ある。 「ゲルナ ーの規定 は、少 々過激 で あ って 転 実 は

わた しと同 じことを言 ってい る。 もっと も、 この規定 の欠点 は》彼 が一ナ シ ョナ リズ ム

とは偽 りの仮 装で あると言いたいあ まり、r発 明」 を、r想 像」 とr創 造」 にではなく、

「捏造⊥ と 「欺瞳」 になぞ らえた ことにあ る。 そ うす る ことで彼 は、 国民 と並 ん で そ

れ よ り'ももっと 「真実」 の共 同体 が存在す るのだ と言 お うとす る」(同 書、17頁)。 わ
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な どによるr想 像 され た」imaginedも ので あ るとい うこと、 そ して 、 そ うで

あ るがゆえ に 「ネ ーシ ョン」 は所与 の もので はな くて構築 して い くもので ある

こ とは、例 え ば、」.G.フ ィヒテ、E.ル ナ ン、IC.シ ュ ミッ トの よ うな近 代 以 降

の最 も政治 的 な 「ナ シ ョナ リス ト」 の諸議 論 の中 に伏在 して いた。 フィヒテは、

当時の ドイッが統一国 家の体 をな して いな く、 また諸地域 の方言 の差 異 が激 し

か った状況 の中 で 「ドイツ国民」 を作 ろ うと した。・ル ナ ンほ 「国民 とは 日々の

、人民投票 で ある」 とい った。 シュ ミッ トは、 プルー ラ リズ ムを批判 して民主主

義 に とっての必要条件 と して の 「人 民 の同質性」 を強調 した。 いず れ の論者 も

あ る種 の人民 主権論者 であ り、 「デモ ス」 と して のネー シ ョ ンは進 歩 的 に も反

動 的に もな り得 る。

ただ し、 こ こで の問題 は、 ナ シ ョナ リズム を可能 にす る出版 資本主 義 の問題

であ るo

文盲 の貴 族 はなお貴族 と して振 る舞 うことがで きた。 しか しブル ジョァ ジー

1はどうで あろ うか。比 喩的 に言 えば、 それ は、 きわ めて多 くの複製 によ って

はじめてゲ つ の階級 と して立 ち現 れ た存在 で あ った。(中 略)か れ らは出版

語 によ ってかれ ら自身 の数 千 の同類 の存在 を一般 的 にあ りあ りと心 に思 い浮

.かべ るよ うにな った。 とい うの は文 盲 の ブル ジ ョア ジーな ど とい う ものはま

ず想像 で きないか らだ った。 こう して、世 界史的観点 か らすれ ば、 ブル ジ ョ

ァ ジー は、本 質的 に想像 を基 礎 と して連帯 を達成 した最初 の階級 であ っ,た。

しか し、 ラテ ン語が俗語 出版 資本主 義 によ って打倒 され てか らすで に2世 紀

に もなろ うとい う19世 紀 の ヨー ロ ッパ で は、 こ う した連 帯 は俗 語 の通 用 す

る範囲 の限界 い っぱいまで達 していたgo。

れわれ は、 ネージ ョンやナ シ ョナ リズムを単 にr捏 造」 やr欺 購」 とみ なす には あま

りにも多 くの 「ナシ ョナル」な物質 的基盤 や制 度 に支え られ す ぎてい る(「 国語 」 や

新聞、「世論」、国会選挙、主権 、憲法 な ど)。

90同 前、133頁 。



70 神戸法学年報 第19号(2003)

近代 におけ るナ シ ョナ ルな空 間 は、俗 語 の勝利(日 本 で は 「言文一致 体」 の

成立)・と共 に、読 み書 きで きるブル ジ ョア ジー層 によ って担 われ たが」 そ の こ

どを別 の側面 か らハ ーバ ーマ スは、 「市民 的公共性」 あ るい は 「公共 圏 」 の成

・立 と して論 じ
、 そ こで は印刷技 術 の普及 によ るメデ ィアの発達 と 「公衆 」、 「公

論」 の成立 との不可分 の関係 が明 らか にされて い る91(た だ しハ ーバ ーマ ス 自

身 は 『公共性 め構造転 換』 の中で市民 的公共性 とナ シ ョナ リズムの成立 との関

係 を.自覚 的 に論 じて いるわ けで はない)。 「公衆 」 とは近 代 のネー シ ョンの先進

的部 分 であ り、「公論」 とはナ シ ョナルな空間 で展 開 され る言論であった。ハー

バ ーマス は、18世 紀 に ライ プ ッィ ヒで創立 され た 「ドイ ッ語 協 会 」 に触 れ 、

「この よ うな団体 や会議 所や アカ デ ミー は母 国語 の愛護 に意 を用 いた が、 そ れ

は母 国語 が今 や人 簡 と しての人間 の間 の相互理 解 の媒体 として と らえ られ たか

らで あ る。 こ こで市 民 たち は、社 会的 ヒエ ラル ヒーの境界 を こえて、 社会的名

誉 はあ るが政 治 的 には実力 の ない貴族 たち と、『単 な る』 人 間 と して会 合 す る

ので あ る」 と言 って い る92。む ろん この段階 におい て は、 「市 民 」 の間 に プ ロ

ト ・ナ シ ョナルな衝 動 の よ うな ものが 内在 していたわけで はないが、後 にナ ショ

ナ リズ ムは、人民主 権 的な革 命 的要素 を内在 させ ると ともに、 「市 民社 会 」 の

発達 に よって支 え られ ることに よ って、社 会 を国民 化 してい くことになろ う。

ヘ ーゲ ル が み な した よ うに、 欲 求 の体 系 と して の'「市 民 社 会 」bUrgerliche

Gesellschaftの 位相 は、経 済的諸 関係 を示 す もの とされ、 それ はマル クス に も

受 け継 がれ たが、 グ ラムシにおいて ほ、 「市民社 会」 は、 イ デオ ロギ ー的、 文

化 的諸 関係 の総 体で あ り、 そ こで は 「市 民社会」 が、'学校 や メデ ィアな どを通

じて浸 透す る国語 の共有 が展 開 され る重 要 な空 間 とな る。 国語 の強制 は、単 に

91ユ ルゲ ン ・パ ーバ ーマス(細 谷貞雄 ・』山田正行訳)『 公共性 の構造転換』(未 来 社 、

19フ3年)

92同 前、54頁 。
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公権力 によ って上 か ら強制 的 にな され るので はな く、 「市民 社 会 」 の中 に浸 透

す る知的 ・道徳 的支配 の展開 におけ るヘゲモ ニー とと もに可 能 とな ったで あろ

う。

こうした問題 は、E,バ リバ ー ル とLウ ォ ー ラー ス テイ ンに よ る一 連 の研 究

によづて深 め られた。 そ こでの彼 らの研 究 は、理 念 と して の資本 主義(あ るい

は純粋資本主義)の ロジ ックで は な くて 、 「史 的 シス テ ム と して の資 本 主 義

耳istorica1,capitalism」 にお ける中核/半 周辺/周 辺構 造 の中で、社会 構 成 体

.が他な らぬ国民 的形 態 をいか にとるのか とい うことに関 して の問題で あ る93。

その際、バ リバ ールが 「社 会 の国民化」 のプ ロセ スの中で の言語 と抑圧 との関

係 につ いて触 れて いる。

バ リバ ールに よると、 エスニ シテ ィが創 出 され るの は 一 しか もそ れ が あ

たか も自然 な起 源 と して現 れ るのは 一 言語 と人種 によ っ てで あ る とい う。

ζれ らが{「 座史的住民 の存続 に意 味 をあたえ 、・その偶 発性 を乗 り越 え る」94。
一
そ の際、重要 な ことは、「なぜ言語 共同体 が エスニ シテ ィを創 出す るの に十

分で ないのか」 とい うバ リバ ール の提起 で あろう。 それ は、バ リバ ール も認 め

て いるよ うに言語 によるアイデ ンテ ィテ ィの構築 が 「開 かれ てい る」 か らで も

あ る。 少数言語住民 の言語 の乗 り換 え、バ イ リンガ リズ ム、 マル チ リンガ リズ

ムによって言語共 同体 は拡 張す る。言語共 同体 は、一 方 で は、開 かれ てい るも

のの、 他方 でに、「言語共 同体 が特定 の民族(ピ ープル)の 国境 と結 びっ くた

めに は、閉鎖 の原理 また は排除 あ原理 とい った特殊 な補足 が必要 なので あ る」

(バ リバ ール)。 そ してそ のよ うな原 理 がr入 種」 で ある95。

ここで い う 「人種」 は、 む ろん、 前近代 の 「氏族」 や 「種 族」 とい った もの

で はな い し、生物学 的な実 体で もな い。 それ はナ シ ョナ リズムか ら生 じっっ、

93ヱ テ ィ エ ンヌ ・バ リバ ール 、 イ マ ニ ュ エル ・ウ ォー ラ ー ス テ イ ン(若 森 章 孝/他 訳)

『人 種 ・国 民 ・階級 』(大 村 書 店 、1997年 、 新 装 版)
P94同 前

、175頁 。 ・ 、

95同 前 、178-182頁 。
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ナ シ ョナ リズム補 完 し、 強化 す るこ とに貢 献 す る差異主義 的 な規範 であ る。 ナ

シ ョナ リス トに と って、 自国民 はす でに 「選民 」 として措 定 され てい るとい う.

イデオ ロギ ーか らもわか るよ うに、近代 の人種 主義 的イデ オロギー は匁 独特 の

仕 方 で国民共 同体 を閉 じて い き、「真 の国民 」 を作 り上 げ る96。 た だ し、 そ う

言 うだ けで はまだ不十分 で あ り、人種主 義的 な イデオ ロギ ーに彩 られた差異 の

規範 は、単 に他 者 を排 除す るのみ な らず、周縁 部 を支配 し包摂 してい く過程で、

ナ シ ョナルな領 域 を拡 大 し、周 縁的 な ものに ステ ィグマを与 えてい く。

以上 の ことか ら、 「言語」 と 「人 種」 の両 者 の補 完関係 は ど のよ うに関係 付

け られ るべ きか。

言語共同体への帰属は(と りわけその帰属が学校制度によって媒介されて

いるために)形 式的には平等であるとはいえ、階級的差異とほぼ一致 してい

る分割や差異主義的規範(normesdiff6rentielles)を ただちに再創造す る。

ブルジョワ社会に学校教育が普及するにつれて、言語能力の差異(そ れゆえ

文学的 ・r文化的」・技術的能力の差異)は 次第 にカース ト的差異 として機能

し、諸個人にさまざまな 「社会的運命」を割り当てるようになる。このよう

な文脈では、言語能力の差異がただちに身体の習慣的行為=ハ ビトゥス(ピ

エール ・ブルデ ューの用語)の 諸形態 と結びっ くとしても、少しも不思議で

はない。身体のハ ビトゥスは諸個人の個性的で普遍化できない行為である話

すという行為に人種主義的ないし準人種主義的な傷痕(ス ティグマ)機 能を

96む ろん、「ナシ ョナ リズム」 と 「人種主義」(レ イシズム)を 区分す ることによって、

「健全 な」 ナシ ョナ リズム(善)、 「排他 的な」人種主義(悪)と い う判 断 を導 き出 す

こともできる。 しか し、国家統合、国民統合、民 族 自決 のナ シ ョナ リズム は、 何 らか

の形で 「人種主義」 を伴 うことを歴史 は示 して きた。 フランス革命 は身 分 と しての ユ

ダヤ人 を解放 したが、後 の ドレフユス事件 にみ られ るようにユ ダヤ人 は 「真 の国 民 で

はない」 とみなされた。 その ような 「人種主義」 は、「健 全 な」 ナ シ ョナ リズムか ら
　 　 　 　

の逸脱 であろ うか、 それ ともナ シ ョナ リズ ムに内在 し、常 にナ シ ョ.ナ リズム を何 ら か
　 　

の形 で補完す るものなのだ ろうか。
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付与するのである(し か もハ ビ トゥスは 「階級の人種主義」の表現のなかで

っねに重要な位置をしめているのである)。.例 えば、階級 の人種主義 の表現

として、「外国人特有」あるいは 「地域的アクセン・ト玉 「庶民的な」話 し方、

言語表現の 「誤 り」、あるいは話手の特定階層への所属を即座に示すと同時

・に家族や出自や遺伝的能力の反映として解釈される見せびらかし的な 「矯正」

などがある。それゆえ、エスニシティの創出とは、言語の人種化であり、人

種の言語化にほかならない97。

　 　 の 　 　 　 　 　 　 　

同一言語 によ る国民統 合 は、 まさにそれが完全 には達成 されな いとい う意味

において 一 乙 方言 や少数 言語 の私 的 ・社会 的領域 で の存続 や継承 な ど 一 言

語 の人 種主義 的序列化 を形 成 し、 そ うした序列が人 々の中で も内面化されてい っ

た。 バ リバ ール が触 れ て い るP.ブ ル デ ュ・一に関 して は、,日本 で は宮 島喬 が

「文化資本」、「言語 資本」、rハ ビ トゥス」 とい う概 念 を もとに、 言 語 に起 因 す

る不平等 の社 会学 的分析 を行 ってい る98。 ロール ズにな らって言 った(自 尊 と

基礎 とな る)「 社会 的基 本財」.として の言語 は、別 の側面 か らす る と、 場 合 に

よ って諸個人 にと って 「言語 資本」(広 義 で は 「文 化資本」)で もあ り～ とりわ

け多言 語社会 にお いて は社会 的昇進・雇 用 の機 会 に関 わ って くる もので あ る・

かつて のケベ ック州 で も、都 市 の英語系 支配層 が産業 を把握 し、主 に農 村部 に

居住す る フラ ンス語住 民 の所得 が低 か った こと もあ って、 フラ ンス語 お よびそ

の文化 は北米 にお いて、劣位 の 「言語資 本」、「文 化資本」 で あ ったで あ ろ う。

ところが、 フランス語 憲章制定以 降、 その境遇 は一 定 の改 善 をみ た。

・キ ム リッカのい う 「社 会構成 的文化」 も
、前述 した よ うに、一定 の領土 的基

盤 を もっ近 代的 ・世俗 的 な都市文 化 を もつネ ー シ ョンをモ デル に して、 そ こか

ら移民 などの 「工 久ニ ック集 団」 を分 けて い るため、 そ う した分 類 は、 「文 化

97同 前、187-188頁 。

98 ,宮 島喬 『文化 と不平等』(有 斐閣、1999年)
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資本」、「言語資本」の優劣に対応 している。多数派と対峙しっっ 「社会構成的

文化」を自治によって強力に維持 しようとする言語的少数者は、単に当該言語

を文化遺産として保護するのみならず、生産および労働{消 費の領域における

任意の言語のステータスを、ある一定の方向に導 くことによって 「言語資本」

から得られる価値を増加させることができる(た だ し歴史的な民族的少数者で

も、「社会構成的文化」を十分に維持できない場合、多数派への同化が起 こり

やすい)。移民 の場合 一 「エスニック集団」というよりもむしろレイシズム

の標的になりやすい 「エスニック化された集団」というべきであるが 一 移

住先の社会において出身国の言語や文化を 「資本」としてそこから価値を増殖

・させていくことは困難なため、周辺的な労働に甘ん じるケースが多い。反対に、

移住先の多数派言語を身にっけ、さらに学位や専門技能の取得に転化させてい

く場合は、その限りではない。

このように、諸言語の権力関係や不平等の問題は、今 日、労働力の移動が顕

著になる 「グローバル化」 してきた資本主義の問題とますます関連 していく。

「知識資本」が説かれる今日、一般的に英語の、「言語資本」としてのステー

タスが最 も高いことは言 うまでもない。「言語資本」としてのステータスは、

その 「使用価値」というよりも 「交操価値」、によって決まる。英語は、一定の

,領土を越犀て、多国籍資本や情報 ネットワークと同様、ますます脱領土化 して、

いるところにその 「グローバル」な性格がある。それに対 して、最近、非英語

圏の諸国で採択される言語関連立法は、行政領域のみならず商業領域において

も英語の語彙の浸透、氾濫を、r公 益」あるいはr消 費者 の権利」・r文 化産業

の保護」の見地か ら規制 し、r国 語」を保護す るとい う目的を もつ場合がある

(そ の モ デ ル と な って い る の は、 フ ラ ンスの 「トゥー ボ ン法 」 で あ る99)。 っ ま

99ト ゥーボ ン法 の詳 細 にっ いて は、 加 治木 美奈 子 ・岩 谷朝 世 ・柏 倉康 夫 ・浅松 絢子

「国家 による外来語規制 フ ランス語 の使用 に関す る1994年8月4日 法律 の成 立 に

みる一一」(『:NI{:K放 送文化調査研究年報』第40集 、1995年)を 参照。

〆

/
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り国家が、何 らかの形で市民社会領域における言語流通に介入 してくるという

意味で、言語に関しても国家はr社 会国家」的な役割を果たそうとするのでみ

る。'むろん、「国語」だけを保護 の対象とし、一定の領域 における使用の義務

性を課すことは・その国の言語約少数者の権利を侵害 しているともみなされ・.

憲法審査 の対象 とな る こともあ る100。P

近年 、徐 々に明 らか にな りつつ あ る ことは、 「国語 」 や少 数 語 の保護 主 義 が

む しろ共通語 と しての英語 の地 位 を良 かれ悪 しか れ高 めて い くとい うこ とで あ

る。 ハ ーバ ーマス は、EUの 複数公用語 制 に端 を発 しっっ類 似 の ことを指 摘 し

て いるo

現在 の15力 国か らな る欧州連合 の枠 内で は、13の 異 な る公 用 語 が あ る。

この ことは、・一見 す る と、 すべて の者 に共有 され る政体 を形成 す る際のや っ

かいな障害 にな る。 欧州連合機 関 の複数 公用語 制 は、 すべ ての国民文 化 の平

等 な尊厳 と統合性 を相 互承認 す るため に必要 で ある。 しか し、 この法 的保障

の ヴ土一ル の裏 で、 当事者 間が共通 の語 彙 を欠 く場合1こは どこで も、対 面 的

レベルでの活動言語 と して英語 を用 い る ことが ます ます容易 に な る。 この こ

とは、今 や従来以上 の規模 で事 実上生 じて い ることであ る。 オ ランダや デ ン

マー ク、 ノル ウェイあ るいはス ウェーデ ンのよ うな小 国が よい例で あ るが、

すべ ての住 民 に学校 で英語 を第二 の 「第一 」言語 と して広 め る正 式 の教育 を

な し得 てい る101。

となる と、 もはや これ は古 典 的な 「帝国主義 」 の隠喩 に よる 「言語帝 国主義」

LinguisticImperialism一 軍事 的、 植民 地 的支 配 の結 果 と して の宗 主 国 の

100ト ゥ ー ボ ン法 の一 部 違 憲判 決 の 問 題 にっ い て は、 同 前 、 付 属 資 料 を参 照 。

101」 廿rgenHabermas,WhyE皿opeNeedsaConstitution,1〉 εωL碗

Rε 漉 ω,11/2001.
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言語の拡大一 ではなくて、ポス ト帝国主義段階における英語を リンガ ・フ

ランカ とす る 「帝 国」Empireで あ る102。多言語主 義や 「言語権 」 を論 じる者

にと って 、 それ と同 じくらい に関心 の対 象 とな る問題 が、 まさに 「共通語」 の

問題 であ る。 もともと 「国語」 自体 が、 ある種 の 「共通語」 と して形成 された 、

ものであ った。 また植民地支配 におい て は宗 主 国 の言 語 が、 植 民地 に お け る

「共通語 」 と しての役割 を演 じた。一 時期、 エスペ ラ ン ト語 が世 界 の共 通 語 と

して夢見 られ た こともあ った(エ スペ ラ ンテ ィス トの多 く・は、 同時 に多言語主

義者 で もあ る)。 現在、英語 が、'事実上、 グロー バ ルな'「帝 国」 の共 通 語 で あ

るこ とと一 かっ て中世 の ヨー ロ ッパで ラテ ン語 が、 ア ラ ブ世 界 で ア ラ ビア

語 が、 ア ジアで 中国語 が そ うで あ った よ うに 一 そ の下 での多言語 主義 とは、

親 和的 な関係 が あ るので あろ うか。 それ にっ いて は、以下 に諸議論 において必

要 に応 じて触 れ るで あろ う。

8.「 言語的人権」のアクティヴ ィズムー 「市場」批判と 「言語エコロジー」 一

言語 権 を人権 の見地 か らとらえ る際、社会 言語 学 者 のT.ス ク トナ ブ=カ ン

ガス は、『言 語帝国主 義』 の著 者さ あ るR.フ,イ リプ ソ ンら と共 闘 しっ っ、 「言

語 的人権 」1inguistichumanrightsと い う概 念 を練 り上 げ、 母 語 教育 の重 要

性 か ら発 しっつ、言 語 と不平 等 の関係 につ いて の総体 的 ・批判 的な議論 を展開

102ポ ス ト帝 国主 義段階の 「帝 国」 とい う問題提起 は、 マイ ケル ・ハ ー トと ア ン トニ

オ ・ネグ リの近著 『帝 国』 でな された。その場合の 「帝 国」 とは、 ポス ト冷戦 時代 に

唯一 の超大国 とな った米 国が 「帝 国」 と して同視 され る議論 と異 な って、 む しろ国際

機関や諸国家の総体 と しての 「帝 国」の ことで あ り、 そ こで は必 ず しも 「帝 国」.の

「中心」や実体が あるわ けで はな いと ころに議論 の特徴があ る。 ただ し、 本 書 は、 ク

リン トン時代 に執筆 された ものであ り、その後の ブ ッシュ政権 め単独主義 に関 して、

著 者達 は、 部 分 的 に視 点 を修 正 して い る。MichaelHardt,AntonioNegri,

E即 かθ(H:arvard,¶2000).
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している103。彼女 らが 「言語的人権」 とい うテーマを真正面からとりあげて

いる以上、本来ならば、そうした仮説、理論を範例とし亡真 っ先にとりあげる

.,べきか もしれないが、スク トナブ=カ ンガスを中心 とす る 「言語的人権」の議

論の方向性は、以下で論 じるように、ある種のラディカルな側面をもち、独自

の視角を強めているので、ここでは議論を深める過程で検討するのがよいと判

断した。

まず、スクトナブ=カ ンガスやフィリプソンは、「言語的人権」 という見地

から発言 していることから、いくっかの法的な議論をしている。例えば、「言

語的人権」が奪われることは、公正な政治的代表、公正な裁判、教育への権利、

知る権利、言論の自由などの人権を妨げる、といった形で、「言語的人権」 と

基本的な人権、市民権≧の関連を示している。また言語的人権は個人的権利の

次元と集団的権利の次元の両者を兼ね備えていて、母語で教育をうける権利な

どの局面は個人的権利であるが、属地的自治(領 土 自治)や 属人的自治(文 化

・自治)は 、権利の要求者や享受者が集団的であり、そのメンバーシップを通 し

て、統治の形態の構造を決定するがゆえに、性質上、集団的権利であるという。

しかも個人的な言語的人権と集団的な言語的人権は、互いに双方を前提として

いて相補的関係にあり、決して対立 しているのではないとみなしている。また、

「非差別からアファーマティブ・アクションヘ」といった道筋が示 され、現状

下の法的拘束力のある国際人権法の枠組みは 「言語的人権」にとって不十分で

あることが強調されている104。

103-ToveSkutnabb-Kangas,Rober七Phillipson(ed.),L加8痂3あoπ 脚ηαπ

裁8ん6s(Mou七 〇ndeGruyter,1995)/Mik610s:Kontra,RobertPhillipson,

.Tove-Skutnabb-KangasandTiborVarady,Lα π8ωα8αAR♂8ん6α πdl

Resoμrce(CentralEuropeanUnive:rsityPr6ss,1999)。 、.

104『"lntroduction"inj廓 η,8μ∫鉱`o∬ ωmα πR`8ん6s(Sup:ra,no七e103).こ の よ

うな視 点 は、 す で に触 れ た国 際人 権 法 学 者 の フ ェル ナン ・ ド ・ヴ ァ レ ン ヌ と ア プ ロ ー

、チ の仕 方 が 異 な る。 ド ・ヴ ァ レ ンヌ は、 ス ク トナ ブ=カ ンガ ス と異 な って 既 存 の 拘 束

力 あ る国 際 人 権 法 規範 か ら言 語 的 な権 利 を導 き出 そ うと し、必 ず しも 「非 差別 か らア ァー
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このよ うに、 ス ク トナ ブ=カ ンガス らの 「言語 的人権」 とい う概念 は、 そ の

よ うな人権 が広 く国 際的 に認 知 されて い るとい う意 味で はな く、 む しろ十分 に

認知 され て こなか ったが ゆえ の歴史 的 な言語 的不公 正 の蓄積 を批判 す る際の理

論 的 ・思想 的足場 で ある。 キ ム リッカのよ うに 「マル チカルチ ユラス ・シテ ィ

ズ ンシップ」 とい う概 念設定 の下 で の歴史 的 な民族 的少数者 や移 民 の権利様態

を相 対的 に区別す るとい う現 実主義 的 なモデル化 と違 って、 スク トナ ブ=カ ン

ガ スの 「言語 的人権」 は、 よ り理念 的、批判 的 な理 論で あ る。

スク トナ ブニカ ンガスの議 論 は、 色 々な角度 か らの検討 が町能 で あろうが、

示 唆 に富 む ことは間違 いな い。 ス ク トナ ブ=カ ンガ スの議論 の大事 なポイ ン ト

の一 つ は、丁言語 的人権」 を、 何か孤立 したr文 化的」権 利 の カ タ ・ グ と して

抽 出 したに とどま らず、政 治的 ・社 会的 ・経 済 的不 公正 との関連 で論 じた とこ

ろにあ るだ ろ う。'しか も、 彼女 は 「高 次 の社 会 的正 義 の達成 」 とい う ことを

r言語 的人権」 との関 わ りで主張 してい る。 この よ うに、 ス ク トナ ブ=カ ンガ

スの議論 の枠 組 み は、 既存 Φ法 的言説 の枠 に とどまるので はな く、 システ ムの

総 体的批判 とい う方 向 に シフ トし、 そ う した方 向性 は、環境倫理学 的視点 を織

り交ぜ た ラデ ィカル な批判 的社会理 論 の系譜 に位 置づ け ることがで き る。

その際、 ス ク トナ ブ=カ ンガ スが、 しだ いに強 めて い った独 自の視角 とは、

動 植 物 の 「生 物 的 多 様 性 」bio-diversityと 「言 語 的 多 様性 」1inguistic

diversityの 関連 で あ る105。「生物 的多様性 」 と 「言語 的多様性」 の関連性 を議

論 す るの は、 ス ク トナ ブ=カ ンガ スに限 らず、例 えば彼女 も挙 げてい るD。ハ ー

マ ティブ ・ア クシ ョンヘ」 といった方向性 をと らないか らで ある(こ の こと は、 ド ・

ヴァ レンヌがア ファーマ ティブ ・アクシ ョンに反対 して い る とい うことで はな い)。
ノ

強 い て い う と、 ド ・ヴ ァ レ ンヌ は、 あ る意 味 で 「法 学 者 」 的 、 す な わ ち、 実 定 法 に 依

拠 した手 堅 い議 論 を して い る と い う こと に な ろ う。

105ToveSkutnabb一:Kangas,LinguisticDiversity,HumanRightsand唖the

"Free"Market
,.Z,απ8』砿αgα.AR`8配 απd、Rεso砿roe(Supra,note103)乙/

.ト ー ヴ ェ ・ス ク トナ ブ ニ カ ンガ ス(木 村 護 郎 編 訳)「 言 語 権 の 現 在 言 語 抹 殺 に抗 し

て 」、(三 浦 信 孝 ・糟 谷 啓 介 編 『言 語 帝 国 主 義 とは何 か』』藤 原 書 店 、2000年)。
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∫

モ ンやL,マ ーフ ィとい った論 者 がい る106。ハ ーモ ンの仮説 は、生 物種 の'きわ

めて多様 な国 と言語 の きわ めて多様 な国 はか な り一 致 して いる とい うことで あ

る。 マ ー フィも、 「生物的多様 性」 と 「言語 的多様性」 とにつ いて、 単 な る類

推 や比喩 としてで はな く、'その内的関連 性 を論 じて い る。 これ らの論者 に共通

して いるの は」危機 に瀕 した 「生 物 的多様 性」 を救 うこと と連動 しっっ、 危機

に瀕 した 「言語 的多様性」 を救 うことが、道徳 的 なイ ンペ ラテ ィヴで あ る とい

うことであ る。

こうな ると、 スク トナ ブ=カ ンガ スや フィ リプ ソン らの 「言語 的人権 」 の含

意 は、単 に言語 を用 いる主体 と しての人間 の権 利 の尊重 は もとよ り、 そ のよ う

な権利を侵書 している環境に対する告発や、失われっつある少数言語それ自体

の保護が緊急の課題であるという視点が濃厚に介在 しているとも言える。その

際、ジェノサイドやエスノサイドといった集団や文化の抹殺の延長上で 「言語

抹殺1あ るいは 「言語殺害」1inguicideが 位置付 けられている5

「言語死」 という言 い方があるが 、言語が自ら消滅するかのようにとらえ

かねないこの表現よりも、「言語殺害」の方が比喩としてはより適切である。

なんとなれば少数言語を消滅させることが少なからず支配集団の意図的な政

策であったからである。言語的不正は、ある言語が認知を受けず、周辺化さ

れ、資源がうばわれたとき、また言語取 り替えが個人や集団に強要されると

き1;起 こる。その際に教育制度耕果たす役割については世界中でおびただし

い記録がなされてきたが、これらに通底するのは言語的少数集団を支配的な

言語 ・文化に同化しようとする政策の存在であった107。

106LuisaMaffi,LinguisticandBiologicalDiversity:TheInextricable

Link,RobertPhillipson(ed.),R`8ん6s診oLα π8μα8e(LawrenceErlbaum

Associates,Publishers,2000),/LuisaMaffi・e七aL,0πBεoω 伽rαZ

I)漉rs`砂(Smi七hsonianInstitutionPress,2001).

107ワ バ ー ト ・フ ィ リプ ソ ン、 トー ヴ ェ ・ス ク トナ ブ=カ ンガ ス(木 村 護 郎 訳)「 言 語
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/

「支配集 団 の意 図的 な政策 」 とい うの は、「言 語殺害」 を た く らん で い る確

信犯 的な エー ジェ ン トが背後 にい るとい う単 純 な陰謀史観 を必ず しも意 味 しな

いであ ろ うが、要 す るに不利 な状況 にあ る言語 の衰 退 は 自然 の成 り行 きや宿 命

な どで はな く、他 な らぬ人災 だ とい うことだ ろ う。 そ して批判 の矛先 は 「開発

協力」 や 「グ ローバ ル化 」 ひ いて は 「市 場 」 に向 くこ とに な る。 「開 発」 や

「市 場」 が、環 境破壊 を引 き起 こし、 「生物 的多様 性」 を衰退 させ てい くことが

あ ることは経験 的 に知 られて い る。 そ して言語 に関 して も、 スク トナ ブ=カ ン

ガスにあ.って は、 「市 場」 の論 理 とそれ によ る均質 な文 化 の効率 性 と、 民 主 主

義 的な多 様性 とが対立 させ られて いる。 な おかっ 「かつ てに も増 して諸言語 を

殺害 す る積 極 的な エー ジェ ン トは、 ソヴ ィエ ト連 邦崩壊以来 加速 して きた、永

遠 の グローバ ル システ ムと.しての"自 由"市 場 の凱旋 であ る」 と して いるよ う

に、近 年 の グローバ ル化 した(し っっ ある)市 場 を 「言語 的人権」侵 害 の構造

的要 因 と してい る108。
[

ラデ ィカルな資源 の分 配 な しに人権 の向上 は望 めず、 それ は 「"自由ガ 市 場

の下 で はで きな い」 とす るス ク トナ ブ=カ ンガ スの人権観 は、 「市 場 」 と人 権

との両義 的 な関係 とい う根本 的な地平 に我 々を引 き戻 す109。

的不正 と言語権」(言 語権研究会編 『ことばへ の権利』三元社、1999年 、96頁)。

108Supra,no七e103(』 乙απ8ωα8αAR`8ん6α 几dResoμrc(～),P.192.

109フ ィリプ ソソとスグ トナブ=カ ンガスは、先進国 の 「援 助」 と人 権 との 関係 につ

いて次 のよ うに言 って い る;「 人権 は現在、 い くっかの主要 な国際 的な政治 案件 にお

いて重要 な役割 を果 た している。 旧共産圏諸国 や旧植民地諸国 に対す る西 側 か らの援

助 は、援助対象国 が人権 の原則 を大枠 において受 け入 れ ることを条件 とす る傾 向 にあ

る。 そのよ うな人権原則 が民主主義及 び 「自由」市場 の推進 のための支 柱 とされ るの

である。 このよ うな政策 をIMF及 び世界銀行 はア フ リカにおいて とって きた。 しか し

根本的 な政治的、社会 的、経済 的変化 が、外発 的 に強要 され るに しろ内発的 に生 まれ

て くるにせ よ、 それが一夜 に して導入 されえない ことはあ きらかであ る。 言 語政 策 や

少数者政策 は援助計画 に主要 に関与す ることはほとん どない。 この ことはア フ リカの

旧植民地諸国 で一般 に言語政策 の優先順位 が低 い ことと対応 してい る。概 して、 教育
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一方 で人権 の観念 は
、近代 において、経済 外的強制 か ら解放 された 「市場 」

にお ける 「自由な人 格」「契 約 の主体 」 とい う擬制 の下 で生 まれ て きた ので あ

り、他方 で 「市場」 の,"現 実"は 、 しば しば人 権 と対 立 し、 現代 にお いて は、

文化 か ら生命 の領域 まで、 あ らゆ るもの を 「資本」 の植民地 に仕立 て上 げて い

く◎'

・例 えば
、初期 マル クスの人 間主義 的な人権批 判 で は マ ル クス固 有 とい

うよ りも、 ほ とん どヘーゲル左派 の影響 で あ るが 一 「自由.とい う人 権 は、

人間 と人間 との結 合 に もとづ くもので はな く、 む しろ人間 と人間 との分離 に も

とづ いて い る」 とい う 「エ ゴイズム」、「利 己の権利」、 「私 的所有 とい う人権」

批判 が展開 されて いる119。 これ は、「市場」 が拡大 しっっ あ った 一 当時 の水

準 において 「グローバ ル化∫ しつつ あ った'r局 面 にお け る"ヒ ュ ーマ ニ ズ

ム"の 側か らの批判 で あ る。

現代 において、 リベ ラ リズム批判 を何 らかの形 で内包 させた共 同体 主義 や、

グローバ ル化批判 によ る言語 や文化 の多様性擁 護 は、 強 いて言 えば、 あ る意 味

で初期 マル クス的 な視点 の変 奏 の上 で行 なわれて いるよ うに思われる6テ イラー

のよ うな共 同体主 義者 も、初 期 マール クスのエ ゴイズ ム批判 や 「共 同体 か ら分離

され た個人」、「ア トム的 な個 人」 とい う批判 の ッール に同調 す るで あろ う。 ま

たグ ローバ ル化 が ます ます資 源 の不平 等 な分配 を強 め、格差 を拡大 し、環境 破

壊 などによ り多 くの人 々の人 権や生存 権 を侵害 してい る とい うの も、 私 的所有

権 の一定 の帰結 に対す る告発 で あ り、 初期 マル ク ス的 な視点 と類似 して い る。

現代 におけ る共 同体主義 や批 判理論、 グ ローバ ル化批 判 に際 して、初 期 マル ク

ス的 な視点 が受容 され やす いのは、 や は りそのr道 徳 的」'側面 に ある。

におけ る援助 の政策 は、土着の言語 よりは旧宗主国家語の学習 を支援 して きた。 そ し

て この ことはエ リー ト及 びエ リー トと結 びっ いた外国の利 益 を強化す るものであった。」

(前掲、注107文 献、99頁)・

110カ ール ・マルクス、(城塚 登訳)『 ユ ダヤ人問題 によせて、 ヘーゲル法哲学批判序説』、

岩波文庫、1974年 、.43-44頁 。
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しか し、『資 本論』 の よ うな後 期 のマル クスにお いて は、 初 期 の"ヒ ュー マ

ニズム"は 後 景 に退 き、 む しろ市場 にお け る商品交換 が人 格 の 自由や相 互承認

のイデオ ロギー によ って支 え られて いて、 階級社会 を生 み 出す労働 力商品 の売

買、商 品 の流通 お よび交換 が行 なわれて い る場面 が、 「真 の天 賦人 権 思想 の楽

園」 あ るいは 「自由、平等 、所有、 そ してベ ンサム」 とアイ ロニ カル に分析 さ

れてい るm。 っ ま り、人権 がrエ ゴイズ ム」 に帰 着 して い る とい う道 徳 的批

判、 「類 的存在 ∫ の回復 とい った視点 だ けで は、 何 ら資本主義 ・(資本 制 社 会)

を超 克で きな い ことを悟 ったか らで あ る。

また マル クスは、資本 主義社会 に道徳 的 に憤慨 して いるのみな らず、資本主

義 によ る既存 の共 同体解 体 のポ テ ンシャル にあ る種 の期待 をか けて い る(っ ま

りマル クス に とって、当時 の水 準で グローバ ル化 しっっ あった資本主義 は最悪

で あ ると同時 に最善 で あ った)。 一部 のマル クス主義者(エ ンゲ ル ス、・カ ウツ

キーな ど)の 間 で少数民族 の文化 や言 語 の衰退 が好意 的 にみ られ、勢力 の小 さ

い言語 の擁 護 な どよ りも市場 と 「交通 」 の拡大 によ る 「世 界語」 や.「国際語 」

(英語や仏語、 ア ラ ビア語 な ど)の 成立 が好 意 的にみ られた の も、 将来 の社 会

主義 的国際文化 の基 盤 と して のポテ ンシャルを見 出 したか ら.であ る。現 に、 カ 、

ウ ッキ ーは 「我 々 は多言語状 態 の消 滅を遺憾 に思 う必要 は全 くない」 と言 って

いた112。 こう した視点 は、逆 に、現代 の共 同体 主 義 的 な文 化 や言 語 の擁護 、

生物 的=言 語 的多様 性 の擁護 者 に と って受容 しが たいで あろ う(キ ム リッカ も、

そ う した文脈 で古典 的社会主 義者 が少数者 の権利 に反対 して いた とい う、 あ る

意味 で正 しい ことを言 ったの であ う)。

スク トナ ブ=カ ンガ ス1こみ られ るよ うな、'辛辣 な"自 由"市 場批 判 あ るい は

グ・一バ ル資本 主義批判 は、小 さな共 向体 の擁護 もしくは国家主 権擁護 に向か

111マ ル クス(長 谷部文雄訳)『 資本論1』 河 出書房、1964年 、『149頁。

1i2カ ール ・カ ウツキー(丸 山敬一訳)「 民族 の解放」(『中京法学』第35巻3・4号 、

2001年 、208頁)・
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わ ざるを得 な い己 また生 物的 〒言 語的多 様性 が存続 して い る(主 に第三世界の)

地域 は、資 本 によ る共 同体 の破壊 が十分 に進行 して いな いよ うな地域 で あ り、

それ らの多様 性が消失 して い くこと牽誰 よ りも憂 慮す 為のが 「言語 エコロジ「」

LanguageEcologyパ ラダイム(ス ク トナ ブニ カ ンガス)で あ る。

他方、 ひ と くちに 「言語 エ コロジー」 と言 って も、 チ ュニ ジァ出身 の フ ラン

スの社会言語学 者 ルイ=ジ ャン ・カル ヴェは、 やや異 な った角度 か ら 「言 語 エ

コロ身一」6cologiedeslangues(邦 訳 文献 で は 「言語 生態学」 と訳 され て い

る)と い った概 念 を用 い る。 カル ヴェは、 同 じ種 の個体 か らなる生物 共 同体 と

して の個体群 か ら、 よ り上位 の生態系 や生 態圏 にいた る生物学 的 モデ ルを諸 言

語 の共存 にあて はめ る。 そ して世界 システ ムの中心 には英語 とい う 「ハ イパ ー

中心言語」 があ り、 その周 囲 をおよそ10の 「ス ーパ ー中心 言語」(カ ル ヴェの

、出身地で あ るアフ リカ諸 国の宗主国 の言 語 で ある フラ ンス語 な ど)が 取 り囲み、

さ らにその周 囲を100か ら200の 「中心 言語」 が取 り囲み、 その次 に4000か ら

5000の 周辺 的な 「群生言語 」が叡 り囲ん でい る とい う113。

言語 面で の グローバ ル化 に反 対す るこ とや少 数言語 を擁 護 す る倫理 は、 カル

ヴェによ って 「政治 的 ・言藷 的 な適切 さ"PLC"」(少 数 者 へ の偏 見 な どを正

す"PC"を もじった もの)に 基づ くものみ なされ る。 しか もカル ヴ ェ特 有 の

主張 とい うのは、 スク トナ ブ〒カ ンガ ス らのよ うに生物 的=言 語 的多様性 の擁

護 に向か うので はな く、文字 を持 たない言 語 に文 字 を与 え た り、 ある言語 を ラ

ジオや学校 に導入 した りす るとい った タイプの介 入 が 「言 語生態学 のバ ラ ンス

を侵害 し、 したが って善 とい うよ りは悪 にな らな いだろ うか」 と疑問 を投 げか

けてい ることで あ る。 しか も、 そ うした言 語 の保 護 を主張 す る人 が当該言 語 の

話者(イ ンサ イダー)で はな く、"PLC"に 駆 りたて られ た 「アウ.トサ イダ」」.

であ り、そ うした人 々 は言語生態 バ ラ ンスを崩 しか ねな い ことを理解 して いな

113ル イ.ニジ ャン ・カル ヴェ(西 山教行訳)「 言 語生 態学の重層 的く中心一周辺>モ デル」

(三浦信孝、糟谷啓介編 『言語帝 国主義 とは何 か』藤原書 店、2000年 、30-31頁)。,.
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)・、 と批判 してい る114。 この よ うに、 「政治 的 ・言 語 的 な適 切 さ"PLC"」 と 一

い う規定 自体 が、 カル ヴェに と って皮 肉 の対象 と して持 ち出 されて い る115。

ち な,みにカル ヴ ェ自身 は 「言語 権」 を何 ら否定 して いるわ けで はな い。 む し

ろ従来 の諸言語共 存 モデル に基 づ いた多言語 主義 に好意 的で あ る。 た だ、し"P

LC"に 駆 りたて られた少数言 語擁護 のr過 剰」 を疑 問視 し、 グ ・一バ ル化 に

よる英語 の拡大 に賛成 して いるわ けで はないが、か とい ってそれ に抗 す るあ ま

り少数言語 の擁護 にまわ るわ けで もな い。 その際、 カル ヴェに,よる と、危 険性

はグ ローバル化 に よる少数言語 の消滅 にあ るので はな くて、 「ハ イパ ー中心 言

語」(英 語)と 「群 生言語」 とい う二 っ の言語 レベルか ら構 成 され るモ デルヘ

と発 展 し、 「スーパ ー中心言語 」 あ るいは 「中心 言語」 で あ る標準 化 され た国

家語 が弱体化 す る こどに ある とい う。

危機 にあ る言 語 の擁護 は上位 の言語 の弱体化 を意 味す る ことが多 い(た と

え ぱ、 スペイ ンの スペイ ン語 はカ ステ ィー リャ語 と命 名 され なお され、 いわ

ば地域語 の ステー タスに引 き下 げ られ、 カ タル ーニ ャ語、 バ スク語、 ガ リシ

ア語 とい った他 の地域 語 に直薗 す ることにな った)。 これ は英 語 とい う 「ハ

イパ ー中心言 語」 の ステー タスを強化 す る ことに な りかねな い116。

こう した仮説 は、 グローバ ル化 と ローカル化 の同時進 行 によ って、板 ば さみ

114同 前、31-35頁 。

115フ ランス的 な文脈で は、,少数者 の認知 などを含 む 「PC」PoZ痂cαZCorrεcψ πθss

とい うのは批判 の対象 にな りやす い。 なぜ な ら共和主 義的な平等概念 と少数 者 の認 知

とい うの は、相容れ ないとみなす傾 向が強 いか らで ある。 また、三浦信孝 によ る と、

「フ ランス語の 「共同体主 義」(コ ミュノタ リスム)は 、 アメ リカの リバ タ リア ン(自

由主義者)と 、コ ミュニタ リア ン(共 同体主義者)の 論争 の影響 もあ って90年 代 に入 り

使われ るようになったが、共和主 義者が多文化主 義を批判 す るときに使 う蔑称 と考 え

て よい。共和主 義者 にとって、 ア ング ロサクソ ン系移民 国で発達 した 「サ ラダボール」

イメージの多 文化主 義 ば、国民の一体 性 を破壊 す る土スニ ック集団 ゲ ッ トーの論理 な

のであ る」 とい う'(三 浦信孝編 ・r普遍 性か差異 か』藤原書店、2001年)。
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にあって衰弱する主権国家という分析に類似 している。カルヴェの結論は、媒

介語としての国家語の機能のために戦 うことで、「われわれは諸々の母語 に生
　ユマ ワ

態学的 な救済 の空間 を保存 する ことがで きる のだ」 とい う こ とで あ る 、。 」

れはユニー クな仮説で、、考慮 に値す るが、 と もす ると国家語 イデオ ロギーの代

弁 に帰着 す る ことは、容易 にみて とれ る。

ス ク トナ ブ=カ ンガ ス らとカル ヴェ とで は 「言語 エ コロ ジー」 の意 味す ると

ころが 違 う。 ス ク トナ ブ=カ ンガ ス らに よれ ば、 「言語 エ コロ ジー」 と は、 国

家 による同化 の圧力 や合理 化、市場 化 や グローバ ル資本主 義 に よって、恒常 的

に危機 にさ らされてい るので あ って、 そ うで はな いよ うな モデルを追及 す るこ

とが大 事 なのであ る。 しか しカル ヴ ェに蓄 いて は、 前述 したモデルか らな る諸 、

言語の既存 の 「棲 みわ け」 の バ ラ ンス を、 「介 入 」 主 義 に よ って崩 す こ とが

r言語 エコロ ジー」 を崩 して しまい、 それ は 「悪」 なめ で あ るb

カル ヴェの視 点を き っぱ りと批 判 した のは言語学 者 の田中克彦 で あ る。

ここに言 う 「言語 の生態」 とは何 で あろ うか。「生態」=エ コロ ジー は本

来、 「自然」 にかかわ る ものだが、 ここで は権力 によ る言 語 の選 別 と操 作 の

,観念 を含 んで いる。 ここに言 う 「生 態 のバ ラ ンス」 のバ ラ ンスは権 力 の介入

な しには考 え られない概念 で あ るか ら、 それ に抗 して、非帝 国言語 を 「ラジ

オ や学 校 で用 いた い」 とい う権 利 の主 張 を否 定 す る ことを意 味 す るだ ろ

づ118。

こ批は確かにまっとうな批判である・そもそも・カルヴェの言 う 「ハイパー

中心言語」(英 語)の 拡大 と少数言語 の擁護が、国家語の機能を危 うくす ると

117前 掲、注114。

118一 田中克彦 「言語 と民族 は切 り離 し得 るとい う、言語 帝 国主 義 を支 え る言 語理 論」

(前掲 、注113文 献)
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い うことは正 しいで あろ うか。例 えば、 カル ヴェが活躍 しているフランスでは、

いわ ゆ る 「トゥーボ ン法」 とい うフ ランス保 護法 が あ り、EUに 加 盟 す る東 欧

やバ ル ト諸国 な どで類似 の法律 が採択 されて いる。 これ らは グローバ ル化 に対

す る国家 の反応 のひ とつ であ る。 それ らが国 家語 の機 能 を 「正常 化」 す るのだ

と した ら、 カル ヴ ェの望 む方 向 なので あろ うが、 それ に比べ れば少数 派 の言語

を不利 な状態 にあるだ ろ う6と な るとカル ヴェの国家 語擁護論 はやや過 剰防衛

的 と もいえな く.はない。 また、 少数言語 の保護 とい う 「介入」主義 を批 判 しつ

っ も、 国家語 の機 能保持 のため に戦 うとい うカル ヴまの言明 が、 すで に権力 の

「介入」 を間接 的 に伝 え ていて、 それ以前 の諸 言語 の生態 の 「バ ラ ンス⊥ とい

うめ も、 田中克彦 が言 うよ うに権 力 の作 用 に よって形成 されて きた もので あろ

う。 となる と、 そ もそ も 「生態系 」 のモ デルを、様 々な権力作用 に よって歴史

的に形成 されて きた諸言語 の階層 に用 いる ことは正 しい のだ ろ うか とい う疑問

に行 きっく。他方 、 ス ク トナ ブ=カ ンガス らの 「言語 エコロ ジー」 も、 別 の意

味 で権力 の介入 を必要 とす る(放 ってお くと少数 言語 が衰退 して しま うか ら)。

望 ま しい 「エ コロジー」 が何 なのか、 その ための どのよ うな介入 が必要 なのか

とい うことに関 して、両者 は分 岐 して い るのであ る。

ただ し、 従来 の よ うな 「国民 国家」.と 「少 数民族 」 とい う構 図 と違 って、 カ

.ルヴェの いう<「 ハ イパ ー中心言語 」(英 語)と 「群生 言語 」 とい う;っ の言

語 レベルか ら構成 され るモ デル>と い う視点 は、 グ ロ」バル化 のある側面 を照

らしだ して い るのか もしれ ない。先 述 した よ うに、世 界 レベルで の リンガ ・フ

ラ ンカ と して の英語 の事実上 の地位 にみ られ るよ うに、主権国 家 はr国 語」 の

存続 に も重大 な関心 を寄 せて い るにサ よ英語 の拒否 や駆逐 を 目指 して い るので

はな く、今後 、「英語 とその他 の諸言語」 とい う二 極構造 が支 配 的 にな る こと

も予想 され るか らで ある119。・スク トナ ブ=カ ンガ ス や フ ィ リプ ソ ン も、 一 方

119な お、 日本でも一時期議論 されていた 「英語第二公用語化論」 とその暖の.「日本

語 ブーム」や諸国の国語法制の諸問題 にっいては、前掲、注36の 拙稿を参照。
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で は 「我 々 は、少 数言語 の権 利 の認知 の高 ま りとと もに、「ヨー ロ ッパ 」 単 位

の、また地球規榛め二層言語状況(ダ イグロシア)を 経験 しっっあるか もしれ

・な い」 と述 べ て い るの で あ る120
。

9.諸 言語の経済的価値一 言語と通貨一

カル ヴェの議論 において は、「言語 エ コ ロジ ー」 のモデル よ り も、 言 語 の価

値 について通貨 の比喩 を用 いて い る部 分 ゐ ほ うが、 問題 提起 と して はお もしろ

.い6通 貨 の威 力 はその 「交換可 能性」 によ る。英 語 が グローバル言語 で ある こ

と'(基 軸言語)と 、 ドルであ らゆ る通貨 を購入 で きるこ乏(基 軸 通貨)の 相関

性 は、無縁 で はな いで あろう。 カル ヴェは、r使 用範 囲が 限 られ た言 語 は両 替

不可能な言語ではないだろうか」とし・われわれは・「いわば言語り商品価値

をめ ぐる、'言語 の証券取 引所 とで も呼ぶ よ うな場 に い ることが分 る」 とい う比

喩を用 いる121。 ヒのよ うに、 カル ヴヂ は言 語 間 の不 平 等 を積 極 的 に容 認 して

いるわ けで はないにせ よ、諸 言語 が 「言語 はそ の社会 的価値 や使用 とい う観点

か ら考 え ると、本質的 に平等 で ない」 とい うこ との背景 を直視 して い るこ とに 、

.なる。

言語 どい うメデ ィアを、通 貨 とい うメデ ィアの比喩 で論 じることは、一 見 し

.たところ、 やや安 直 に も思 え るが、社会言 語学者 の フ ロ リア ン ・クル マ スの議

論を参照すると・言語と通貨との間には・単尽る比喩以上の内的連関があるよ

うだ122。クルマスほ、 ラテン語に代わ って民衆語の正書法の規範化が浸透 し

ていったことと、貨幣経済が全面化 していくことに、近代社会における相互連

126前 掲、注107文 献、102頁 。

121前 掲、注113文 献、34-35頁 。

緯 、、翅 フ・リアン・クルマス(諏 訪功 ・菊池雅子 ・大谷弘道訳)rこ とばの経済学』(大
1灘・ 修館書店、1993年)。
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関 を見 出 して いる。

その際、 まず クルマ スは、 「富」 と しての言 語 た るゆ えんを、 その 「共通 語」

と しての威力 に求 めて いる。

ヨーロッパにおけることばと国家の事実上の統一 は、19世 紀 にな って初

めて、 ほぼ実現 した。,こ の際、『肝心なのはこの 二っの歴史上の過程が、偶然

に進行 したのではなく、相互に規定 し合ったことである。ヨ㌣ロッパID地 方'

語の標準語化 と洗練化 はただ単 に経済発展によって影響を受けたのではなく、

経済発展にも影響を与え返 した。そしてこの際、両者とも宗教改革から決定

的な刺激を受けたのである。「言語は富である」 というのは、 したがって、

より正確には、・「共通語は富である」ということである。その意味は、.共通

語が個々の地方市場間の散在的な関係をまとめて大きな国内市場を形成する

際の支えになり、＼かくして関係者を初めて相互に結合して一つの市場を形成

させたということ、 しかもそのさまざまな交易関係が言語の障壁によって阻

害されず、今までより円滑に機能 しうるような国家的な市場を形成させたと

いうことぞある。またその意味は、今までよりずっと大きな集団の知識が集

められ、交換され、広い階層の人々にとって接近 しやすくされたということ

でもあり、 これは長期的には労働市場における使用可能な資源の質的向上と

その動員の可能性の増大を意味 したのである123。

国内市場統一 と言語統 一 との関連性 分析 は、前述 した カ ウッキ ーのよ うな古

典 的 マル クス主義者 らの分析 に類似 し宅 い るが、クルマスは、む しろウェーバ ー

な どの社会学 に影響 を受 けっっ、 ヨー ロッパ に関 して、資本主義 その もの よ り

もむ しろ宗 教改革 に、 ラテ ン語 に代 わ る近代 の国語形成 と経済発展 のポテ ンシャ

123同 前 、21-22頁 。
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ルを見出している。そしてクルマスは、貨幣の機能については、ジンメルの議

論を参照 し、さらにはレーニンが言語統一 と資本主義との相関関係に触れた部

分までをも引用し、市場における商品交換者が互いに密接に結合するという近
1

代の 「社会的現実」について、次のように端的に説明 している。

貨幣によって直接の商品交換から解放され、より大きく、より非個人的に、

より抽象的になった市場、そして初めて社会全体を包括する共通語のなかに、

.この社会的現実の成立が表現 されている。両者、すなわち貨幣経済と共通語

は、1質的な社会発展の一歩をあらわす。両者が個人を新たなやり方で相互に

関連づけ、経済 ・社会9文 化生活への参加の新 しい可能性を開いたからであ

』る124。

クルマ スの社会学 的分析 は、近代 以 降の 「共通 語」 の形 成 お よび伝播 に経済

発展 の要 因の ひ とっを見出す こと もあって、 それ に伴 って生 じる言語 間の不平

等 や諸言語 の経済 的価 値 の落差 、 ひいて は 「ことばの死」 に対 して は、肯 定的

どい うわ けで はないが、か とい って否定 的 で もな い。例 え ば、 クルマス はアイ

ヌ語 の例 に も言及 して いて、 「今 日アイヌ語 は 日常 の コミュ ニ ケ ー シ ョ ンに お

いて は もはや ま った く用 い られず、民俗芸術の装飾 とい う地位 に低下 して しまっ

てい る。 それ を遺憾 に思 う人 もいるが、 今 か ら見 れ ば、.日本経済 と日本 国家へ

・のアイ ヌ融合 の避 け られ ない結 果 のよ うに見 え る」 と して い る125
。 これ らの,

ことは、 クルマスが依拠 す る分 析 ツールの ひ とつで あ るウェーバ ーの言 う 「合

理化」 の過 程 と関連 す るだ ろ う。っ ま り市 場 の拡 大 とと もに近代 国家 に'おいて

優位 にな る法治 システ ム、.官僚 制度、科学 技術、 工業化 において、使用 され な

い、』あ るい はそ う した 「合理化 」過程 に適 応 で きなか った境遇 にある言語 が衰

124同 前 、32頁 。

125同 前 、'229頁 。
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退の道をたどる。そしてクルマスは、言語間に価値の優劣はないとする相対主

義的通念や、消滅の危機に瀕 した言語に対する言語学的後悔の念を破って、個々

の言語の 「経済的価値」の違いを、あえてザッハ リヒに論証するのである。

クルマスの場合、「言語権」や 「危機に瀕した言語の保護」などを強 く主張 .

しない点では、「言語あ商品価値をめぐる、言語の証券取引所」 という、前述

したカルヴェの醒めた認識と類似 している。さら、にカルヴェとクルマスに共通

しているのは、一見したところ 「事実」の認識(す なわち実際には諸言語 は不

平等であり経済的価値も異なってくるという認識)に 徹 しているようにみえて、

実 はその中で、ある種の価値判断、「当為」(す なわち必要以上に少数言語 の人
の 　 　 　 　 　 　

為的保護をすべきではない)が すべ り込んでいることである。かといって、両

者は 「言語権」を明確1ヒ否定 しているわけではな く、既存の言語間の権力関係

に積極的に同意 しているとまでは言えないが、少数言語の権利や保護について

の枠組みを積極的に呈示していない以上、それにっいては、どちらかという≧

消極 的で あ る と言 え る。

少 数言語 の権利 や保護 につ いて あ ま り積極 的 にで はない,ということについて、

カル ヴェの場 合 は 「言語 エ コロ ジー」 とい う既 存 のバ ランス維 持 とい う観点 が

影 響 してい るが、 クルマ スの場合 は、 『ことばの経 済学 』 とい う彼 自身 の著作

のネー ミングか らもわか るよ うに、経 済学 的な コス ト・便益 分析 が影響 して い

る。

一般 的 に
、多言語 政策 は膨 大 な コス トがかか る と言 われて い る。 もっと も、

マクロ的にみて、そのコストを便益が上回ると判断されれば多言語政策は軽済

学的見地 か らも正 当化 され る。 クル マス も、 カナダの言語 法 に コス ト・・便益分

析 をあて はめた実 例 な どを紹介 し、 「コス トは絶対 的 な数値 で は多額 だが、 得

られ る結 果 に比 べ れば、 す なわち カナ ダ社会 で の フラ ンス語 とフラ ンス語母語

話者 の競 争力 の向上 とい う点 につ いて は小 額 だ といえ る」 とい う、よ うな見解 を

引用 して い る126(そ うい う意味 で、 クル マス は多 言 語主 義 一 般 に反 対 して い

126同 前 、179頁 。
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・・るわ けで はない)。 ただ し、 クル マス はコス、ト・便益 分析 に全 幅 の信 頼 を 置 い

てい るわ けで はない。

言語がからむ措置による利益は、 コス ドより算出するのが難 しいが、KN

分析(*コ ス ト・便益分析の こと)は 政治、行政、経済 における言語問題の

解決には有効な補助手段である。ただ忘れてはならないのは、言語の使用、

獲得、育成にっいての決定はKN分 析で望 ましいとは分か って も、かならず

しも財政的に実行可能とは限らないし、政治的に望ましく、実現可能である

とも限らない。これは言語が経済的側面のほかに政治、文化、社会心理学的

.側面を持 ち、 これ らは計測可能ではないか らである。またそれ故、言語に関

連する決定がどんな影響を及ぼすか予測することも きわめて難 しい。KN分

'析は経済上の数値で処理で きるようなフ
ァクターしか考.慮す ることがで きな

い。だか ら、KN分 析に期待できるのはく言語問題でなんらかの意思決定を

おこなう際に、付加的な情報を得ることであ り、 それ以上でも以下でもな

い127◎

「言語権」 の蹟 きの石 のひ とつ は、 この コス ト ・便益 問題 にあ るのか も しれ

ない。 むろん、 コス ト ・便益 の比較衡量 は、 政 策 担 当 の場 面 で は重 要 だが 、

「言語権」 あ るいは 「多言 語主義」 とい う枠 組 みを、 コス ト ・便 益 分 析 に もっ

ぱ ら従属 させ ることはで きない(も しコス トを最小限 に抑え るのであれば ブ リま ッ

セルのIEU機 関 は複数公用語通訳 制度 を放棄 して英語 に統一 しな けれ ば な らな 、

い)。 あ るい は、 「言語 権」 は、 クノセマスの い うと ころの言 語 の もっ 「経 済 的側

面 の ほか に政治、文化、 社会心理学 的側面 」 に も影響 されやす い。'例え ば、・一

定 の諸国 におけ る多言語主 義的政策 や 「言 語権」 の認知 が、狭 い意味 での コス

127同 前 、194-195頁 。
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ト ・便益 の計 算 のみな らず、民 族対立 を抑止 して その国 の政 治統合 をスムー ス

にす る とみな され ること もあ る。 反 対 に、 極 端 な場 合 、 「言 語 権 」 の主 張 は

「分離主 義」、「反 国家 的行 為」 と判 断 され るこ とさえ ある(ト ル コにお け る ク

ル ド語 の権利 主張 が、 トル コ政 府 に よ って、 その よ うにみな され た よ うに)。

そ こまで極 端で な くて も、 「言語権 」 は、 ネー シ ョン ・ピー プル の 「単 一 不可

分性」 と緊張 関係 にあ る とみな された り、「言 語権」 が民族 の 「集 団 的権 利 」

の承認 に道 を開 き、 ネー シ ョンの 「単一 不可分性 」』に とって脅威で あ ると危惧

され た りす る こともあ る(フ ラ ンスの よ うに)。 これ らは、 コス ト ・便 益 分析

以前 に、 きわ めて政 治的 な側面 か ら判 断 され てい る事柄 であ り、文化 や社会心

理 に影響 を及 ぼす。 クル マス も、 コス ト ・便益分 析 を、 あ くまで も 「付加 的な

情報」 と して い る。

諸言語 のr経 済 的価値」 あ るい はr商 品価値」 とい う問題設定 は、現 に存在 一

す る言語 間 の格差 や不平等 を直視 す る意味 で、有 益 であ ると同時 に、次 で論 じ

るよ うに、 そ う した論点 は必 ず しも諸言語 の 「弱肉強食 」、「自然淘汰」 の正 当 ・

化 を意 味 しない。 「言語 権 」 との関 連 で 、 言 語 の 「市 場 的価 値 」 や、 言 語 と

「通貨」 との関連 につ いて も、 批判 的 に読み替 えて い く必要 が ある。

10.小 括 一 「市 場」・「公共財」・「言語権」 一

桂木 隆夫 は 『自由社会 の法哲学』 において、 自由社会 におけるくゲームのルー

ル>と い うものが、 ルール形 成 とそ の発展 の 自発性 ・自然発生性 を重視 す る と

い う見地 か ら、<ゲ ー ムのル ール>の 観念 はル ールの変化 ・修正 のため の人為

的関与 を どの程 度、 ま㊧ どのよ うな もの と して認容 す るのか とい う問 いを立 て

てい る。 そ して ルール形成 の 「自生性」 と 「人為性」 の問題 を考 え るにあ牽 う

て、 「言語 計画」 の概念 に触 れ てい る128。

128桂 木隆夫r新 版 ・自由社会の法哲学』(弘 文堂 、1998年)、149-150、155-161頁 。
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その中で、桂木は、先述したクルマスの議論に依拠 しっっ、まず 「言語の自

生性」については{市 場の自生性 に関連 し、言語 も適応と淘汰の過程を経てき

,たとい う。 それに対 して 「言語計画」は .「言語の人為性」'に関連するが～ それ

は言語を人工的に制定 してそれを上から制定するという意味ではな く、「言語

の自主性を前提としてそこに人為的な方向付けを与えるという程度の意味」だ

,と.いう。「言語計画」 は、 「実体計 画」(語 彙 一・文法 ・正書 法の標準語化)と

「席次計画⊥(社 会における言語の地位の変更)か らな り、特 に 「席次計画」に

っいては～社会め実情が複雑で多義的であるため、計画実施に1は多 くの困難 と

紆余曲折や修正が伴うという。また計画を社会の実情に合わせて実施するには、

「差別 しな い」(い わゆ る非差別 原則)non-discriminationと い う要 素 が重 要で

あり、国家が言語計画によって特定の公用語を優先的に扱 う場合には、同時に

他の言語を 「差別 しない」 ことが示される必要があり、なおかっそれは、不利

益を受ける人々の状況や共通の国語の実現可能性などの諸要因をバランスのと

れた仕方で考慮しなければならないという。

こうした桂木の見地には、ある種の 「言語権」の発想が内在 しているともい・

える。 しかし、桂木の強調点は、おそらく国家による一定の人為的関与による

言語計画を認めっっも、介入にもっぱら頼るということではなくて、むしろ桂

木のいう 「矛盾の解決は結局社会の自発的問踵解決能力に委ねられる他はない玉

「(ノレール変更のための国家の権威的提言は)社 会 の実情を慎重 に考慮 し長期的

尽裡野に立ったものでなければなうない」 というごとであろう。そのことは・

桂木の 『自由社会の法哲学』全体を貫 くモチーフである多元主義、論争や試行

錯誤による漸進主義、自生的秩序、市場倫理からしても.そうである。

「自生的秩序」 はハイエク的な含意があるが、「市場」に関 して、桂木は、

「共生の作法」、「模索する市場経済」といった立場から次のように言 う。

これまで、市場は弱肉強食的な私的利益の追求の場であると考えられ、市
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場 が共生 の ための ルールを模索 す る場 で あ るとい う考 え方 は一部 で は見 られ

たにせ よ、例外 で あ った。 そ して そ こか ら、市 場 の～レール は政治 によ って決

定 され、 そのル ールの下 で市場 において 自由 な経済活動 を行 うとい う観念 が
へ

導かれる。だがこれは、中世以来の市場の平和論(権 力によって市場を保護

しコントロールすべし)に 基づ く誤 った考え方である。 これに対 して、模索

する市場経済は、市場が生み出す争いや不安を是正するために共生の作法を

立法化し市場を制限するのは例外であり、それは渥乱 した市場を健全な形に

戻す一時的な処置であると考える◎(原 文改行)こ の考え方 によれば、市場

こそがコンセンサスを多様に生み出す仕組みである。 しかもそれは、人々の

様々な交流と実践によって自生的に成立 してきた。ここでいう実践とは、異

なる人々の間での欲求や主張のぶっけ合い、相手に対する好奇心と寛容・そ

れに基づく競争と相互協力、などをさす。そして市場は、数多くの人々のこ

うした実践の試行錯誤的積み重ねによって漸進的に成立するのである坤。

桂木は経済学上の分析概念としてのr市 場」概念(合 理的経済人の利潤追求

ゲーム、効率が絶対的価値基準)と 、社会哲学上 の倫理概念としての 「市場」

(効率 とな らんで多様な生 き方 の共存という価値が常に意識される)を 分け130、

後者の 「市場の倫理」 によって多様性を擁護 しようとする。言語の多様性にっ

いても、一定の 「言語計画」の歴史的経験をふまえっっ、「市場の倫理」 とい

うフナクターが桂木においては重要な意味をもってくる。

なお、前述 したようにrグ ローバル化」の拡大 とあいまって、r自 由市場」

を批判す る代表的な論者は、スクトナブニカンガスであり、そこでは 「市場」

の論理や均質な文化の効率性 と、民主主義的な多様性とが対立させられている。

したがって、桂木のいう 「市場」とスクトナプ=カ ンガスのい う 「市場」 は、

129同 前 、108頁 。

130同 前 、163頁 。
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蕪1'.

1驚 かなり異なつてこよう.

まず、 ス ク トナ ブ=・カ ンガ スにおいて は、 どち らか とい うと眼前で進行 す る

・r市場」 の現 実が念頭 に置かれ てお り
、 さ らに開発 や優勝劣 敗 、 多国 籍 企 業 の

展 開JMFやWTOの 活動 を正 当化 す る諸 々 の新 自由主 義 的 な 「市場」 イ デ オ

Oギ ーお よびその効 果が批判 されて い る。 確 かに 「グ ローバ ル化」 は、 よ り通

用 度 の低 い言語 に とって は、 あ る意味 で脅 威 にな るのか も しれな い。 国連 の環

境 計画(UNEP)に よ ると、 世界 中の言語 の数 を五千 か ら七千 とみた場 合、 現

在、 「グローバル化」・によ づて二 千五百 以上 の言語 が 「絶 滅」 の危 機 に さ らさ

.れてい るとい う131。実際 に 「絶 滅」 の危 機 に さ らされて い る とみな され て い

'る言語 が
・ いか なそ地域 にお いて、 いか な る作 用 によ って 「絶 滅」 の瀬戸 際 に

追 い こまれた り、 あ るい は言 語 シフ トが起 こった、りして母 語話者 が減 るのか、

・も し くは
、 その テ ンポが、近 年、顕著 の ことなのか、一なお検討 す る必要 もあ る

・が1戦 先住民 の言語 などを含 め、 言語 あ多 様 性 の維 持 に何 らか の価 値 を見 言

6出 す側 か らす る と、「グローバル化」 の下 で の 「自由市場」 の現 実 は、 と も

す ると 「脅威」 と映 るのであ ろ う。

しかし、桂木の言 う 「市場」擁護の力点は、国家の人為的介入を批封し、社

会の諸主体が試行錯誤しっっ共存のルールを模索 していくという倫理性にある。'

・この倫理を徹底 させ九場合、例えば国家が規模の大きい少数者と規槙の小さい

脆弱な少数者を区別 して前者の言語のみを公認して保護したり、国家が歴史的

な少数者と移民を区別 したりするといった発想も、国家の恣意として批判し得

るσ桂木自身は国家による 「言語計画」や介入による保護を全く否定 している

わけではないが、必要以上の国家の関与は、逆にエスニジティの序列化をもた、

'らし
て しまったり、対立を悪化 させたり、対立そのものを新たに作り出してし

131『 朝 日新 聞』2001年2月12日 の報道

132「 言語死 」 の実情 や過 程 そ の もの を主 題 に した もの と して、DavidCrysta1,

、Lαπ8μα8e1)θ α君ん,(Cambridge,2000)。
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まったりするのではないかという懐疑が根底にあると言えるだろう(こ れはソ

ヴィエ ト連邦 が陥った問題でもあった)。

「矛盾の解決 は結局、社会 の自発的問題解決能力に委ねられる他はない」と

いう視点は、国家は全能でも善意でもないゆえに、国家による少数者の選択的

保護主義やパターナリズムに依存するよりも、市民社会における少数者のアイ

デンティティの生成、変容や自治などを重視する点で、有益である。「社会の

自発的問題解決能力」の陶冶の場であるr倫 理」 としてのr市 場」においては、

個人の欲望追及というよりも、・むしろ社会連帯(ア ソシエーショニズム)と いっ

た価値が重要性を もって くるのではないか。

言語と市場との関係を論じたフランソワ ・グランは、労働市場における言語

資格の需要 と供給などを材料に用いっっ、次のようにまとめている。
ヤ

・ 市 場 の力 は、 よ り広範 な コ ミュニ ケー シ ョンの言語 の拡大 に一定 の寄与

をす る。 そ の場 合、最 も明 白に、 グ ローバル に利益 を受 けてい るの は、

疑 いな く英語 であ る。 ただ し、地 域 レベルで は他 の言 語 も、 それ よ りも

ローカル な言語 に損失 を与 えっ っ、拡大 す る ことがで きるq

・ しか し、 あ る言語 が しだ いに広範 な コ ミュニケー シ ョンの言語 の地 位 を

獲得 して い く際の プ ロセ スに主 な弾 みを与 え るの は、通常、非市 場的 な

.力で あ る6言 語 の拡大 には、 いか な る 「自然 」 な力 もない。

・・市場 の ダイナ ミクスに はチェ ック ・ア ン ド ・バ ラ ンスの ビル トイ ンシス

テ.ムが含 まれ るた め、長 い目で参 た場 合で さえ も、市場 の力 は、必ず し

、も他 のすべ ての言 語 の消滅 に帰 結 しな い。

・ 規制 を受 けな い市場 の力が、 よ り通用 度 の低 い言 語 にみ られ るよ うな言

語死 の要因 とな る場合 、 この こ とは、 それ らの言 語がr市 場」 の価値 を

もた尽いことを反映 している。 し塑し・経済的価値1ま・市場交換の領域

の外部で生み出される非市場的価値を含む。
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・ 市 場 の価値 が ない こ、とは、 それ らの言語 がいか な るr経 済 的」価 値 を も

有 さない とい うことを意 味 しな い。.

・ 言 語 の多様性 と、 きれ いな空気 や荒 らされ てい ない景観 のよ うな環境 の
ヤ

利点との間の共通性を用いるとす ると、.市場の文脈を修正 して多様性を

維持する作用を導入する政策手段に頼ることを経済的見地から正当化す

ることも可能である。

・ そのような干渉は、市場の力と対決する苦 しい闘いを意味すると言 う必

要はなく、市場の鎧兜の隙間を利用 して、市場の力を言語的多様性の維

持のための闘いに利するように振向けることができる133。

＼

この分析において示されている 「市場」と言語あ関係分析は、クルマスの分
　 　 　 　 　 　 ロ

析と類似している側面もある。しかし、グランの議論の特徴は、「市場」の作
　 　 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の

用が必ずしも不利な言語にとって脅威にならず、それを多様性維持のために仕
　 　 　 の 　

向 けるべ き、 とい うある種 の倫 理的視点 が介在 して い る ことであ る。 つ ま り、.

グラ ンにお いては、前述 した桂 木 の語法 を使 うと、<経 済学上 の分析概 念 と し

ての 「市 場」>に く倫理概 念 と して の 「市場 」>を ビル トイ ン しよ うと した も

の とみ ること もで きる。

庵 っとも、'その際、言語 の拡大 の主 な要 因が 「非 市場 的」 な力 であ る とい う

グ ランの留保 も考慮 に入 れ る必要 が ある。従 来 の歴 史 をみて も、有力 な言語 あ

るいは グロrバ ル な言語 は、 もっぱ ら純 粋 に市 場 の論 理 に よ って拡大 して きた

とい うよ りも、 国家権力 や軍 事力 に よ って きた ところが大 きい。植民 地支配 な

どはその典型 であ る(イ ン ドにおけ る英 語 の地 位 や ア フ リカ諸国 にお ける フラ

ンス語 の地位 な ど)。 ただ し、例 え ば 「帝 国主義」 は、 同時 に市場 の拡大 を伴 っ、

133FrangouisGrin,MarketForces,LanguageSpreadand-Linguistic

Dive:rsity,Supra,Note103(Lα π8ω α8αAR∫8h,6α π4Rおo砂oε),pp.182.

183.
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ていたため、特定の支配的言語の拡大に関して、どこまでが 「非市場的」な力

で、どこからが 「市場」の力によるものなのか、一義的に確定するのは難しい。

強いて言 うならば、「純粋な市場」というものはモデルとしては可能でも、現

実には存在 しないので、r市 場」の拡大には常に国家権力や軍事力が背景にあっ

たといわざるを得ない134。グランの分析では、「市場」,の力が即、 言語的多様

性にとって脅威になるというよりも、市場交換が行われる際の不平等な権力関

係というものが問題であるらしい。

そのことをふまえつつ、「市場」の価値と 「経済的」価値を区別する方法、

そして 「市場の文脈を修正 して多様性を維持する作用を導入する」とはどうい

うことであろうか。

きれ いな空 気や遮 られせ い景観 は、 それ 自体 と して は、 いかな る市 場 の価

値 もな く.、車 や ワィ ン、労 働 時間 のよ うに売買 され るので はない。 に もか か

わ らず、 それ らは経済 的価値 が あ る。 なぜ な ら、 きれ いな空気 や遮 られ ない

景 観 を享受 す る ことは、 効用 を生 み出すか らで ある。 しか し、 そ のよ うな財

産にいかなる市場的価値がないとすると、規制を畳けない市場の力1み それ

らの財産の破壊に帰着す る行為を招来させかねない。この問題は、(経 済学

の)文 献では 「市場 の失敗」 として知 られている(あ るいは不適切な供給 も

また、分析的には同様である)。言語的環境 は、 自然環境 ときわめて似通 っ

　　　

て い るよ うにみえ る 。

言語 ごとに ・「市 場的」価値 が異 な る ことは、 クルマ スの議 論 によ って様 々な

134グ ラ シは、「言語的不 車等 が、(純 粋な市場交換か ら分離 した)軍 事 的 、 政治 的 あ

るいは文化的帝国主義の ような作 用だ と して も、だか らとい って、 い く らかの平等 を

回復す るための努力が、狭 い意味での 自由放任市場の枠 に しば られ るべ き と言 うの は

困難で ある。」 と言 うて いる。乃`d,note44,atp.183.

1351配d.,p.180.
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角度 か ら経 験的 に明 らか にされ、 グ ランによ って も認識 されて いるが、 上記 の

・議論 をふ まえ た場合
、 あ る言 語 の 「市場 的」価値 が低 くて も、 そ の言語 は一種

の 「公共財」publicgoods,commongoodsと しての 経 済 的 価 値 を帯 び て く

るとみなす ことで きる(も っ とも、言 語 は多種多様 で メンバ ー シ ップ と深 く結 』
　 　 　

びつ いてい るので、個 々の言 語 は 「公 共財」 とい うよ りも、 その一変 種 で ある

「クラブ財」 とい う こと にな るので あ ろ うか136、 も し くは グ ラ ンの説 明 で は
　 　 　

r言 語 的多様 性」 とい う価 値 その ものが グ・一バル なr公 共 財」 とみ な さ れて

いる)。・

グラ ンが論 じて いるよ うに、言 語 それ 自体 が、車 や ワイ ンのよ うに市 場 で売

買 された とい う話 は、 いまだかつて一度 も聞 いた ことはない。 とな ると、言語

は強 いて い うと車 や ワイ ンの よ うな私 的財 よ り も諸 々の 「環境 」 のよ うな 「公

共財」 に似 て い る.(た だ し、言語 は、生 態系 や 自然 と異 な って きわめて人為 的

産物 で ある)。 それ ゆえ市場 の歪 みを是 正 しっっ、諸 言語 の適切 な 「供 給 」 を

果た して い くとい うこと も、確 か に 「公共 的」 問題で あ る。

・市場 メカニズムを うま く用 いて言 語復興 を実行 した例 と して、 グ ラ ンはアイ

ル ラン ドにお ける市民社 会領域 での アイル ラン ド語 復興 を例 に出 して い るが、

規制 された市 場 メカニズ ムの下 で 「公共財」 と して の言語 を供給 し、 なおかっ

そ こで市場 の力を うま く利 用 して言語 の地位 を高 め た象徴 的 な例 と して は、 ま

さ.にカナ ダのケベ ック州 や スペ イ ンの カ タル ーニ ャ州 な どがあるのではないか。

いずれ も、 かつて一方 は英語市 場、他 方 はスペ イ シ語(カ ステ ィー リャ語)市

136「 純粋公共財」 は非競合性 と非排他性 とい う特徴 を もっ。 そ の うちの一 方 を満 た

,す よ うな財 はr不 純公共財」 とも言 われ るが、.r便益 の享 受 は非 競合 的で あ るが 、 同P時に排除可能 な もの」 はrク
ラブ財」 と呼 ばれ、r非 排 除 的で か っ便 益 の教 授 に おい

て競合的な もの」 は.「共通 プール資源」 と呼 ばれ る(イ ンゲ ・カ ール～ イ ザ ベル ・グ

ル ンベルグ、マ ーグ ・A・ ス ター ン編、・FASID国 際開発研究 セ ンター訳 『地球 公共

・財』、 日本経 済新 聞社》1999年 、32頁)oこ れ らの分類 に依拠す れば、言語 は 「ク ラブ

財」 に;近い。



100 神戸法学年報 第19号(2003)

場に席巻されて押され気味であったが、公権力の言語立法政策の下でフランス

語市場、カタルーニャ語市場を創出した。

ただ.し、 これ らの例は、結局、 自治単位などの公権力がいかなる言語を 「公

共財」として選定 し、ある程度の規模の言語市場の創出に寄与 し得るかという

政策決定過程にかかっている。グランも自覚 しているように、さらなる少数者

の言語や移民の言語になると、そうはいかない。それは、キムリッカが 「社会

構成的文化」の維持 ・存続の是非をメルクマールにしたζとと類似 している。

グラ著が言うところの、市場の力をうまく利用して言語に 「経済的」価値脅も

たせることは、いわば政治やメディア、 ビジネス、教育、文化などの領域にわ

たる 「社会構成的文化」を維持 ・存続させることと結びっいていると言える。

それをうまく維持 ・存続できない場合、当該言語は劣勢 ・衰退を余儀なくされ

る。

その場合、言語権のアクティヴィズムは、より小さな言語の側に立っことも

あるが、キムリッカのような論者は、より小さな言語の維持の権利を否定しな

いにせよ、領土や歴史に根ざした一一定の規模を有する少数派の言語権を重視す

る。

先述 した桂木の倫理概念 としての 「市場」の力点は、グランのように自由放

任の 「市場」の規制にあるというよりも、む しろ、社会の 「自生」的秩序、

「自発的問題解決能力」にあるわけだ抵 そのことは
.「言語樺」 におけ る 「市

民社 会」 の役割 とい う視 点 をむ しろ クロ乙ズア ップさせ る。 これは 「言語計画」

とい う.ものの役 割主体 が、必 ず しも国家、 公権力 だ けに限定 され ないとい うこ

とで もあ る137。近年 では、.非政府組 織 な どに よ る下 か らの 「言 語 計 画」 も し

くはその支援 とい った領 域 の比重 が高 まって お り、 それ はよ り規模 Φ小 さい少

数言語 に とって は重要 な ことで ある。 む ろん今 までの歴史 をみて も、「言語権 」

137桂 木隆夫 「言語政策 または言語計画 の概念 にっ いて」成践大学 アジア太平 洋研 穽 セ

ンタr・ デ ィスカ ッション ・ぺ一パ ー、SJ-11、1999年 。
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の要求は、個別の地域における様々な下からの言語復興運動によってなされて

きたわけであるが、それらはどちらかというと国 ・地域ごとに分断されていた。

しかし、特に1990年 代に入 って、少数言語復興運動 に携わる活動の量的拡大

とその相互の結びっきは、グローrバルな情報ネ ットワークの発達 とあいまって

めざましく、国や地域ごとに分断されていた 「言語権⊥を国際社会の 「普遍的」

課題に(あ るいは 「普遍的人権」の問題に)す るとい う質的変化を もた らした

、のである。

・その際
、市民社会における様々な少数言語復興運動は新たなジレンマを抱え

ることになる。例えばアイデンティティというものは歴史的なもの であり、・絶

えず変容し、組み替えられていくことは、多 くの多文化主義者や多言語主義者

によって共有されている認識でもあるが、「アイデンティティ ・、ポリティクス」

が直面した問題の一っは、「差異」の細分化の問題であるbこ れ は言語 に関 し

ていケと、外部の者から単数系で呼ばれる特定の少数言語 も、、往々にしてその

方言の違いが多様であり、統一的な文章語化や規範化が難 しく、生成途上にあ

る場合もあり、すでに文章語を有する少数言語であっても複数の文章表記のヴァ

』リエ

「ションをもっという現実である。「差異」の細分化 にタって統一的な文

章表記ができない状況は、場合によって 「言語権」を認めたがらないような国

家権力側にとっては都合よく働 くこともあり、場合によって少数者内部の分断

,にもなる6

しば しば 「言語権」の発想 を突 き詰めていくと、良かれ悪 しかれそのような

無限め 「差異」の細分化の陰路に陥ると言われることもあるが、「言語権」が

現実に機能するためには、少数言語内部の地域的差異や口語の差異をまξめあ

げる力も必要なのである(例 えばスイスの ロマ ンス語が スイス連邦の第4の

「公用語」 の地位を獲得 してい くにあたって、諸方言のまとめあげによる統一

,的規範化が要求 されたタうに)。r言 語権」1ま・r差 異」を細分化 してい くこと

を意味するものではないが、外部の者がr差 異」を大雑把 に否定 してしまうと、
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今度は、「言語権」が否定されることにもなる。この問題は、社会学的問題で

あると同時にきわめて政治的問題でもあるので、そのことに?い て国家や法律

が一方的に決めることはできず、市民社会における少数者当事者を含めた様々

なアクターの 「自発的解決能力」が、ある程度必要である。

、通貨との関連性で言えば、特定の国家による保護下にないような少数言語は、

「基軸通貨」や各国の通貨と違って、「地域通貨」のようなものであろうか1386

.「地域通貨」 といって も色々あるが(地 域経済の興隆目的で発行 されるものや、

福祉など 「非市場的」とみなされるサービスの互酬性を発展させる目的で発行

されるもの等々)、 クルマスが論 じているように もし言語 と通貨との関係が単

なる比喩以上のものだとすると、実は少数言語の維持や復興と、「地域通貨」

との関係についても、そうなのであろうか。

「地域通貨」はドルや円、フランなどの通貨と異なって、市民社会の行為主

体による社会連帯によって自発的に発行されるものであり、国家の承認を必要

としない。 とりわけ規模の小さな言語の維持や復興については、国家がそれを

r支援」 した りr保 障」 したりす ることはあるが、その言語の維持や復興 は、

基本的に市民社会における行為主体(少 数者に属する諸個人、非政府組織、運

動家、学者など)の 自発的動 きにかかっている。

その際、'先の引用でグランがr経 済的価値 は、市場交換の領域の外部で生み

出される非市場的価値を含む」、「市場のよろいカブ トの隙間を利用 して、市場

の力を言語的多様性の維持のための闘いに利するように振り向けることができ

る」と述べていることが手がか「りになる。「地域通貨」.が、 ち ょうどそ うした

「非市場的価値」や 「隙間⊥に目をっけるように、規模や通用力の面で不利な

少数言語を媒体とする小規模な経済圏(サ ービス、相互扶助等を含む)の 設定

138言 語 と地域通貨との関係に着目したものとして、社会言語学者の木村護郎 「言語

論と通貨論の新 たな接点一地域通過論の視点から」(『社会言語学』、社会言語学刊行

会、第一号、2002年)。
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ということも不可能ではないかもしれない。こうした発想も、一種の 「共同体

主義」(コ ミュニタリアニズム)な のか もしれないが、従来 、道徳哲学の文脈

で議論されてきた 「共同体主義」においては、自生的な経済的アソシエーショ

ニズムのあり方にっいてめ議論が手薄であった。「共同体主義」,は、既存 ゐ

「共同体」・の擁護にまわって保守化するのみならず、新たな 「共同体」 の創出

に寄与 しなければならないはずだ。

言語が 「社会的基本財」、f文 化資本」、「公共財」(も しくは 「クラブ財」)と

1いうのは、 それぞれ一定の見地を反映 したものであり、どの視点を強調すべき

なのかは、当該言語とそれを用いるメンバーとの関係による占仮に、ある言語!

がr市 場的価値」すなわち、r文 化資本」 としての価値を持 たな くても、依然

として、その言語は 「社会的基本財」や 「公共財」であり得る。

「言語権」1と人権 との関係 にっいては、結局のところ、憲法学者の奥平康弘

が述べているような人権観、すなわち 「実定法の世界の外あるいはそれを越え

だところさ活発に生きており、まさにそうであることに格別の意義をもってい

る」、「『人権』というものは野性味ゆたかで生きのいいじゃじゃ馬みたいなも

の」ということを想起せざるを得ない。

(人権 という)観 念 は、実定法がいまだに承認せず、あるいは不十分にし

か承認 しておらないある種Q価 値を、現実の生活世界においてなんらかの形

で一 いちばん望ましく実定法化するという形であるが一 実現すべきこ

とを主張するために(あ るいはこうした主張を正当化するために)用 いられ

る傾向がっよい。誤解をおそれずに言えば、「権利」でないことが ら(あ る

いは不十分 にしか 「権利」 とされ七いないことがら)を 目掛けて、その 「権

利化」(あ るいは十分 なる 「権利化」)を 要求する脈絡で、「基本的人権」 が

語られてきた場合が多い。この点から言えば、r人 権」論 は、超実定法的 あ

るいは実定法挑戦的な性格の強い、その意味で政治要求的、イデオロギー的
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風味 を と もな う観念 で ある139。

そうした意味では、本稿で論 じたスクトナブ三カンガスらの 「言語的人権」

論は、「超実定法的あるいは実定法挑戦的」な人権論である。「人権」が 「飼い

馴らされる」ことによって 「憲法が保障する権利」になるというのが、奥平の

見地であるが、確かに 「言語的人権論」論 と一定の国家によって保障されてい

るr言 語権」 との間には、相当な開 きがある。国際人権法学者のフェルナン・

ド・ヴァレンヌも、現下の国際法では無条件の少数言語使用権というものはな

く、、国際法を構成する一定の諸基準と、道徳的 ・政治的に望ましいが法律的に

要請されていない諸原則 との区別を強調する。r道 徳的 ・政治的諸原則 は、 た

とえ時折 『人権』 として描かれても、必ずしも国際法の一部を構成するわけで

はない。それ らは .『良 い』 ことであるな らば政府が 『するのが好ましい』が、
ワ 　　　

政府が 『しなければならない』 ことではない」 といっ 。

諸々の法規によって国家に一定の少数言語保護責任を課すことはできるが、

「保護」されていない言語も多い。歴史的に蓄積されてきた言語間の格差や不

平等を事実上均等にすることなど、そもそも無理な相談であるが、すでに論 じ

たように、国家による一定の言語に対する保護主義も、諸言語 ・諸民族の序列

関係を強化し、新たな問題を作 り出して しまうことがある。 いずれにせよ、

「言語権」がある仕方で保障されていようが、「言語権」が十分に認知されてな

かろうが、現状に対する異議申し立てとして、集団的生存をも視野に入れた

r超実定法的南るいは実定法挑戦的」な人権論がもちだされ続けてい くことは

必定 で あ る。
1

139奥 平 康 弘 『憲 法 皿:憲 法 が 保 障 す る権 利 』(有 斐 閣 、1993年)、20頁 。

140FemanddeVarenne白,TheExistingRightsofMinoritiesinInもemational

Law,Supra,note103(Lα η,8ωαgαAR∫8h6α η,dRεsoμrce),p.117.,
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